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第１章 はじめに 
 
１－１ 本研究の背景 
 近年，先進国・開発途上国を問わず，世界中で様々な環境問題が顕在化しており，その改
善に向けて数多くの環境保全の取り組みがなされている．特に，経済社会のグローバル化の
流れとともに，公害などの身近な地域レベルの環境問題のみならず，地球規模の環境問題
(地球環境問題)の影響や対策に対しての関心が高まっていると言えよう．酸性雨や廃棄物の
越境移動など，様々存在する地球環境問題の中でも，1992 年にブラジル・リオデジャネイ
ロで開かれた「環境と開発に関する国際連合会議(United Nations Conference on Environment 
and Development, UNCED)」，いわゆる「地球サミット」で話し合われた気候変動問題と生物
多様性の問題は，今日，特に多くの注目を集める地球環境問題と言えるだろう． 
 気候変動問題は，全地球的な大気質の変化に伴う気候の変化によって発生する気温上昇
や大型台風の多発，海水面上昇などが，自然災害増加や国土浸食，作物の不作などの形で人
間生活に対して様々な悪影響を及ぼす問題である．特に，温室効果ガスの増加による地球温
暖化問題が気候変動問題の中心にあるが，気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental 
Panel on Climate Change, IPCC)第 5 次評価報告書(Assessment Report 5, AR5)第 1 作業部会
(Working Group 1, WG1)報告書では，地球温暖化問題が，経済社会活動に伴う化石燃料の燃
焼による温室効果ガスの排出に代表される人為的な原因によって引き起こされた確率が極
めて高いとしている(IPCC, 2013)1)．一方の生物多様性問題は，世界各地の生物多様性(遺伝
子・種・生態系の各レベルにおける多様性)が，経済活動に伴う土地の改変や気候変動によ
る環境の変化，野生動植物の過剰捕獲などによって劣化するという問題であり，生物多様性
の劣化が，食料や遺伝資源の供給減少やレクリエーション価値の低下など，生物多様性によ
ってもたらされる便益の低下を通じて人間社会に悪影響を及ぼすことが知られている．  
この二つの問題が大きく取り上げられた地球サミットにおいて世界各国の代表は，気候
変動問題への対処のために気候変動枠組条約 (United Nations Framework Convention on 
Climate Change, UNFCCC)を，生物多様性の問題の対処のために生物多様性条約(United 
Nations Framework Convention on Biological Diversity, UNCBD(“CBD”が一般的略称))を採択し，
これらは翌年の 1993 年に発効した．CBD は，「生物多様性の保全」，「生物多様性の構成要
素の持続可能な利用」，「遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分(Access and 
Benefit Sharing, ABS)」という三つの目標を掲げている．これら三つの目標は対象範囲が異な
り，「生物多様性の保全」を前提としたうえで「生物多様性の構成要素の持続可能な利用」
が成り立ち，その上に「遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分(Access and 
Benefit Sharing, ABS)」が成り立っている(磯崎他編(2011)2)，pp.32)．これら三つの目標の達成
に向け，2013年 12月時点で 192か国と欧州連合が締約している(外務省，2013)3)．ただし，
世界最大の遺伝子資源利用国のアメリカは，オブザーバーとして締約国会議(Conference of 
the Parties, CBD-COP)には参加しているものの，条約がバイオテクノロジーの発展を阻害す
るおそれがあるなどとして条約を未だに批准していない(磯崎他編, 2011)2)． 
 この CBD では，2010 年までに生物多様性の損失速度を顕著に減少させるという「2010年
目標」が，2002年に開かれた CBD-COP6で採択された．この 2010年目標は 11の最終目標
から構成され，それらはさらに 21の個別目標に細分化される(表１－１)．この 2010年目標
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の達成のために国際社会は，2010年時点で 170か国(2013年 12月時点で 178か国)が生物多
様性国家戦略・行動計画(National Biodiversity Strategies and Action Plans, NBSAPs)を策定する
など，様々なレベルで生物多様性保全のための取組みを強化していた．しかしながら，2010
年 5 月に発表された CBD の地球規模生物多様性概況第 3 版(Global Biodiversity Outlook 3, 
GBO3)では，2010年目標のための 21ある個別目標のうち，部分的・地域別で達成されたも
のがいくつかあるものの，地球規模で達成されたものは一つも無く，2010 年目標の達成が
絶望的であるとした(表１－１)(CBD, 2010)4)． 
 
 
 
表１－１ 2010年目標(CBD, 2010)4) 
最終目標 個別目標 達成状況 
生態系，生息・生育地，生物群系の
生物多様性の保全を促進する 
少なくとも世界の各(その地域の大部分の種が共通点を有し，明
確に異なる生息地タイプを含む地域の集まり)エコリージョン
の10％を効果的に保全 
地球規模で不達成
だが，大きな前進 
生物多様性にとって特に重要性の高い地域を保護 
地球規模で不達成
だが，大きな前進 
種の多様性の保全を促進する 
特定の分類群における種の個体数の回復，維持，または減少の
軽減 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
絶滅危惧種の現状の改善 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
遺伝的多様性の保全を促進する 
農作物，家畜，及び人間が採取・捕獲する樹木，魚類，野生生
物，その他の有用種の遺伝的多様性の保全と，これに関係する
先住民や地元の知識の維持 
地球規模で不達成
だが，大きな前進 
持続可能な利用及び消費を促進す
る 
持続的に管理された供給源からの生物多様性を基盤とする製
品の産出，生物多様性を保全する手法で管理された生産地域 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
生物資源の持続可能でない消費，あるいは生物多様性に影響を
与える消費の減少 
地球規模で不達成 
国際取引により絶滅の危機にさらされる野生の動植物種がゼ
ロになる 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
生息・生育地の喪失，土地利用の変
化及び劣化，持続可能でない水利用
による圧力が軽減される 
自然生息・生育地の喪失と劣化の速度が減少 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
侵略的外来種からの脅威を制御す
る 
侵略的外来種となる可能性の高い生物種の移入経路の制御 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
生態系，生息・生育地，種の脅威となる主要な侵略的外来種に
対する管理計画の整備 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
気候変動及び汚染を原因とする生
物多様性の課題に取り組む 
気候変動に適応するため，生物多様性の構成要素の回復力の維
持・強化 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
汚染と，汚染が生物多様性に与える影響の軽減 
地球規模で不達成
だが，大きな前進 
財とサービスを提供し，暮らしを支
える生態系の収容力を維持する 
財とサービスを提供する生態系の収容力の維持 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
特に貧困層の持続可能な生活，地元の食料安全保障，医療を支
える生物資源の維持 
地球規模で不達成 
先住民や地域社会の社会文化的な
多様性を維持する 
伝統的な知識，工夫，慣行の保護 地球規模で不達成 
利益配分を受ける権利を含む，伝統的な知識，工夫，慣行に対
する先住民や地域社会の権利の保護 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
遺伝資源の利用により生じる利益
の公正かつ衡平な配分を保証する 
すべての遺伝資源の移転が，生物多様性条約，食料農業植物遺
伝資源国際条約，及びその他の関連協定に合致 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
遺伝資源の商業的利用及びその他の利用から生じる利益の資
源提供国への公正な配分 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
締約国は，本条約実施のための財政
的，人的，科学的，技術的，技術工
学的な能力を向上させている 
開発途上締約国が本条約に基づく自国の約束を効果的に履行
できるよう，第20条(主に先進国から開発途上国に対する資金・
技術供与に関する条項)に従い，新たな追加的資金を移転 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
開発途上締約国が本条約に基づく自国の約束を効果的に履行
できるよう，第20条第4項に従い，技術移転を実施 
地球規模で不達成
だが，一定の前進 
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そして，その直後の 2010 年 9 月に日本の愛知県名古屋市で開かれた CBD-COP10 におい
て正式に 2010年目標の不達成が報告され，2010年目標に代わる新たな目標として「生物多
様性戦略計画 2011－2020(愛知目標)」が採択された(表１－２)．愛知目標は，表１－１の 2010
年目標と比べて，より目標の内容が具体的に示されており，また，2010 年目標以上に高い
水準が設定されている． 
 
 
 
 この愛知目標の達成のために，現在，様々な保全に向けた議論が世界中で進められている
が，その特徴として，生態学的な側面のみならず，経済的・政策的側面の議論が活発に行わ
れているということが言えるだろう．国際的には，2012 年にリオデジャネイロで開催され
た Rio+20 やハイデラバードで開かれた COP11 などにおいて，革新的資金メカニズムの構
築など，愛知目標達成のための施策実行に向けた経済的・政策的課題が話し合われている
(吉田，2013)6)．また，気候変動問題における「気候変動に関する政府間パネル
(Intergovernmental Panel on Climate Change, IPCC)」のような政策と科学を結ぶ国際機関とし
て，「生物多様性および生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム
(Intergovernmental science-policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services, IPBES, 
www.ipbes.net/)」が設置された．IPBES の設置は，生態系サービス・生物多様性が生態学や
生物学などの自然科学分野中心の研究対象から，社会科学や人文科学を含めた分野横断的
な研究対象へ，そして研究成果の実際の政策への応用，という近年の生態系サービス・生物
多様性に関する世界的潮流を示していると言えよう． 
 このような国際的な生態系サービス・生物多様性の保全に向けた経済的・政策的議論や保
全への取組みは，日本においても進みつつある．特に，日本は 2010 年に開催された CBD-
表１－２ 愛知目標(環境省編，2013)5) 
■長期目標 (Vision)＜2050 年＞ 
○「自然と共生する (Living in harmony with nature)」世界 
○「2050年までに，生物多様性が評価され，保全され，回復され，そして賢明に利用され，それによって生態系 
  サービスが保持され，健全な地球が維持され，すべての人々に不可欠な恩恵が与えられる」世界 
■短期目標 (Mission)＜2020 年＞ 
生物多様性の損失をとめるために効果的かつ緊急な行動を実施する． 
◇これは 2020年までに，抵抗量区のある生態系とその提供する基本的なサービスが継続されることを確保．その結果， 
地球の生命の多様性が確保され，人類の福利と貧困解消に貢献． 
■個別目標 (Target)   
1. 人々が生物多様性の価値と行動を認識する． 
2. 生物多様性の価値が国と地方の計画などに統合され，適
切な場合には国家勘定，報告制度に組込まれ     
る． 
3. 生物多様性に有害な補助金を含む奨励措置が廃止，又は
改革され，正の奨励措置が策定・適用される．  
4. 全ての関係者が持続可能な生産・消費のための計画を実
施する．  
5. 森林を含む自然生息地の損失が少なくとも半減，可能な
場合にはゼロに近づき，劣化・分断が顕著に減少する． 
6. 水産資源が持続的に漁獲される． 
7. 農業・養殖業・林業が持続可能に管理される． 
8. 汚染が有害でない水準まで抑えられる． 
9. 侵略的外来種が制御され，根絶される． 
10. サンゴ礁等気候変動や海洋酸性化に影響を受ける脆弱
な生態系への悪影響を最小化する． 
11. 陸域の 17%，海域の 10%が保護地域等により保全され
る． 
12. 絶滅危惧種の絶滅・減少が防止される． 
13. 作物・家畜の遺伝子の多様性が維持され，損失が最小化
される．  
14. 自然の恵みが提供され，回復・保全される． 
15. 劣化した生態系の少なくとも 15%以上の回復を通じ気
候変動の緩和と適応に貢献する． 
16. ABS に関する名古屋議定書が施行，運用される． 
17. 締約国が効果的で参加型の国家戦略を策定し，実施す
る． 
18. 伝統的知識が尊重され，主流化される． 
19. 生物多様性に関連する知識・科学技術が改善される． 
20. 戦略計画の効果的実施のための資金資源が現在のレベ
ルから顕著に増加する． 
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COP10 の議長国であり，愛知目標や ABS に関する名古屋議定書(Nagoya Protocol)の取りま
とめ，SATOYAMA Initiative (里山イニシアティブ)の提唱など，CBD-COP10 において積極的
に国際的な保全に向けた取り決めに貢献している．また，愛知目標の採択を受けて日本政府
は，愛知目標を反映させた生物多様性国家戦略である「生物多様性国家戦略 2012－2020」
を 2012年 9月に新たに策定している(環境省，2012)7)．この中で日本は，2020年までに重点
的に取り組むべき施策の方向性として，①生物多様性を社会に浸透させる，②地域における
人と自然の関係を見直し，再構築する，③森・里・川・海のつながりを確保する，④地球規
模の視野を持って行動する，⑤科学的基盤を強化し，政策に結びつける，という五つの基本
戦略を設定している．そのための具体的な取り組みの一つとして，「生物多様性が有する経
済的価値の評価の推進」を掲げているが，生態系サービス・生物多様性の経済的価値の評価
によって一般に市場では取引されないそれらの価値の認識を広めることで，行政による生
物多様性に配慮した開発計画の策定や政策の立案・施行，事業者による自らの事業活動が及
ぼす生態系サービス・生物多様性への影響・依存度の評価，消費者による生物多様性に配慮
された商品・サービスの選択購入などの行動の進展を促進するとしている． 
また，生物多様性国家戦略 2012－2020 では，「生態系サービスに対する支払い制度
(Payment for Ecosystem Services, PES)」の導入や環境に配慮した不動産への持続的な投資な
ど，様々な経済的アプローチの導入の必要性に言及している．PESは，生態系サービスを享
受する受益者が生態系サービスの供給者(主に土地所有者や管理者)に対して対価を支払う
制度であり，日本では各都道府県が導入を進める森林環境税がこれ該当する(PES について
は，林・伊藤(2010)8)，OECD(2010)9)などを参照されたい．)．また，具体的言及は無いもの
の，生物多様性を社会に浸透させるために取り組むべき項目として挙げる「生物多様性に配
慮した事業者の取組の推進」の例として近年，「生物多様性オフセット(Biodiversity Offset)」
および「生物多様性バンキング(Biodiversity Banking)」が注目されている．生物多様性オフ
セットとは，排出した分の CO2 を別の場所で固定するカーボンオフセットと同様に，開発
などで失った生態系と同質の生態系を近隣の別の場所で復元することで開発の生態系への
影響を代償することを指す．ただし，開発事業者が生態系復元の専門家でない場合，開発事
業者による復元は費用効率的ではないことから，予め生物多様性オフセットで必要とされ
る思われる生態系を創造，証券化し，開発事業者と取引を行うのが生物多様性バンキングで
ある．これらはアメリカで初めて制度化され，田中(2011)10)によると，2010 年までに 53 か
国がこれら制度を導入しているとされる．生物多様性オフセット・バンキング制度への参加
者は主に企業と公共事業を手がける行政であり，特に企業の生物多様性オフセット・バンキ
ングに関しては，ビジネスと生物多様性オフセットプログラム(Business and Biodiversity 
Offset Programme, BBOP)による生物多様性オフセット・バンキングの国際基準作成が進んで
いる．BBOP(2012)11)によれば，多くの国・地域における生物多様性オフセット・バンキング
制度においては，開発による損失や生態系・生物多様性復元による便益，そしてバンキング
における証券価格を土地価格や生態系・生物多様性復元費用，生物多様性の構成などから評
価・算出しているものの，CVMなどの経済的価値評価手法も用いられており，BBOP(2009)12)
では，生物多様性オフセット・バンキングにおける経済学的評価手法の実務的利用について
解説している． 
このように，国際的にも国内的にも，生態系サービス・生物多様性保全の取り組みにおい
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て，経済的価値評価による生態系サービス・生物多様性の重要性の認識拡大，そして経済的
手法の導入の機運が高まっている．また，生態系サービス・生物多様性保全に対して政策と
して取り組む政府や行政のみならず，企業などの民間部門にとっても生態系サービス・生物
多様性の経済的価値評価は，PESにおける支払額や税率の設定，生物多様性オフセット・バ
ンキングにおける費用便益の評価や証券価格の算定などにおいて高い必要性・重要性を持
つと言えるだろう． 
このように，生態系サービス・生物多様性の保全に向けた経済的・政策的議論が国際的に
も国内的にも広がりを見せる中で，2007年に G8環境大臣会合で「ポツダム・イニシアティ
ブ－生物多様性 2010」が採択され，「生態系と生物多様性の経済学(The Economics of 
Ecosystems and Biodiversity, TEEB)」の研究がドイツ環境省などを中心に開始された(蒲谷・
西宮，2011)13)．これは，英国財務省の主導で開始され，地球温暖化などの気候変動問題にお
ける科学的事実と経済的影響を統合的にまとめた「気候変動の経済学(The Economics of 
Climate Change，スターン・レビュー)」(Stern, 2007)14)に当たるものであり，2010年の CBD-
COP10において完成が報告された．TEEB の最終的な報告書は，生態学・経済学を中心とし
た科学的分析に焦点を当てた“TEEB Ecological and Economic Foundations”と，“TEEB for Policy 
Maker”・“TEEB for Business”・“TEEB for Local and Regional Policy Makers”という目的別報告
書，そして“Mainstreaming the Economics of Nature: A Synthesis of the Approach, Conclusions and 
Recommendations of TEEB”という統合報告書からなっている．これらは要約版が TEEB のウ
ェブサイト(www.teebweb.org/)からダウンロードできる上，“TEEB Ecological and Economic 
Foundations”, “TEEB for Policy Maker”, “TEEB for Business”, “TEEB for Local and Regional Policy 
Makers”については，増補版(“TEEB in National and International Policy Making”, “TEEB in Local 
and Regional Policy and Management”, “TEEB in Business and Enterprise”)が書籍として刊行さ
れている．  
 “TEEB Ecological and Economic Foundations”は，生態系の機能やサービス，生物多様性に
関連する環境経済学や生態経済学，資源経済学の理論を整理しており，生態系サービス・生
物多様性の科学的分析に向けたものであり，また，以下の“TEEB for Policy Maker”，“TEEB 
for Local and Regional Policy Makers”，“TEEB for Business”における政策的議論の土台になっ
ている．次に，“TEEB for Policy Maker”(“TEEB in National and International Policy Making”)は，
国や複数の国にまたがる国際地域における政策立案者に向けられたものであり，“TEEB for 
Local and Regional Policy Makers”(“TEEB in Local and Regional Policy and Management”)は，よ
り狭い自治体や地域における政策立案者に向けられたものである．生態系サービス・生物多
様性は，場所や範囲，気候の変化によって性質が大きく異なり，また，場所や範囲が異なれ
ば保全政策の実施主体も異なることが多いため，このように分けて報告されている．最後に，
“TEEB for Business”(“TEEB in Business and Enterprise”)は，ビジネスに携わる民間企業などに
向けられたものである．生態系サービス・生物多様性から受ける便益は，人口増加や経済成
長への貢献などを通じてビジネスにおいても大きな影響を及ぼしており，また生態系サー
ビス・生物多様性を利用したビジネスの機会も多くなっている．このような状況は，裏を返
せば，それらの劣化・損失がビジネス上のリスクとなることを意味している．さらに，前述
のように，企業活動が生態系サービス・生物多様性の損失となることへの対策としての生物
多様性オフセット・バンキングや PES などの制度の導入や，消費者が生態系サービス・生
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物多様性の保全に配慮した消費行動を取りつつあることなど，今日のビジネス環境と生態
系サービス・生物多様性の関係を鑑みると，ビジネスに関わる主体にとって生態系サービ
ス・生物多様性の保全や，それらに配慮したビジネスの実現などは必要不可欠と言えるだろ
う． 
また，これらの最終報告書の発表以降も TEEB は，政策立案者などが TEEB の科学的知見
や政策提言を愛知目標達成のための政策・活動に活かすためのガイド(“Implementation Guide 
for Aichi Target 11: A TEEB perspective”, “Implementation Guide for Aichi Target 3: A TEEB 
perspective”, “Implementation Guide for Aichi Target 2: A TEEB perspective”)や，TEEB が実施し
た生態系サービス・生物多様性と経済学・政策などとの統合的な分析を一つの国に当てはめ
て実施し，その国・国内地域などにおける保全政策などに活用するためのガイド(“Guidance 
Manual for TEEB Country Studies”)，複数のケーススタディを発表しており，TEEB の最終報
告書までに得られた科学的・政策的知見の現実への応用が，TEEB の現在の主な目的となっ
ていることが見て取れる． 
このような生態系サービス・生物多様性の経済的・政策的研究は，TEEBほどの規模では
ないものの，OECD(OECD (2001)15)，OECD (2012)16)など)や世界銀行(Hamilton (2013)17)など)
などの国際機関においても実施されており，生態系サービス・生物多様性の保全あるいはそ
れらに配慮した開発のための具体的な政策提案などを行っている．このような状況におい
て，国際的にも国内的にも，今後ますます生態系サービス・生物多様性の保全政策や，民間
企業や NGOなどによる保全活動への参加が進むと期待されるが，そのためには生物多様性
国家戦略 2012－2020 でも言及されているように，人々に生態系サービス・生物多様性に関
する経済的価値認識を広め，保全の有効性を納税者や株主などに示し，保全の実施に対する
合意を形成する必要がある．その一方で，生態系の攪乱や改変を伴う開発計画や事業の実施
に対しては厳しい目を向けられ，生態系や生物多様性の保全から得られる便益を超える収
益や社会的意義を明確に示す必要性があるだろう．このように，保全側・開発側いずれの立
場においても，生態系サービス・生物多様性の経済的価値，つまり，それらの保全による便
益あるいは開発による費用の評価はますます重要となっている． 
 
１－２ 本研究の目的 
本研究は，生態系サービス・生物多様性の経済学的価値評価の重要性が益々高まっている
なかで，それらに関する既存研究の問題点や実務的問題点を指摘し，それらを勘案した新た
な評価手法を，事例研究を通じて提案することを一つの目的としている． 
既存研究の問題点としては，まず，生態系サービス・生物多様性の生態学的理論と経済的
価値の関係性や整合性に関する考察が不十分であるということである．特に，「生物多様性
の経済的価値評価」と題する既存研究の中には，生物多様性を総体的に一つの環境質として
評価しているもの，遺伝子・種・生態系の多様性のいずれか一つだけを取り出して評価する
もの，種の中でも特に絶滅危惧種・希少種の数にのみ注目して評価するもの，という，それ
ぞれ異なる対象を評価する研究が混在しているが，いずれも「生物多様性」という一つの用
語で表現されている場合が多い．また，それらが生態学的観点あるいは生物多様性保全政策
の観点から見て「生物多様性の経済的価値評価」として妥当かどうかという考察が与えられ
ていない場合が多い．生態学や経済学のみならず，様々な研究分野の研究者や政策立案者が
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関わる生物多様性保全の研究および実務において，このような既存研究における現状は，分
野間の相互理解を阻害するものであり，政策立案に悪影響を及ぼすものであると考える．本
研究は，生態学分野における生態系サービス・生物多様性の理論を整理し，それらを考慮し
た経済的価値評価を目的とする． 
 次に，実務的な問題点として，開発途上国での生態系サービス・生物多様性の評価事例が
少ないことが挙げられる．例えば，TEEB (2010)18)では，環境評価データベース EVRI 
(Environmental Valuation Research Inventory, www.evri.ca)において開発途上国の生物多様性に
関する研究が 195例存在するものの，先進国でのものを含めた全研究の約 10分の 1ほどで
あり，最貧国における研究は皆無とする Chiristie et al. (2008)19)の研究を紹介している．そし
て，その研究事例の少なさの原因として，開発途上国における生態系サービス・生物多様性
の経済的価値評価における困難，例えば，倫理的・教育的水準の低さやデータ利用可能性の
低さを挙げている． 
ただし，このような現状とは相反して，開発途上国における生態系サービス・生物多様性
の経済的価値評価の重要性は，先進国と同様，あるいはそれ以上に高いと言えるだろう．例
えば，Myers (1988)20)が示す“ホットスポット(Hot spot, 生物多様性が危機的状況にある地点)”
の多くが開発途上国にある点を考えても，開発途上国における生物多様性が危機的状況に
あり，その保全が重要であることがわかる．また，開発途上国では一般的に，生態系サービ
スへの社会の依存度が高い一方で，強い開発圧力に晒されており，生態系サービス・生物多
様性の損失・劣化による社会への影響が顕在化していなくとも，保全の必要性は非常に高い．
このように，開発途上国では生態系サービス・生物多様性の保全が急務であり，それに合わ
せてそれらの経済的価値評価への需要は高まっている． 
本研究では，開発途上国における評価事例の蓄積を目的とし，国際協力機構(Japan 
International Cooperation Agency, JICA)の技術協力プロジェクトによって保全・回復されるマ
ラウイの生態系サービスの経済的価値評価を実施する．特に，TEEB (2010)18)などで指摘さ
れる開発途上国での評価に伴う様々な困難を考慮し，最貧国であるマラウイにおける生態
系サービスの経済的価値評価の実施可能性や有効性について考察を行う． 
 本研究では，もう一つの実務的な問題点として，大多数の既存研究，特に表明選好法によ
る評価においては，特定の環境質を評価対象としているため，場所や質が異なる他の環境質
への評価結果の援用や評価結果同士の比較が難しいことについて議論する．多くの生態系
サービス・生物多様性の保全政策の導入が検討されている今日，対象や手法，実施期間が異
なる政策同士の比較検討の機会は多いものと推察されることから，前述の問題点の改善が
急務と言えるだろう．本研究ではこの問題の解決案として，特定の環境質ではなく様々な生
態系保全政策間で共通する「一般的性質」の経済的価値を明らかにする． 
 
１－３ 論文構成 
以上の目的を持ち，本論文では下記のような構成および内容とする．まず第２章では，経
済的価値評価の前に，本来，生態系サービスや生物多様性を研究領域とする生態学分野にお
ける基礎理論を整理し，本研究における経済的価値評価が具体的にどのような生態系サー
ビス・生物多様性を対象とするのかを明確化する． 
その上で，第３章では，マラウイにおける JICA の技術協力プロジェクト COVAMS を事
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例に，プロジェクトによって回復・強化された生態系サービスの経済的価値を市場価格法，
顕示選好法(代替法)と表明選好法(仮想評価法)によって評価することでプロジェクトの経済
的価値を明らかにする． 
第４章では，仙台市の生物多様性を事例として，表明選好法である選択型実験によって生
物多様性の経済的価値を明らかにする．選択型実験は，評価対象の経済的価値を属性別に明
らかにすることができる評価手法であり，本研究では，仙台市の生物多様性を生態系・種に
関して非常に細分的に評価する．また，基本的な条件付ロジットモデルに加えて，選好の多
様性を考慮できる潜在クラスモデルによって推定を行う．さらに，選択型実験によって明ら
かとなった生態系・種別の限界支払意思額と種の分布データおよび植生図を用い，仙台市の
「生物多様性の経済的価値の分布」を地図情報システム(Geographic Information System, GIS)
によって視覚的に明らかにする． 
第５章では，評価対象を特定する第３章(JICA の技術協力プロジェクトによって回復・強
化された生態系サービス)・第４章(仙台市の生物多様性)のような一般的な環境の経済的価
値評価と異なり，保全政策全般に共通するような保全政策の「一般的性質」を属性とした選
択型実験を実施し，生態系保全政策の一般的性質に関する人々の選好を明らかにする．また，
第４章と同様に，条件付ロジットモデルと潜在クラスモデルの二つのモデルによって推定
を行い，選好の多様性に関する分析を行う． 
最後に第６章で，本論文全体の結論と今後の課題を述べる． 
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第２章 生態系サービス・生物多様性と経済的価値の基礎 
 
本章では，本論文全体に係る生態系サービス・生物多様性の生態学分野における基礎理
論を整理し，さらにそれらと環境経済学における経済的価値理論の関係を明らかにする．
本論文では，第３・４・５章において，生態系サービス，生物多様性，生態系保全政策の
経済的価値を評価しているが，本章での整理は，生態系サービス・生物多様性を保全する
生態学的・経済学的意義を明確化するとともに，本論文第３・４・５章のような実際の評
価において考慮すべき点を明らかにするであろう．また，後述するように，生態系サービ
ス・生物多様性は非常に複雑な概念であり，様々な要素とレベルから構成されている．し
かしながら，既存研究においては，どのような類の生態系サービス・生物多様性を扱おう
とも，「生態系サービスの経済評価」あるいは「生物多様性の経済分析」というように，一
括りに扱われてしまっているきらいがある．この点について，後述するように，生態系サ
ービス・生物多様性の経済的価値評価においては，「生態系サービス・生物多様性の何を評
価しているのか」という評価対象の明確化が必要と筆者は考えている．本章における整理
は，第３・４・５章での評価対象に関する理解を助けるものである． 
本章では，まず２－１において，ミレニアム生態系評価(Millennium Ecosystem Assessment, 
MA)を中心とした生態系サービスに関する研究報告をもとに，生態系サービスの定義や保
全の意義などを中心に解説を行う．次に，２－２においては，生物多様性の定義や指標な
ど，生態学や生物学における生物多様性の基礎を整理するとともに，混同されがちな生態
系サービスと生物多様性の関係を整理することで，生物多様性保全の意義を明確化する．
２－３では，生態系サービス・生物多様性と環境経済学における環境質の経済的価値の関
係を整理し，生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価の重要性と，評価手法として
表明選好法を用いることの必要性を示す．最後に２－４で，本章で整理した内容が第３・
４・５章における研究内容とどのように関連するかを示す． 
 
２－１ 生態系サービス 
生態系サービスとは，生き物の生活環境を表す生態系1から人間が享受する恩恵(サービ
ス)の総称である．そして，生態系の破壊や劣化は，生態系サービスの喪失・劣化を意味し
ており，結果的に人間生活の劣化がもたらされると言えるだろう．このような生態系サー
ビスの概念が，生態系・生物多様性保全の主な根拠となっており，例えば CBD の条文にお
いても，生態系サービスを生物多様性保全の根拠としている(生態系サービスと生物多様性
の関係については，本章２－２－３で後述する)． 
この生態系サービスという概念を整理し，用語を世界的に普及させたものが，2005 年に
発表された国連のミレニアム生態系評価(Millennium Ecosystem Assessment，MA)である(吉
田，2013)2)．MA(UNEP，2005)3)は，2000 年に当時の国連事務総長コフィ・アナンの呼びか
けで実施された，世界で始めての包括的な生態系評価である．特に，MA は生態学や生物
学などの自然科学的な生態系の評価だけでなく，経済や社会，文化など，生態系の破壊や
劣化が社会科学・人文科学的な側面に及ぼす影響を丁寧に考察しており，生態系保全のた
                                                   
1 CBDでは「植物，動物及び微生物の群集とこれらを取り巻く非生物的な環境とが相互に作用して一の機能的な単位
を成す動的な複合体」と定義される(環境省，1993)1))． 
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めに自然・社会・人文すべての側面を考慮した総合的なアプローチの必要性を明確化した
という点で，今日の生態系保全政策に大きな影響を与えたと言えるだろう． 
MA では，生態系サービスを四つに，すなわち，「供給サービス(Provision Services)」，「調
整サービス(Regulating Services)」，「文化的サービス(Cultural Services)」，「基盤サービス
(Support Services)」に分類している．供給サービスとは，生態系から得られる生産物であり，
人間社会における物質的な側面を支えている．その例として，食糧や飲料水，木材，繊維，
遺伝子資源などが挙げられ，いずれも人々の衣食住に直結するものと言えるだろう．次に，
調整サービスとは，生態系プロセスの調節から得られる非物質的な便益であり，環境の変
化が人間社会に与える影響を生態系が和らげてくれることである．例えば，生態系は大気
質や気候，水の調節を行っているため，人々は安定した環境下で生活が可能である．また，
森林による土壌固定や保水の機能は，地滑りや洪水などの災害防止の役割を果たしている．
それ以外にも，疫病の予防や花粉媒介など，我々は様々な調整サービスを生態系から受け
ている．三つ目の文化的サービスとは，精神活動や娯楽，審美的経験を通じて生態系から
得る非物質的な便益であり，自然の中でのレクリエーション，神社の御神木や鎮守の森，
俳句の季語など，様々な精神的，文化的活動から我々は多くの文化的サービスを得ている．
最後に基盤サービスとは，他の生態系サービスの生産を支える基盤としての役割から得ら
れる便益であり，他の生態系サービスとは一線を画すものである．例えば，供給・調整・
文化的サービスの変化を我々は直接的・短期的に感じることができるが，基盤サービスの
変化は我々に間接的に影響し，また非常に長い期間にわたって現れるものであるため，人
間は通常，基盤サービスを体感することはできない．MA は，多くの供給サービスを支え
る土壌形成，酸素を生産する光合成，一次生産，栄養塩や水の循環を基盤サービスの例と
して挙げている． 
MA では，これら生態系サービスが，豊かな生活や健康，良好な社会関係，安全保障，
選択と行動の自由という，人間の福利にかかわるすべての要素に関わっているとしている
(図２－１)．このような関係は，裏を返せば，生態系サービスの劣化・破壊が人間の福利に
悪影響を及ぼすことを意味している．MA では，陸上生物群系(バイオーム)の変化を図２－
２のように評価している．そして，このような生態系の改変による生態系サービスの喪失・
劣化も著しいとしており，MA では表２－１のように，西暦 2000 年前後の生態系の人間利
用の増減と生態系サービスの質・量の変化を示している．ここから，多くの生態系サービ
スが人間利用の増加とともに劣化していることがわかる．今日の生態系サービス・生物多
様性の保全への取組みは，このような急激な破壊・劣化を背景にしていることは明らかで
あろう． 
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図２－１ 生態系サービスと人間の福利(UNEP, 2005)3) 
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図２－２ 生態系の改変(UNEP, 2005)3) 
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２－２ 生物多様性 
２－２－１ 生態学分野における生物多様性 
生物多様性(Biological Diversity, Biodiversity)とは，最もコンセンサスを得ている CBD の
定義において，「すべての生物(陸上生態系，海洋その他の水界生態系，これらが複合した
生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない) の間の変異性をいうものとし，種内
の多様性，種間の多様性及び生態系の多様性を含む．」(環境省，1993)1)というように，三つ
のレベルの多様性を包含する，広く，階層的な概念である．ここで，種内の多様性は一般
的に遺伝子の多様性と呼ばれている． 
三つの多様性のなかで，最もスケールの大きい「生態系の多様性」は，群集の多様性と
も呼ばれ，動植物の生息環境の多様性と言える．種の多様性は，文字通り動植物の種類が
多様であることを表すが，後述するように，一般的に動植物の種の豊富さに加え，動植物
の個体数の均等度も考慮する場合がある．最後に，遺伝子の多様性は，種レベルの相違に
加えて，同じ種の中でも模様の違いなど，集団内・集団間に見られる遺伝的相違である． 
注意すべきは，この CBD における生物多様性の定義が絶対的定義ではないということ
である．CBD の定義では，生態系サービスと関連する構成要素の多様性やバイオマスなど
は反映されておらず，生態系の多様性を生物多様性に含めるべきではないという意見
(Harper and Hawksworth, 1995)4)も存在する．また，宮下・井鷺・千葉(2012)5)では，図２－
３のように，三つの階層からなる生物多様性と，物質生産や物質循環に代表される生態系
機能との関係から生物多様性保全の必要性が生まれるとし，生物多様性に種間関係のよう
な生態学的なプロセスや生態系機能との関係を含めて考えなければ，生物多様性という概
念の価値は減じられるとしている．ただし，Mace et al. (2012)6)は，CBD の定義が既に政策
的地位を築いており，また十分包括的であるとして，CBD の定義を用いることを推奨して
いる．  
表２－１ 生態系サービスの人間利用と質・量の変化(UNEP, 2005)3) 
供給サービス 調整サービス 文化的サービス 
下位区分 
人間利用
増・減 
質・量 
向上・劣化 
下位区分 
人間利用
増・減 
質・量 
向上・劣化 
下位区分 
人間利用
増・減 
質・量 
向上・劣化 
農作物 増 向上 大気質の調整 増 劣化 
精神的 
宗教的価値 
増 劣化 
家畜 減 向上 
地球規模の 
気候調節 
増 向上 審美的価値 増 劣化 
漁獲 減 劣化 
地域レベルの 
気候調節 
増 劣化 
レクリエーショ
ン・エコツーリ
ズム 
増 変化なし 
水産養殖 増 向上 水の調節 増 変化なし    
野生物 
植物産品 
評価不可 劣化 土壌浸食の抑制 増 劣化    
木材 増 変化なし 
水浄化と廃棄物 
の処理 
増 劣化    
綿，麻，絹 変化なし 変化なし 疾病の予防 増 変化なし    
薪 変化なし 劣化 
病害虫の 
予防 
増 劣化    
遺伝子資源 増 劣化 花粉媒介 増 劣化    
生化学物質 
自然薬品 
増 劣化 
自然災害 
からの防護 
増 劣化    
淡水 増 劣化       
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 このように定義づけられる生物多様性であるが，遺伝子・種・生態系それぞれの「多様
性」の定義あるいは「多様性」を示す指標は非常に複雑であり，多岐にわたっている．生
物多様性の評価や政策立案において，何を評価するのか，何を保全するのかを明確にする
には，定義の明確化や数値化が不可欠であろう．よって以下では，それぞれのレベルの多
様性の詳細について解説する．  
 
２－２－１－１ 遺伝子の多様性 
まず，遺伝子の多様性は，宮下・井鷺・千葉(2012)5)によると，遺伝的浮動(偶然の要因に
よる対立遺伝子頻度の変化)，有効集団サイズ(世代交代に伴って起こる遺伝的浮動による
ヘテロ接合度の低下を考慮した個体数)，突然変異(遺伝的変異)，自然選択(遺伝的変異によ
る集団内からの除去)，繁殖様式，遺伝子流動(集団間の個体の移動による対立遺伝子の移
動)などによって決定される遺伝的変異量の多寡で決まる．ただし，この遺伝的変異自体が
様々なレベルで存在しており，DNA 分子上の 1 塩基の変異，連続した塩基配列を単位とす
る変異，染色体レベルの変異などがある．そして，この遺伝的変異量は，多型遺伝子座率，
遺伝子座あたりの対立遺伝子数，ヘテロ接合度などによって評価することができる(宮下・
井鷺・千葉(2012)5)，pp.12 - 13 参照)． 
 
２－２－１－２ 種の多様性 
 次に，種の多様性については，様々な多様性の定義が存在する．まず，種の多様性とは，
ある地域や生息地に含まれる種組成の多様さを意味し，その地域や生息地に含まれる種数
を意味する「種の豊富さ」と，種組成の均等さを意味する「均等度」が高いほど多様であ
るとされる(宮下・野田，2003)7)．  
種の多様性には，α 多様性，β 多様性，γ 多様性など，複数の多様性概念が知られている．
α多様性は一つの生息地の多様性，β 多様性は生息地間の種組成の違い，γ 多様性はある地
域に含まれる全生息地の多様性であり，“β=γ/α”という関係にある．これら三つが特に有名
であるが，この他に δ 多様性(複数の地域間の種組成の違い)，ε 多様性(複数地域全体の多
様性)などの多様性の概念が存在しており，これら五つの多様性概念は，図２－４のように
表すことができる． 
 
図２－３ 生物多様性と生態系機能の関係(宮下・井鷺・千葉，2012)5) 
遺伝子の多様性 種の多様性 生態系の多様性
生態系機能
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 このように，多様性の概念も複数存在する種の多様性において，その定量化手法も多岐
にわたる．一つは，種の豊富さのみを多様性の尺度とする方法である．個体数(生体量)と種
数の把握が必要な均等度に対し，種の豊富さは種数のみで測ることができるため，特に評
価対象面積が広い場合などにおいて種の多様性の尺度として単独で用いられることが多い．
ただし，種数は調査面積に依存すること，そして複数の群集の比較の際に面積に依存して
種の豊富さの大小関係が逆転しうることに注意が必要である(宮下・野田，2003)7)． 
これに対して多様度指数は，種の豊富さとともに均等度を考慮する定量化手法である．
多様度指数は種の豊富さと均等度を合わせて数値化したものであり，これまで様々な多様
度指数が開発されている．表２－２に主な多様度指数を示すが，この他にも複数存在して
いる(中村(2000)8)など参照)．この中でも特に Shanon-Wiener の H’，Simpson の Dが生態学
分野の既存研究でよく使われているが，Lande (1996)9)は，Simpson の Dは α・β・γ 多様性
を正確に表現できるという点で Shanon-Wienerの H’より優れているとしている． 
このような多様度指数は，種の多様性を表す指数として生態学分野で多用されているが，
経済学的研究における多様度指数の応用は，Zandersen et al. (2007)10)が存在している程度で
ある．Zandersen et al. (2007)10)は，新たに創造された若い 52の森林の 1977 年と 1997 年の
レクリエーション価値を離散選択モデルによって明らかにし，さらに，その結果を用いて
便益移転(便益関数の推定)可能性を検討した研究である．この中で Zandersen et al. (2007)10)
は，森林の属性の一つを種の多様性(広葉樹と針葉樹における多様性)とし，Shannon-Wiener
の H’を指標として用いている． 
 
 
図２－４ 生物多様性と生態系機能の関係(筆者作成) 
地域Y地域X
生息地B
種1
生息地A
種2
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種3
種4
種4
種4
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種3
β多様性γ多様性
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δ多様性
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２－２－１－３ 生態系の多様性 
生態系の多様性は，「景観の異質性」として景観生態学の分野で発展してきた(宮下・井
鷺・千葉，2012)5)．ただし，ここで言う「景観」とは，見た目の景色ではなく，複数の異
なる生態系の組み合わせを意味する．景観の異質性は，構成する景観要素の数や比率に関
する『組成の異質性』と各要素の形状や景観内での分布に関する『形状の異質性』から成
るものである．組成の異質性は，種の多様性における種の豊富さや均等度に相当する概念
であり，Simpson の Dなどの多様度指数による表現が可能である．ただし，生態系の場合，
景観要素間の相互作用が多様性に大きく影響することから，景観要素の複雑性や景観内で
の配置などの『形状の異質性』が重要となる．景観の複雑性を表す指標として，ある景観
要素の面積 A に対する周辺長 P の比 P/A(大きいほど複雑)や，フラクタル次元(大きいほど
複雑)などが用いられる． 
  
２－２－２ 保全のための生物多様性指標 
２－２－１で示したように，遺伝子・種・生態系それぞれのレベルにおいて，多様性を
具体的数値で示す指標が開発されている．ただし，生物多様性の保全の観点からは，全て
の遺伝子・種・生態系が平等ではなく，固有性や生物群集とそのネットワーク構成におけ
る役割や機能の軽重など，多様な尺度による多次元的な生物多様性の評価が必要となる(鷲
谷・矢原，1996)17)．このような生物多様性保全の観点から，様々な指標が現在提案されて
表２－２ 多様度指数例 
Shannon-Wiener の H’ (Pielou, 1966)11) 
i ip n N ， 2' logi iH p p   
in : i番目の種の個体数， N : 全個体数 
Simpson の D(Simpson, 1949)12) 
i ip n N ，
21 iD p   
in : i番目の種の個体数， N : 全個体数 
Itow の S(100)指数(Itow, 1984)13) 
 100 1 100100
iN n N
S
     
     
   
  
in : i番目の種の個体数， N : 全個体数 
Fisher の α(Fisher et al., 1943)14) 
 log 1 /S N    
S :全種数， N : 全個体数 
Pielou の J’(Pielow, 1969)15)  
max
1 1
max
' '/ '
' log log
J H H
H S S S S 

  
 
H’max: 対象群集と種の豊富さが同じで均等度が最大(全種
の個体数が等しい)場合の Shannon-Weiner 指数 
Warwick and Clarke (2001)16)の 
Δ+(種数のみ)，Δ*(種数＋個体数) 
 1
2
ij
S S


    
*
ij i j i jn n n n    
ij ：種 iと j の分類学上の距離(1:異種同属，2: 異属同科，
3:異化同目，4:異目同綱，5:異綱同門，6:異門同界) 
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いる． 
例えば，種の多様性の水準を表す，あるいはその種の保全によって地域の生物多様性の
保全に貢献する種として鷲谷・矢原(1996)17)では，①生態的指標種(同様の生育場所や環境
条件要求性をもつ種群を代表する種)，②キーストーン種(群集における生物間相互作用と
多様性の要をなしている種．そのような種を失うと，生物群集や生態系が異なるものに変
質してしまうと考えられる)，③アンブレラ種(生育地面積要求性の大きい種．その種の生
存を保障することで自ら多数の種の生存が確保される．生態的ピラミッドの最上位に位置
する消費者がこれに当たる．陸上では，大型の肉食哺乳類や猛禽類がアンブレラ種となり
うる)，④象徴種(その美しさや魅力によって世間に特定の生育場所の保護をアピールする
ことに役立つ種)，⑤危急種(希少種や絶滅の危険の高い種．生育・生育のため最も良好な環
境条件を要求する種を保護することで，多くの普通の種の生育条件が確保される)，を紹介
している．これらの指標となる種を保全活動やモニタリングの対象とすることが効率性の
観点から有効であろう． 
 また，Reid et al. (1993)18)では，生物多様性の長期的保全政策の立案に有効な指標として，
次の表２－３のように，①野生動植物種と遺伝子の多様性，②コミュニティ(生態系，生息
地)の多様性，③家畜化・栽培化された種の多様性についてそれぞれ 13個，4個，5個の指
標を示している．この中で，6. Species risk index とは，あるコミュニティにおける単位面積
当たりの固有種数とそのコミュニティにおける原生コミュニティ喪失率の積とされる．
Reid et al. (1993)18)は，コミュニティ(生態系，生息地)の多様性の指標の開発が，種の多様性
の指標に比べて遅れており，また，家畜などの種の多様性は，野生動植物などの多様性に
比べて見落とされがちであるとしている．さらに，これら指標を保全政策に活用するため
には，種数や面積などのデータ利用可能性が重要な鍵となるが，Reid et al. (1993)18)では，
既に多くのデータが利用可能であり，これらの指標を保全に活かすことは可能であるもの
の，海水・淡水魚，無脊椎動物や絶滅危惧種，固有種などの種データ，そしてコミュニテ
ィのベースラインと改変率データが不足していると指摘している．また，生物多様性に関
する情報の利用が研究者優先となっており，それらに対する政策立案者のアクセスの確保
を訴えている． 
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２－２－３ 生物多様性と生態系サービスの関係 
生物多様性と生態系サービスは，生態学の分野においてもたびたび混同され，その混乱
は経済的価値評価においても同様に存在している．本論文では，第３章では生態系サービ
スを，第４章では生物多様性を評価する．この二つの関係をあらかじめ整理することは，
本論文各章の意義を際立たせることとなるであろう． 
Mace et al. (2012)6)は，生物多様性と生態系サービスがほぼ同じものとして扱われる場合
(ecosystem services perspective)と，生物多様性が生態系サービスの一部として扱われる場合
(conservation perspective)の 2 通りが存在するとし，その原因の一つとして，生物多様性と
いう一語に複雑な指標や概念が込められている点を指摘している．さらに Mace et al. 
(2012)6)は，生態系サービスは(1)生態系プロセス→(2)最終的な生態系サービス→(3)生産財
→(4)価値(便益)に細分化されるとし，(1)～(3)のそれぞれのレベルで生物多様性が様々な役
割を果たしているため，混乱が生じているとしている(表２－４)． 
表２－３ 生物多様性評価のための指標(Reid et al., 1993)18) 
 
Genetic 
Diversity 
Species 
Diversity 
Communit
y Diversity 
①Wild Species and Genetic Diversity    
1. Species richness (number, number per unit area, number per habitat type) × ×  
2. Species threatened with extinction (number or percent) × ×  
3. Species threatened with extirpation (number or percent) × ×  
4. Endemic species (number or percent) × ×  
5. Endemic species threatened with extinction (number or percent) × ×  
6. Species risk index × ×  
7. Species with stable or increasing populations (number or percent) × ×  
8. Species with decreasing populations (number or percent) × ×  
9. Threatened species in protected areas (number or percent) × ×  
10. Endemic species in protected areas (number or percent) × ×  
11. Threatened species in ex situ collections (number or percent) × ×  
12. Threatened species with viable ex situ populations (number or percent) × ×  
13 Species used by local residents (number or percent) × ×  
②Community (Ecosystem) Diversity    
14. Percentage of area dominated by non-domesticated species  × × 
15. Rate of change from dominance of non-domesticated species to domesticated species  × × 
16. Percentage of area dominated by non-domesticated species occurring in patches 
greater than 1,000 sq. km 
 × × 
17. Percentage of area in strictly protected status  × × 
③Domesticated Species Diversity    
18. Accessions of crops and livestock in ex situ storage (number or percent) ×   
19. Accessions of crops regenerated in the past decade (percent) ×   
20. Crops (livestock) grown as a percentage of number 30 years before ×   
21. Varieties of crop/livestock grown as a percentage of number 30 years before ×   
22. Coefficient of kinship or parentage of crops ×   
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このように生物多様性は，供給サービスなどの生態系サービスを支えたり強化したりする
場合((1)生態系プロセスにおける調整役，(2)最終的な生態系サービス)と，生物多様性が生
態系サービスそのものとなる場合((3)生産財)がある．ここから，生物多様性によって支え
られる生態系サービスや生物多様性そのものが生む生態系サービスは，生物多様性の喪失・
劣化とともに喪失・劣化するため，生物多様性の保全が重要と言うことができるであろう． 
ただし表２－４は，それぞれの生態系サービスと関連する生物多様性の要素が生態系サ
ービス毎に異なることを示しており，生物多様性を部分的に保全するだけでは，保全され
る生態系サービスも部分的となることを意味していることに注意が必要である．特に，生
物多様性あるいは生態系サービスの指標として度々用いられ，生物多様性の経済的価値評
価における評価対象となることが多い絶滅危惧種・希少種が担う生態系サービスは，(3)生
産財としてのサービスが中心であり，生物多様性あるいは生物多様性に関連する生態系サ
ービス全体の指標としては適切でない可能性がある．この点は，Schneiders et al. (2012)19)に
おいても指摘されている．Schneiders et al. (2012)19)では，絶滅危惧種・希少種は非常に限ら
れた一般的でない環境にのみ関係しており，絶滅危惧種・希少種のみの保全では生態系の
構造的・機能的に重要な要素を捉えることができないとしている．このような指摘から，
絶滅危惧種・希少種のみならず，生態系サービスとの関係を広く捉えることのできる網羅
的な生物多様性の評価や保全政策が必要と言えるだろう． 
また，生物多様性と生態系サービスが常に正，あるいは強い関係にあるわけではないと
いうことに注意が必要である．Balvanera et al. (2006)20)の研究では，安定性や生産性などの
生態系サービスに対する生物多様性の貢献度は，単一の生態系(コミュニティ)レベルの場
合に比べて複数の生態系の場合により低くなり，比較的規模の小さい個体集団の場合に至
っては負になるというトレードオフの存在が指摘されている．また，Hussain and Tschirhart 
(2013)21)は，牛の放牧とヘラジカのハンティングという二つの生態系サービスと種の多様
性の関係を生態学・経済学統合モデルである GEEM (General Equilibrium Ecosystem Model)
によって分析しており，二つの生態系サービス間のトレードオフおよび生態系サービスと
種の多様性とのトレードオフの存在を明らかにしている．さらに，Dobson et al. (2006)22)で
は，農業生態系の供給サービスは限られた穀物種によってもたらされ，それ以外の種の喪
表２－４ 生態系サービス各段階での生物多様性の役割と便益(Mace et al., 2012)6) 
 (1)生態系プロセスにおける調整役 (2)最終的な生態系サービス (3)生産財 
担
い
手
と
果
た
す
役
割 
■微生物：分解，栄養循環 
■一次生産：バイオマス生産，炭素
固定 
■最上位捕食者，寄生生物：個体数
制御 
■花粉媒介生物：非農業生態系の安
定 
■野生作物・家畜類：将来の気候
変動や疫病に対する復元力を保
つための遺伝的多様性の確保 
■第２級化合物を伴う有機物：商
業利用の可能性(医薬品など) 
■花粉媒介生物：多くの食糧穀物
の安定供給 
■大型脊椎動物(特に鳥類，哺乳類)および
顕花植物：人を引き付ける魅力や審美的
アピール 
■フラッグシップ種，アンブレラ種：広い
範囲の生態系や生息地の保全 
■系統発生学的に異なる種：進化の多様性
の維持 
■絶滅危惧種：分類学的多様性 
人
間
が
受
け
る
便
益 
■安全で富栄養な土壌 
■清潔な空気 
■清潔な水 
■疫病・ペストの制御 
■気候調節 
■食糧・繊維生産 
■最新の医薬品や穀物の系統，家
畜の品種，花粉媒介生物など，財
の遺伝的変動を高める 
■文化的サービス(レクリエーション，観
光，審美的満足，精神活動) 
■教育 
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失が供給サービスに与える影響は非常に少ないとしている． 
このように，生物多様性の部分的な保全では生態系サービスも部分的な保全に留まり，
特に保全対象として一般的な絶滅危惧種・希少種だけの保全では不十分であるという指摘
と，生物多様性と生態系サービスに時としてトレードオフの関係が存在するという指摘は，
網羅的な生物多様性の保全と，トレードオフの関係を考慮した細分的な生物多様性の保全
の必要性を示すものであると考えられる．そして，そのような保全政策への貢献を考えた
場合，経済的価値評価においても網羅的かつ細分的な評価が有効であると考えられる．こ
の点については，得られた知見を第４章における生物多様性の経済的価値評価に反映する． 
 
２－３ 生態系サービス・生物多様性の経済的価値 
これまでに整理した生態系サービス・生物多様性の生態学分野の基礎理論から，両者が
人間社会を物質的にも非物質的にも豊かにしてくれるものであり，人々は経済的便益を生
態系・生物多様性から享受している．よって，生態系サービス・生物多様性には，他の環
境質と同様に，環境経済学における環境の経済的価値の概念が当てはまると言えるだろう． 
環境経済学においては，生態系などの環境質の持つ総価値(Total Economic Value, TEV)を，
利用価値(use value)と非利用価値(non-use value)に分類している．さらに，図２－５のよう
に利用価値は直接利用価値，間接利用価値，オプション価値に，非利用価値は遺産価値と
存在価値に分類される．本節では，栗山(1997)23)における価値分類に従い，それぞれについ
て解説を与える． 
 
直接利用価値は，食糧や木材など，現代の人々が環境から得た財を物質的に消費する場
合に感じる価値である．一方，間接利用価値は，森林の水源涵養機能やレクリエーション
などの非物質的な環境の利用によって発生する経済的価値である．ただし，TEEB (2010)24)
では，栗山(1997)23)において間接利用価値としているレクリエーションや精神活動などを
直接利用価値における“非消費的利用価値”に分類し，水源涵養や気候調節などを間接利用
価値としている．次に，オプション価値は，将来の利用に対する期待から生まれる価値で
あり，現時点では利用できないが，技術進歩などで将来の利用が期待できる遺伝資源など
が該当する．なお，オプション価値に順ずる価値として，準オプション価値(Arrow and Fisher, 
1974)25)が存在するが，オプション価値が不確実性下における保険のプレミアムと解釈され
 
図２－５ 環境の経済的価値(栗山，1997)18) 
利用価値 非利用価値
総価値
直接利用価値 間接利用価値 オプション価値 遺産価値 存在価値
• 木材
• 食糧
• 水
• 遺伝資源, etc.
(供給サービス)
• 水源涵養
• 気候調節, etc
(調整サービス)
• レクリエーション
• 精神活動, etc.
(文化的サービス)
• 将来の直接利用
• 将来の間接利用
• 次世代に遺したい
という想い
• 存在そのもの
(文化的サービス)
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るのに対し，準オプション価値は「不確実性と不可逆性の状況下で将来の情報を待つ価値」
と定義される．Turner (1999)26)は，オプション価値は TEV に含まれるが，準オプション価
値は不可逆的状況というシナリオを前提として成立する価値であり，次元が異なるとして
TEV に含めるべきではないとしている．一方，TEEB (2010)24)では準オプション価値を TEV
に含めているが，オプション価値の一つの形態と位置づけている． 
次に，非利用価値における遺産価値とは，子や孫など，将来世代に生態系などを遺した
いという想いから生まれる価値である．また，存在価値は，環境質が存在すること自体に
見出される価値である．これらは，物質的にも非物質的にも消費せずに得られる価値であ
り，例えば日本に住む人が，遠く離れ，現状では直接にも間接にもまったく利用しないア
マゾンの熱帯雨林における生物多様性の保全に対して募金する場合などが該当する． 
これら一般的な環境質が持つ経済的価値と生態系サービス・生物多様性の関係性につい
て考察する．まず，直接利用価値は，物質的な消費で得られるものであり，生態系サービ
スにおける供給サービスがそのまま対応すると考えられる．一方の間接利用価値は，例に
挙げた水源涵養や気候調節などは調整サービス，レクリエーションなどは文化的サービス
に該当する．ここで，生物多様性に限って言えば，生物多様性を直接消費することは無い
ものの，表２－３にあるように遺伝的多様性を保つことで穀物や家畜の生産を維持すると
いう点では直接利用価値に間接的に影響していると言える．遺伝的多様性による疫病の万
円防止や花粉媒介，レクリエーションサイトにおける種・生態系の多様性は，間接利用価
値に該当するだろう．さらに，利用価値におけるオプション価値については，将来の生態
系サービスから得られるものである．ただし，将来の生態系サービスは，長い時間をかけ
て基盤サービスが生むと考えることも可能であろう．一方，生物多様性がオプション価値
を持つ事例として代表的なものは，将来の遺伝資源開発による医薬品などの利用である． 
一方，非利用価値における遺産価値は，遺した生態系・生物多様性から将来世代が得る
便益であり，供給・調整・文化的サービスのいずれも該当する．生物多様性については，
生物多様性が関連する生態系サービスの将来世代の利用を想定する場合もあれば，多様性
自体に価値を見出し，将来世代に遺したいという場合もあるだろう．最後に，存在そのも
のに見出される存在価値は，人々の精神的な満足によって生まれる価値であり，生態系サ
ービスの中では文化的サービスに該当する．また，生物多様性に関しては，前述のとおり
多様であることそのものに価値を見出す人々がいることは，例に出したアマゾンの保全活
動に対する募金などで明らかである．これら対応関係については，TEEB (2010)24)の pp.197
も参照されたい． 
このように，生態系サービス・生物多様性には環境経済学における利用価値とともに非
利用価値が備わっていることは，表明選好法(Stated Preference Method)を用いた生態系サー
ビス・生物多様性の経済的価値評価の必要性を示していると言えるだろう．環境経済学に
おける環境の経済的価値評価の手法には，大きく分けて市場価格法(Market Price Method)，
顕示選好法(Revealed Preference Method)，表明選好法の三つが存在している(IIED, 2003)27)．
市場価格法は，評価対象の環境質がそのまま市場で取引される果物や木材などの市場財で
ある場合に，市場価格と取引量などの市場データから経済的価値を評価する手法である．
ただし，きれいな空気や水，レクリエーションを楽しむ森林などの環境質の多くは，一般
的には市場で取引されない非市場財であることが多いため，市場価格が存在しない．その
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ような非市場財である環境質の経済的価値を金銭的に評価する手法が顕示選好法と表明選
好法である．顕示選好法は，環境が人々の経済行動に及ぼす影響を観察することで環境の
価値を間接的に評価する方法であり，表明選好法は，人々に環境の価値を直接尋ねること
で価値を評価する方法である(栗山・馬奈木，2008)28)．栗山・馬奈木(2008)28)では，顕示選
好法として，環境質を市場財で置き換える場合の費用で経済的価値を評価する代替法
(Substitute Goods Approach)，旅行費用から主にレクリエーションの価値を評価する旅行費
用法(Travel Cost Method)，環境質が地代や賃金に与える影響から評価するヘドニック価格
法(Hedonic Price Method)が一般的としている．これらは，環境質と代替できる市場財，あ
るいは環境質が影響を及ぼす市場財から間接的に評価するため，環境質の利用価値を評価
することは可能であるが，非利用価値を評価することはできない．一方，仮想的な環境政
策による環境質の変化に対する支払意思額(Willingness-to-Pay)や受入補償額(Willingness-to-
Accept compensation)をアンケートによって尋ねることで評価する仮想評価法(Contingent 
Valuation Method, CVM)や，複数の環境政策の代替案を提示し，内容の好ましさを尋ねるこ
とで環境質の価値を評価するコンジョイント分析(Conjoint Analysis, CA)に代表される表明
選好法は，非利用価値を含めた環境の価値を評価することが可能である．前述のとおり，
生態系サービス・生物多様性の経済的価値として，供給サービスやレクリエーションなど
の利用価値に加え，調整サービスや文化的サービスに分類される非利用価値が存在するこ
とは明らかである．また，生物多様性の経済的価値評価において網羅的かつ細分的な評価
が必要であることは，２－２－３で述べたとおりである．このような理由から，生態系サ
ービス・生物多様性の経済的価値の評価においては，表明選好法による評価が望ましいと
言えるだろう．  
 
２－４ おわりに 
 本章では，まず，生態系サービスと生物多様性の生態学分野における基礎を整理し，両
者の定義などを明確化した．そして，本論文第３章以降における混乱を防ぎ，なおかつ評
価対象を明確化するため，既存研究でも混同されがちである生態系サービスと生物多様性
の関係を整理した．さらに，生態系サービスと生物多様性が，本論文で従う環境経済学に
おける経済的価値評価理論とどのように対応するかを整理した．ここでは，最後に，本章
で整理した内容と本論文の第３・４・５章の関連性について述べる． 
まず，第３章では，JICA のマラウイでの技術協力プロジェクト“COVAMS”がプロジェク
トエリアの農民に対して与えた経済的便益を評価する．COVAMS は，土壌流出や木々の伐
採で劣化したプロジェクトエリアにおいて，植林とメイズ畑での等高線栽培を普及させる
ことが主な活動であり，農民はメイズの収量増加や木々の利用，土壌流出防止による生活
環境の安定から便益を受けている．これら COVAMS によって農民が受ける便益が２－１
で整理した生態系サービスと対応していることは明らかであり，COVAMS の便益評価とし
てプロジェクトエリアの生態系サービスの経済的価値を評価することは，妥当であると言
えるだろう．また，２－３で考察したように，生態系サービス・生物多様性は非利用価値
を含んでいる．COVAMS によって人々が受ける便益の大部分を占めるメイズや木材などは
市場財であるものの，それらの供給の過程における農地や森林生態系の再生は，将来世代
を想う遺産価値など，非利用価値を伴うものと考えられるであろう．よって，COVAMS の
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評価には，表明選好法による評価が望ましい．本章でのこのような考察から，第３章では
表明選好法の一つである CVM を用いて COVAMS によって回復・強化された生態系サービ
スを評価し，COVAMS の経済的価値を評価することとする． 
次に，第４章では，仙台市の生物多様性の経済的価値を評価するが，本章２－２－３で
整理した生物多様性と生態系サービスの関係から，生物多様性の経済的価値評価として注
意すべき点が明らかとなった．まず，多くの「生物多様性の保全」において対象となる絶
滅危惧種・希少種は，生態系の構造的・機能的に重要な要素の全てを捉えることはできず，
また，生物多様性と関連する生態系サービスの全てを担うものではないということである．
このことから，生物多様性の保全においても，生物多様性の経済的価値評価においても，
生物多様性を網羅的に捉える必要があると言えるだろう．さらに，生物多様性のそれぞれ
の構成要素が様々な生態系サービスと細かく対応しており，また，それらが常に強く正に
関係しているのではなく，正だが弱い場合や，生物多様性と生態系サービス，あるいは生
態系サービス間でトレードオフが存在している場合など，生態系や種，それらに対応する
生態系サービスによって様々である．よって，生物多様性の保全および経済的価値評価に
おいて，網羅的であることに加え，細分的であることが重要である．このような本章の考
察を踏まえ，本論文第４章では，仙台市の生物多様性として生態系と種全体を対象とし，
なおかつ種を五つに分類して評価しており，網羅性および細分性を考慮したものとしてい
る．この他にも，本章で生態学分野における生物多様性の理論を整理したことにより，第
４章における研究の生態学的な説明付けや妥当性の考察が可能となる．例えば，1km四方
という広い範囲を評価対象とするため，第４章で種の多様性を「種の豊富さ」のみで評価
することがある程度の妥当性を持つことや，アンケート調査で回答者に提示する保全対象
地区の生物多様性がε多様性であること，種の分類が２－２－２で紹介した指標種の概念
に基づいた分類であることは，本章の整理から言えることであろう． 
第５章においては，生態系保全政策に関する「一般的性質(保全対象生態系，景観・生き
物保全レベル，保全政策継続期間)」に対する選好を，この三つの一般的性質を属性とする
選択型実験によって明らかにすることを目的としている．選択型実験は，共通する属性(こ
こでは三つの一般的性質)の値(属性レベル)が異なる複数の選択肢からもっとも望ましい
と思うものを一つ選ぶという行為を繰り返す選択実験であるが，三つの一般的性質のそれ
ぞれが含む範囲は非常に広いため，属性レベルも非常に広い範囲を網羅するものである必
要がある．第５章においてこの属性レベルは，２－１および２－３における整理を踏まえ
て，人々の生態系に対する様々な選好が網羅されるよう決定されている．つまり，人々は
様々な生態系からサービスを受け，利用価値・非利用価値を感じていることから，「保全対
象生態系」の属性レベルは全ての生態系が収まるものである必要がある．また，「景観・生
き物保全レベル」の属性レベルは，直接利用価値・間接利用価値・非利用価値いずれを重
視する人にも回答が可能でなければならず，「保全政策継続期間」の属性レベルは，直接・
間接利用価値や存在価値などの短期的な便益を重視する回答者とオプション価値や遺産価
値などの将来的な便益を重視する回答者のいずれもが自らの選好を表明可能なものにしな
ければならない．これらの条件が満たされるよう，属性レベルは設定されている． 
このように，本論文第３・４・５章では，本章２－１～２－３で整理した内容を踏まえ，
各評価を実施している．本論文のように，生態系サービス・生物多様性の生態学的な基礎
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理論や環境経済学における経済的価値理論とそれらの対応関係を整理し，第３章以降の実
際の評価においてもそれらを考慮する狙いは，第１章でも述べたとおり，IPBES など，生
態系サービス・生物多様性の保全政策に向けた分野横断的な研究や政策立案者・科学者間
の交流が盛んになる中で，異分野の研究者・政策立案者の経済的価値評価研究に対する理
解を促し，実際の政策へ向けた議論を容易にすることにある．このような異分野間の相互
理解は，自然・社会・人文など，様々な分野が関わる生態系サービス・生物多様性の研究
および保全政策の意思決定において必要不可欠であり，更なる試みが必要である．その中
で本研究は，生態学分野からの批評が本章および本章の内容を踏まえた第３・４・５章の
存在によって可能になっており，生態学分野と経済学分野の相互理解と更なる議論の可能
性を示すものとなるであろう． 
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第３章 JICA 技術協力プロジェクト“COVAMS”の経済的価値評価 
 
３－１ はじめに 
本章では，日本の国際協力機構(Japan International Cooperation Agency, JICA)がマラウイ共
和国(the Republic of Malawi，以下マラウイ)のシレ川中流域で 2007－2012 年に展開した技
術協力プロジェクト「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」(The Project 
for Community Vitalization and Afforestation in Middle Shire, COVAMS)の経済的便益を，プロ
ジェクトによって回復・強化された生態系サービスの価値に着目し，市場価格法(Market 
Price Method, MPM)，顕示選好法(Revealed Preference Method) の一つである代替法(Substitute 
Goods Approach, SGA)，表明選好法(Stated Preference Method)の一つである仮想評価法
(Contingent Valuation Method, CVM)によって評価する1． 
 
３－１－１ 背景と目的 
マラウイは，アフリカ大陸の南東部に位置する内陸国である(図３－１)．11.8 万 km2 の
国土と 1,591 万の人口を有し(World Bank，2012)1)，国土の 5 分の 1 を占めるマラウイ湖は，
世界自然遺産にも登録されている．旧英領のこの国の主な産業は農業であり，労働者の 80%
が農民，そして GDP のおよそ 80%を農業が占めている．農業生産の詳細を見ると，国内向
けには主食となるメイズ(トウモロコシ)を生産する一方，タバコや茶，コーヒーを輸出向
けに生産し，日本も輸入国の一つとなっている(農林水産省，2013)2)． 
マラウイは後発発展途上国の一つとして知られており(外務省，2012)3)，購買力平価で見
た場合の一人当たり GDP は 880USD(2012 年)である．貧困や教育，保健衛生などに関する
IHS (Integrated Household Survey)における貧困率は，2005 年の第 2 回の 52.4%から 2010/2011
年の第 3 回の 50.7%と減少傾向にあるものの，依然高い水準にあると言える(World Bank, 
2012)1)． 
 
 
                                                   
1 本章は，著者が実習者として 2012 年 7 月 23 日－9 月 4 日に参加した JICA インターンシッププログラムにおける実
習の一環として実施した「COVAMS 活動の経済インパクト調査」の内容に基づいており，本文は阿部(2012)4)，Abe. 
(2013)5)に国際開発学会 2013 年春季大会(於宇都宮大学)での討論内容を加筆・修正したものである． 
 
図３－１ マラウイおよびプロジェクトエリアの位置 
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このようなマラウイにおいて JICA は，(1)農業・鉱業などの産業育成のための基盤整備，
(2)基礎的社会サービスの向上を重点分野として複数のプロジェクトを展開している．その
中で COVAMS は，『村落住民が生計の向上を通じて持続可能な森林資源管理を実践するこ
とを上位目標とし，短期的にはプロジェクト対象村落において森林の保全復旧・土壌保全
に配慮した育林と土壌浸食対策を含む生産的な各種活動が実施される』ことをプロジェク
ト目標としている(JICA, 2007)6)．このプロジェクトの背景には，1990 年代以降の人口増加
に伴う燃料や建材の需要増加により，マラウイ最大の商業都市ブランタイヤ(Blantyre)市の
北部に位置するプロジェクトサイト・シレ川中流域で森林の伐採が進み，その結果として
地域の土地の保水能力が低下し，土壌浸食とシレ川への土壌流出が発生しているという現
状がある．また，図３－２のように農民が傾斜に対して平行に畝を作る状況が当地には存
在し，このような農業技術的問題が耕作地からの土壌流出に拍車をかけていた．この結果，
農業生産性の低下や，流出した土壌がシレ川のダムに堆積することによって水力発電効率
の低下を招くなど，その影響は当該地域のみならず広範に及んでいる．この点については，
カウンターパートである天然資源・エネルギー・環境省森林局長から，COVAMS プロジェ
クトに対する期待がシレ川の土壌堆積軽減であることが表明されている(JICA，2008)7)．さ
らに，当該地域では降雨の後にガリ(Gully)，つまり大きな溝が道路脇や耕作地に出現(図３
－３)し，人々の日常生活における交通や耕作に影響を与えている． 
 
  
 
  
 
図３－２ メイズ畑における土壌流出
(等高線栽培前) 
 
図３－３ 耕作地にできたガリ 
 
図３－４ 等高線栽培後のメイズ畑 
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 このような状況の改善をめざし，COVAMS では前述の目標を掲げ，メイズ畑での等高線
栽培(Contour Ridging)2技術(図３－４)，植林・育林・直播技術(図３－５)，簡単なガリ対策
としての土木技術(図３－６)，そして養蜂やコンポスト化技術など，様々な技術や活動の
普及に取り組んでいる．これらは，土壌流出の抑制・防止に貢献するだけでなく，メイズ
生産性の上昇や植樹した木の資源利用，日常生活・農作業における安全など，当該地域の
住民生活に大きな経済的便益をもたらしていることが分かっている(JICA, 2011)8)．また，
このような便益に加えて，植樹した木の将来の薪利用や等高線栽培を実践する畑の利用を
期待するオプション価値や遺産価値，存在価値がプロジェクトの活動によって生み出され
ていることは想像に難くなく，よって住民が環境経済学的な非利用的価値を COVAMS に
感じていると考えるのは妥当である． 
このように COVAMS で実施されている活動と人々が受けている経済的便益は，生態系
の回復とそれによって回復・強化される生態系サービスによるものと解釈できる．つまり，
COVAMS の経済的価値は，シレ川中流域における生態系サービスの保全・回復の経済的価
値と言い換えることができるだろう．次の表３－１では，COVAMS がシレ川中流域におい
て実施している活動とその効果が生態系サービスとどのように対応するかを整理している． 
 
                                                   
2 等高線栽培とは，耕作地において等高線に沿って畝立てをする栽培方法である(JICA, 2008)7) 
 
図３－５ 植林 
 
図３－６ 土木工事が施されたガリ 
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本研究は，COVAMS がプロジェクト期間(2007－2012 年)に住民に対してもたらした上記
のような経済的便益をプロジェクトの経済的価値として評価する．JICA では，技術協力の
終了時評価として，プロジェクト終了 6 か月前に DAC 評価 5 項目 (妥当性，有効性，効率
性，インパクト，自立発展性(JICA, 2012)9) )に基づき，事業達成状況を評価している．この
終了時評価をはじめ，JICA の多くのプロジェクト評価は総合的かつ定性的であり，経済評
価などの定量評価事例は多くない．ただし，COVAMS が対象地域の住民や地域社会にもた
らす類の経済的便益の定量評価事例は研究レベルでは存在しており (Venkatachalam 
(2004)10)などが詳しい)，費用便益分析などへの応用や PDCA サイクルにおける Action(フィ
ードバック)の材料として，有用であると考えられる．特に COVAMS では，等高線栽培な
どのプロジェクトの活動への農民の参加，技術の普及が主なテーマであり，今回の評価結
果のフィードバックが住民のプロジェクトに対する理解と協力に繋がり，より多くの住民
参加と技術の普及に有効に働くと期待される．また，住民への便益が定量的に明らかとな
れば，マラウイ政府のプロジェクト継続を促すことも期待できるであろう． 
以上は，JICA や COVAMS 参加農民，カウンターパートにとってのプロジェクト評価の
有効性を示すものであったが，さらに，日本国民に対するアカウンタビリティを担保する
ためにも，プロジェクトの費用便益を示すことは必要であろう．つまり，国際協力プロジ
ェクトは，税金を投入する公共事業としての意味合いをもっており，納税者である日本国
民に対して事業の有効性を示すことは，他の公共事業と同様に重要な事業主の役割であり，
その示し方として金銭単位である経済的価値は有効であると言える． 
本研究は，COVAMS が生む経済的便益の中でも特に，(1)等高線栽培によるメイズ収量増
加，(2)植林による森林資源の供給，(3)等高線栽培による土壌保全の三つがプロジェクトエ
リアの 244 か村において生む経済的便益を，市場価格法(Market Price Method, MPM)，代替
法(Substitute Goods Approach, SGA)，仮想評価法(Contingent Valuation Method, CVM)を用い
て金銭単位で定量的に評価する． 
MPM は，評価対象が市場財である場合に適用可能であり，その財の市場価格(価値)で対
象を評価する手法である(IIED (1999)11) , pp.10-11 などが詳しい)．本研究では，等高線栽培
によるメイズ収量増加および植林による森林資源供給の価値を MPM によって評価する．
表３－１ COVAMS の活動およびその効果と生態系サービスの対応関係(筆者作成) 
活動 効果  維持・強化される生態系サービス 
等高線栽培 
作物(メイズ)収量増加 … 供給サービス 
土壌流出抑制 … 調整サービス，基盤サービス 
植林 
木材・薪利用 … 供給サービス，文化的サービス 
土壌固定 … 調整サービス 
二酸化炭素吸収・固定 … 調整サービス，基盤サービス 
生物多様性回復 … 供給サービス，文化的サービス 
ガリ対策 
ガリ拡大の抑制 … 調整サービス 
土壌流出抑制 … 調整サービス 
コンポスト化 
作物(メイズ)収量増加 … 供給サービス 
土壌形成 … 供給サービス，基盤サービス 
養蜂 
蜂蜜 … 供給サービス 
ポリネーションの可能性 … 供給サービス 
 
28 
 
一方，等高線栽培による土壌保全の価値は，土壌自体は市場財ではないために MPM で評
価することが不可能である．そこで本研究では，評価対象財と代替可能な市場財の価値や
復元費用で評価対象財の価値を推定する SGA (IIED (1999)11) , pp.14)を適用する．本研究で
は，土壌の価値を「メイズ栽培における窒素供給源としての価値」とし，土壌流失後の栄
養の乏しい土壌に市場で売買される尿素を投入し，メイズ栽培に必要な窒素分を含んだ土
壌に再形成する場合の費用を土壌保全の価値とした． 
上記の MPM と SGA は，ともに市場価格や生産性，費用など，市場データを用いて評価
を行う顕示選好法に分類される．顕示選好法は，客観的な社会データを分析に用いること
から推定結果の信頼性は高いものの，非利用価値を計測することは不可能とされている(栗
山，1997)12)．一方の CVM は，環境経済学の分野で特に発展した手法であり，アンケート
調査と計量経済学的分析によって評価対象に対する回答者の支払意思額(Willingness-To-
Pay, WTP)を明らかにする表明選好法的手法である．特に環境経済学の分野で発展した背景
には，CVM には利用価値とともに遺産価値などの非利用価値を含んだ経済的価値を評価
することができるという特徴があり，大気や水質，生態系などの様々な環境質の経済的価
値評価において適用事例が多い．ただし，理論的には環境質に限らず，如何なる財(市場財・
非市場財)も評価可能であり，ダムや高速道路などの社会資本や農業，救急搬送への適用事
例も多く存在している(吉田(1999)13)，奥山他(2011)14)など)．また，分析のためのデータを
アンケート調査によって得るため，既存データが存在しない場合においても分析が可能で
あることが利点と言えるだろう．その一方で，アンケート作成から推定までに様々なバイ
アスの影響を受ける危険性を伴うという短所も存在しており，如何にバイアスが発生しな
いようにアンケート調査票を作成するか，また，如何に推定時にバイアスの影響を取り除
くかがCVMを実施する上での課題と言えよう(CVMのバイアスについては，栗山(1997)12)，
pp.63-71 を参照)． 
本研究では，MPM と顕示選好法である SGA だけでなく，表明選好法の CVM を用いて
COVAMS の経済的価値を評価する．その理由は，主に以下の二つである．まず前述のとお
り，MPM および SGA は市場価格や生産性データを用いるため，分析結果の信頼性，頑健
性は高いと言えるが，それはあくまで用いるデータの客観性，正確性が保証されているこ
とが前提にある．今回の調査では，データ収集(アンケート調査)の段階で，得られるデータ
の正確性に問題が発見された．例えば，農民が申告するメイズ収量と実際の収量に相当の
乖離がある可能性があった．農民は自身のメイズ収量をメイズ袋に表示された重量ラベル
(50kg, 70kg, 90kg)と袋の数で把握している．問題は，それぞれの農民がそれぞれの感覚で
袋にメイズを詰めており，定められた袋のラインを守ってメイズを詰める者もいれば，袋
が破れる限界まで詰める者も存在するため，ラベルが同じ 50kg バッグであっても実際の
内容量が 40kg であったり 80kg であったりするのである．しかし，彼らはいずれも「50kg
のメイズ」と認識している．このような歪みは，MPM による評価を歪める可能性が高い．
植林の場合も同様に，アンケートで回答者自身の植樹数を問うたものの，実際に COVAMS
が把握する苗や種子の数と農民の申告数に乖離が見られたことから，評価結果に歪みが生
じる可能性が高い．一方，表明選好法である CVM の場合，農民のプロジェクトに対する
直接的な WTP を尋ねるため，収穫量などのデータの不正確性は問題にはならない． 
第 2 の理由は，COVAMS の活動が前述のような利用価値におけるオプション価値や，非
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利用価値を持つ可能性が十分あり得るからである．例えば，将来にわたって持続的な木材
利用を掲げる COVAMS の活動に参加する農民が，将来利用への期待から生じるオプショ
ン価値や森林を後世に残したいという想いから生じる遺産価値を感じることは，十分考え
れらる．このような理屈は当然，等高線栽培のメイズ畑などにも当てはまる．前述のとお
り，顕示選好法である MPM でこれら非利用価値を評価することは不可能である． 
 
３－１－２ 関連研究 
本研究のように，プロジェクトの便益評価や環境の便益評価に関する研究は多数報告さ
れており，本研究で用いる MPM，SGA，CVM は，評価手法として一般的と言える．ただ
し，第１章で述べたように，環境の経済的価値評価に関する研究の多くは先進国が対象と
なっており，開発途上国の環境を対象とした評価事例は非常に少ない．その中でも例えば
Peters et al. (1989)15)は，ペルーの森林における野生の果実と天然ゴムの持続的な利用から
得られる便益と木材利用による森林改変の便益を MPM によって評価し，比較している．
また，Frazeea et al. (2003)16)は，南アフリカのホットスポット(the Cape Floristic Region)の価
値を SGA(保護地域の長期維持管理費用)によって評価している． 
 CVM については特に，先進国の環境質評価への適用事例が多数であった．もっとも有名
な事例は，1990 年に発生したバルディーズ号座礁による海洋汚染被害を CVM によって評
価したものであろう．Carson et al. (1992)17)は，全米の一般市民を対象にアンケート調査を
実施し，バルディーズ号による生態系の破壊による損失額を 28 億 USD(当時)と評価した．
この評価結果を受け，事故を引き起こしたエクソン社は 10 億 USD の補償の支払に合意し
ている．このような先進国における CVM の普及の後，開発途上国における CVM 適用事
例も徐々に報告されている．Whittington et al. (1988)18)は，タンザニアにおける上水道整備
を，Alp and Yetiş (2010)19)はトルコのダム建設の便益をそれぞれ評価しているが，その他に
も CVM 研究が開発途上国の環境や公共事業などを対象になされている．ただし，前述の
とおり，先進国に比べて適用事例は非常に少ない．TEEB (2010)20)は，開発途上国における
経済的価値評価手法の適用に伴う問題について言及しており， 
 
 倫理的・教育的レベルの低さが複雑な環境財の評価に必要な理解の妨げとなった
り，アンケートやインタビューの障害になったりする． 
 インフォーマル経済などの存在により，環境財に対して価値付けすることが難しい． 
 CVM で WTP を尋ねる際に多用される税支払方式は，多くの開発途上国の人々に
とって非現実的であり，人々は政府を信用していない． 
 研究資源が不足している． 
 
などを挙げている．一方，Whittington. (1998)21)は，開発途上国における CVM の適用の有
効性を示しており，特にアンケート回答者が協力的であり，なおかつ安く調査員を雇用で
きることによるアンケート回答率の高さを優位点として挙げている．また，開発途上国で
は社会経済データの整備が不十分であり，さらに不正確であるという社会的背景からも，
CVM は評価手法として優れているとしている．ただし，開発途上国において CVM による
評価を実施する場合に注意すべき点として，部族や共同体を意識することで正直な選好を
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表明しない可能性を指摘している． 
 CVM について Whittington (1998)21)が指摘している点は，本研究に強く関連している．つ
まり，COVAMS の対象地域の社会経済データは整っておらず，また正確なメイズの収量や
植林の数などを把握することは非常に困難である．そこで，本研究では CVM を実施し， 
MPM および SGA の結果と比較分析する．顕示選好法と表明選好法の両方を用いる研究は，
これまでも多く報告されている．例えば，庄子(2001)22)では，評価額の信頼性を保つという
観点から，北海道の雨竜沼湿原を顕示選好法であるゾーン旅行費用法(Zone Travel Cost 
Method)と CVM の二つの手法によって評価した．また，Scarpa et al. (2003)23)は，表明選好
法である選択型実験(Choice Experiment)による畜産牛の固有種の評価結果の妥当性を，ヘド
ニック評価法(Hedonic Price Method)による評価額と比較検定している．このように，顕示
選好法と表明選好法の両方の手法による評価は，評価結果の信頼性を確保する，あるいは
信頼性について議論するために有用と言えるだろう． 
最後に，本研究の意義として強調すべきは，評価事例が先進国と比べて非常に少ない開
発途上国における研究の中でも，特に例の少ない農業分野における CVM の適用というこ
とである．開発途上国における CVM に関する研究において農業分野に関する研究事例は，
Ajayi (2006)24)や Jayne et al. (1996)25)などが存在するものの，FAO (2000)26)が指摘するよう
に，水や医療，環境質などに比べて少ない．この点は，本研究の「JICA の国際協力プロジ
ェクトの経済的評価」という意義に加えて，「CVM による農業プロジェクト評価事例蓄積」
という，学術的な研究としての意義を担保するものと言えるだろう． 
 
３－２ アンケート調査概要 
 調査は，2012 年 7 月 31 日から 8 月 22 日の間に九つの村(Kateya, Mizenje, Gomani, Mdala, 
Kampaka, Rafu Maunde, Temani, Zimba, Chinseu Sawa)においてワークショップ形式で実施さ
れた．参加する農民は各家計の代表者で，COVAMS の活動への参加・不参加を問わない．
COVAMS 側からは，筆者と JICA 専門家の金澤弘幸氏，森林局の普及員(マラウイ人)数名
が参加し，筆者は森林局普及員によるアンケート調査の監督，金澤氏はアンケートの最中
に数戸の農家を回り，メイズ袋に入れられたメイズの実量計測を普及員と共に実施した．  
アンケート調査は，グループアンケートと個別アンケートに分けて実施した．グループ
アンケートでは，等高線栽培の実施・非実施，男・女に基づいてワークショップ参加者を
4～6 個のグループに分け，グループメンバー全体に質問を投げ，一人一人答えてもらうと
いう形式をとった．このとき，参加者には番号と等高線栽培実施か非実施かが書かれたカ
ードを配り，調査員はその番号に対応した回答欄に回答を記入するようにした．このグル
ープアンケートでは，メイズ畑の面積やメイズの収量に関する質問を行った(付録１，１－
１参照)． 
次に，グループアンケート終了後に個別アンケートを実施した．個別アンケートではま
ず，回答者にグループアンケートで配布したカードを調査員に対して提示してもらい，ア
ンケート調査票に番号と実施・非実施，性別を記入することで，個別アンケートとグルー
プアンケートの回答を対応できるようにした．次に，後述する CVM による WTP 推定のた
めの質問を行い，その後，年齢や年収，学歴，食事状況，植樹などに関する質問を行った
(付録１，１－２参照)．この個別アンケートは収入などのプライベートな質問を含むため，
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他の参加者から離れた場所で調査員と回答者が 1 対 1 で実施するという形式をとった． 
我々は，7 月 31 日に最初のワークショップをトライアルとして Kateya で実施し，ワー
クショップの運営やアンケート内容，調査過程における問題点などを確認した．このKateya
でのワークショップ終了後，アンケート調査員の数が森林局普及員だけでは不十分である
ことが判明したため，森林局近くに在る Technical College の学生 6 名(19，20 歳)を調査員
として日給 1,000MK(Malawi Kwacha，マラウイ通貨，2012 年 7,8 月は 1USD=275~280MK)
で雇用し，スタッフを拡充した．また，アンケートにおいて内容が伝わりにくいなどの問
題点を修正した． 
2 回目のワークショップは，8 月 7 日に Mizenje で実施された．この第 2 回ワークショッ
プから本調査という位置づけであったが，調査員として雇用した学生の不慣れやグルーピ
ングにおけるトラブル(COVAMSの研修不参加者で等高線栽培を実施していた農民の扱い)
などがあり，多くの無効票が発生してしまった．そのため，ワークショップ終了後，グル
ーピング方法の見直しを実施し，調査票の再修正(食事状況と薪の収集に関する数個の質問
を追加)を行った．よって，これらの質問に対する Kateya と Mizenje のデータは無い． 
Mizenje での調査後，8 月 13 日から 22 日まで，続けて 7 回のワークショップを実施した
(Gomani, Mdala, Kampaka, Rafu Maunde, Temani, Zimba, Chinseu Sawa)．表３－２に開催農村
における世帯数，グループアンケート参加者数，個別アンケート参加者数を示す．グルー
プアンケートと個別アンケートの参加者数が異なるのは，途中で昼食(COVAMS がワーク
ショップ参加者用として食材を提供)の調理のために抜けたり，個別アンケートから参加し
た農民が存在したりしたためである． 
 
 
 
３－３ 分析モデル 
３－３－１ 市場価格法(MPM)，代替法(SGA) 
本研究では，MPM によって等高線栽培によるメイズ収量増加と植林による木材供給の
経済的価値を評価し，さらに SGA によって等高線栽培によって土壌保全の経済的価値を
評価する． 
まずメイズ収量増加については，調査対象 9 か村でのアンケート調査の結果から，メイ
ズの 1kg あたり平均売却価格 MaizeP と ha 当たりの平均収量増加分 MaizeY (kg/ha)を算出し，
それらを全体の等高線栽培実施面積( _Contour RidgingA )に当てはめ，式(1)によって COVAMS 対
象地域全体のメイズ収量増加の経済的価値 MaizeV を明らかにする． 
 
表３－２ 開催農村の世帯数とアンケート参加者数 
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_Maize MaizeMaize Contour RidgingV P Y A    (1) 
 
次に，メイズと同様に植林による木材供給の経済的価値は，「植林によって利用可能とな
った木々を薪として売却した場合に農家が得られる収入」と見なして評価する．ただし，
植林にはグループ植林，個人植林，直播(個人)の三つの形態が存在しており，本研究ではそ
れぞれの形態ごとに経済的価値を明らかにする．9 か村におけるアンケート調査の結果か
ら導き出したグループ植林(Group)・個人植林(Individual)・直播(Direct_Sowing)による平均
植樹数(本/hh)をそれぞれ GroupTP ， IndividualTP ， _Direct SowingTP ，実施率をそれぞれ Groupn ，
Individualn ， _Direct Sowingn ，COVAMS 対象エリアの農家個数を COVAMSN とすると，それぞれの
植林の経済的価値 GroupV ， IndividualV ， _Direct SowingV は， 
 
Firewood GroupGroup Group COVAMSV P TP n N e      (2) 
 
Firewood IndividualIndividual Individual COVAMSV P TP n N e      (3) 
 
__ _Firewood Direct SowingDirect Sowing Direct Sowing COVAMSV P TP n N e      (4) 
 
ただし，薪の評価においては，メイズの場合と異なり，薪の一般的な市場価格 FirewoodP を
用いている．また，植林における木々の生存率を一律に eとしている． 
 最後に，等高線栽培による土壌保全の経済的価値の計算式を示す．本研究では前述のと
おり，等高線栽培による土壌保全の価値を，市場の尿素を投入してメイズ栽培に必要な窒
素分を含む土壌に復元する費用によって評価する．市場の尿素 1kg 当たりの価格を UreaP ，
市場の尿素における窒素含有率を Urean ，土壌における窒素含有率を Soiln ，土壌保全量を S
(kg)とすると，土壌の経済的価値 SoilV は，式(5)のようになる． 
 
Soil Urea Urea SoilV n P n S     (5) 
 
３－３－２ 仮想評価法(CVM) 
３－３－２－１ アンケートデザイン 
ここで，本研究での CVM を用いた調査・分析について詳しく解説する．CVM とは，前
述のとおり政策・事業の経済学的価値評価手法における表明選好法 (Stated Preference 
Method)に分類される手法であり，特に環境の価値評価手法として環境経済学の分野で発展
してきた．具体的には，経済や環境の改善(悪化)をもたらす仮想的な政策や事業を実施(阻
止)するために個人が負担してもよいと思う金額(WTP)と WTP の額に影響を与えると思わ
れる社会特性や関連知識，経験などの質問を行い，WTP の平均値あるいは中央値を統計的
に推定するというものである．推定した平均(あるいは中央値)WTP に受益者の数をかけた
総額を受益者が認識する環境の価値あるいは事業の価値とみなし，環境保全政策やダムな
どの公共事業の費用便益分析の便益あるいは費用の情報とする．注意すべきは，WTP の質
問方法として「環境に対していくら支払うか」と尋ねるのではなく，環境悪化あるいは環
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境改善という「仮想的な変化」を回答者にイメージしてもらい，「仮想的な環境悪化を阻止
するためにいくら支払うか」あるいは「仮想的な環境保全のための事業にいくら支払うか」
という質問形態にしなければならない．つまり，環境の悪化(改善)の前後の状態を提示し，
その変化に対して WTP を聞く必要がある．なお，WTP ではなく受取補償額(Willingness to 
accept compensation, WTA)，つまり，環境の改善(悪化)をもたらす仮想的な政策や事業の中
止(実施)と引き換えに個人が受け入れてもよいと思う金額で評価することも可能であるが，
しばしば WTP と WTA では乖離が生じることが知られており，WTA が WTP の 2 倍になる
こともあるとされる(栗山，1997)12)．CVMに関するNOAAガイドライン(Arrow et al., 1993)27)
では，WTP による控えめな評価が望ましいとされていることから，本研究では WTP に限
って分析を行う． 
WTP を尋ねる際の質問方法には，直接金額を尋ねるオープンエンド(Open-End)方式，複
数の金額の選択肢から希望の額を選んでもらう支払カード(Payment Card)方式などがある．
また，提示した金額の支払に賛成か反対かを答えてもらい，賛成の確率と提示額との関係
から統計的に WTP を推定する 2 肢選択(Dichotomous Choice, DC)方式は，他の手法に比べ
てバイアスが少ないことから，今日ではより一般的になっている(栗山, 2011)28)．本調査で
は，近年適用事例が多い DC 方式を採用する．そして DC 方式の中でも，提示額を変えて
2 回質問を行う 2 段階(Double Bound, DB)形式を採用した．この手法の優れた点として，少
ないサンプル数でも信頼性の高い推定が可能であることが挙げられる． 
CVM のアンケート調査においては，農民間で COVAMS に関する情報の偏りが無いよう
配慮した．まず，森林局普及員によるワークショップ開始時の全体説明の際に，シレ川中
流域における土壌浸食や農業被害の現状，COVAMS が普及を進める等高線栽培やガリ対
策，植林などに関する説明がなされた．さらに個別アンケートの前には，アンケート調査
員が写真を使って一人一人に再度これらの状況の説明を行った． 
次に，農民に対して 
 
「COVAMS の中止が検討されている．中止となった場合，農民が実施してきた等高
線栽培や植林，ガリ対策の一切が COVAMS 前の状態に戻る．つまり，等高線に揃え
た畝の維持が COVAMS 中止によってできなくなるため元の無造作な状態に戻り，畑
に雨水と土砂が留まるという等高線栽培の効果が無くなる．また，植えた木とガリ
対策も，維持ができなくなるために無かった状態に戻る．ただし，もしこれから提示
する金額(年額)を JICA に対して支払えば COVAMS が継続され，現時点で行われて
いる等高線栽培や植林，ガリ対策はそのまま残り，それらからの恩恵も継続する．」 
 
という仮想的な状況を説明した．このように現状からの悪化を阻止するための支払という
仮想的な状況の設定は，COVAMS の開始から既に 5 年が経過していることを考えれば，妥
当であると言えよう．また，支払先をマラウイ政府や地方政府ではなく JICA にしている
のは，政府に対する農民の不信が評価に影響するという TEEB (2010)20)の指摘を考慮して
のことである．アンケート実施時点では農民の政府に対する感情は不明であったため，農
民から比較的信頼を得ている JICA を支払先とした． 
そして，その支払に同意した場合，食糧や娯楽など，他の目的に支出できる金額がその
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分だけ減ることを示した．その上で，次の図３－７の質問を行った． 
 
 
Q.1 の①の提示金額は 5 パターン用意されており，ランダムで一つ提示されるようにし
ている．回答者が①で“YES”と答えた場合，調査員は次に回答者に対して②を尋ね，①で
“NO”と答えた場合，次に③を尋ねる．ここで，②の提示額は最初に①で提示された額の 2
倍，③の提示額は①で提示された額の半分に設定している．二つの質問(①と③)に対して
両方“NO”と答えた場合，つまり，③での提示額以上の WTP を持たない農民に対しては，
そのように回答した理由を質問した．ここで，「JICA が支払ったお金を適切に使うと思え
ないから」という選択肢を選んだ農民の回答については，抵抗回答として WTP 推定に用
いるサンプルから除外した．抵抗回答とは，評価対象の価値に係らず，税金などの支払手
段から発生する拒絶や事業者や政府が負担すべきという考えから発生する拒絶であり，サ
ンプルからの除外が望ましいとされる．次の Q.3 からは，全ての回答者に対して社会特性
(世帯所得，年齢，学歴)と，JICA/COVAMS への印象，地球温暖化の知識，生態系サービス
の知識，生物多様性の知識，COVAMS による生活改善についての質問を実施した．これら
は，WTP に影響を与えると予想して設定した質問である．これらと WTP の金額の関係を
統計的処理によって明らかにし，どの要因が WTP の金額に影響するかを明らかにする．
ただし，影響を与える要因の推定においては，これら質問への回答のほかにメイズ収量や
植林に関するアンケート結果についても説明変数として用いる． 
TEEB (2010)20)の指摘では，倫理的・教育的水準によって理解が妨げられ，評価が困難に
なるとされていた．ただし，本研究の回答者の 100%が初等教育を受けており，また評価対
象の COVAMS についても，実施・不実施を問わず，多くの農民にとって既に馴染み深い
ものとなっている．このような前提状況に加えてアンケートの際に写真を交えた説明を与
えていることから，農民が回答に必要な理解は得られていると判断している． 
 
３－３－２－２ 経済モデル 
次に，CVM で用いる経済モデルを示す．まず，COVAMS による便益を享受する受益者
である農民の効用関数を  , ,i i iU Q M z と定義する．ただし，Q  は COVAMS によって変化
を受ける財・サービス，環境質を表しており， iM は i番目の回答者の所得， iz は i番目の回
答者の社会特性およびその他の制御変数である． 
CVM は，プロジェクトによるQ の変化によって発生する厚生変化を評価する手法であ
る．その厚生変化はプロジェクト(= Q の変化)に対する WTP(もしくは WTA)に等しく，
WTP(WTA)をもってQ の変化をもたらすプロジェクトの価値とする．この時，厚生変化の
Q.1 (Circle YES or NO) 
①Will you pay “{50MK, 100MK, 200MK, 400MK, 800MK}” in 
a year to have COVAMS continued? 
YES(Go on to ②) NO(Go on to ③) 
Caution! Don’t ask both ② and ③. Just one of the two. 
②Will you pay “double of the first amount” in a year to have 
COVAMS continued? 
YES NO  
③Will you pay “half of the first amount”  in a year to have 
COVAMS continued? 
YES NO 
図３－７ CVM アンケートデザイン(抜粋) 
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指標として補償余剰(Compensating Surplus, CS )あるいは等価余剰(Equivalent Surplus , ES )
が用いられうる．CS は，現状QからQに改善(悪化)するという仮想的な計画の実施に際
し，回答者が支払っても良い最大額(受け取ってもよい最小額)である．一方，ES は，現状
QからQに改善(悪化)するという仮想的な計画の中止に際し，回答者が受け取ってもよい
と考える最小額(支払っても良い最大額)と定義される．CS および ES は，式(6)-(9)で表現さ
れ，図３－８のよう表現できる． 
 
 
 
 
   , , , ,i i i i i i iU Q M z U Q M CS z     (6) 
 
     
 , ,
, , , , , ,
Q
i i i
i i i i i i i i i i i
Q
e Q z U
CS e Q z U e Q z U M e Q z U dQ
Q



          

  (7) 
 
   , , , ,i i i i i i iU Q M ES z U Q M z    
 (8) 
 
     
 , ,
, , , , , ,
Q
i i i
i i i i i i i i i i i
Q
e Q z U
ES e Q z U e Q z U e Q z U M dQ
Q



          

  (9) 
 
前述のとおり，本研究における CVM では，COVAMS によって改善されたQ であるQ
が，COVAMS の終了によってQという改善前の状態に悪化するという仮想的状況を阻止
するための WTP を問うており，この WTP は ES に相当する． 
 
図３－８ CS および ES 概念図(栗山，1997)12) 
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WTP の推定には，計量経済学的手法を用いる．2 段階 2 肢選択形式の推定方法として，
ランダム効用モデル(Hanemann et al., 1984)29)，生存分析(Carson et al, 1985)30)，支払意思額関
数モデル(Cameron, 1988)31)が知られているが，本研究では支払意思額関数モデルによって
推定を行った．このモデルでは，式(10)のような支払意思額関数を想定する．i番目の回答
者の
iWTP は，観察可能な
*
iWTP と観察不可能な i に分けることができ，
*
iWTP は説明変数の
ベクトル
i
Y とパラメーターのベクトル βから表現される． 
 
   *, , , , , ,i i i i i iWTP Q Q z U WTP Q Q z U           iYβ
 
 (10) 
 
i が標準正規分布に従う(
2~ (0, )i N  )と仮定し，回答者が 2 段階 2 肢選択において YES と
する場合を Y，NO とする場合を N，左を 1 段階目，右を 2 段階目の回答とすると，各回答
YY・YN・NY・NN をする確率は，式(11)-(14)で表現できる． 
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これらから，式(15)のように対数尤度関数を設定し，最尤法によって係数 βおよび分散
を推定する．  
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ただし， YYid は YY という回答の場合に 1，それ以外の場合に 0 となるダミー変数であり， 
, ,YN NY NNi i id d d  についても同様である． 
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３－４ アンケート調査結果 
３－４－１ 等高線栽培(メイズ) 
まず，メイズに関するグループアンケートの調査結果を以下に示す．表３－３は，グル
ープアンケート参加者における等高線栽培の実施者数と実施率，表３－４は，メイズ畑の
面積に関する調査結果である．この調査結果と COVAMS によるエリアサーベイ(Chigwiya 
and Kanazawa, 2012)32)での実施率を比較すると，Rafu Maunde と Temani で値が大きく異な
っていることが分かる．また，Mizenje では，研修を受けず，隣の畑や知人に教えてもらっ
て見よう見まねで実施しているという例が多くみられたが，そのような農民を実施者に含
めると Mizenje での実施率は，エリアサーベイで判明した 25%より大きいと思われる． 
 
 
 
 
次に，メイズの収量についての調査結果を表３－５に示す．グループアンケートでは，
メイズの収量についてバッグの数と使用しているバッグサイズを農民に答えてもらった．
対象農村で使用されているバッグサイズは，50kg，70kg，90kg の 3 種類がほとんどであり，
例外(55kg，60kg)はごくわずかであった．ただし，前述のように，農家の申告量と実際の量
には大きな乖離があることがわかったため，以下のメイズ収量の計算においては，我々が
計測した実際の内容量の平均を使っている．つまり，農民の申告サイズが 50kg ならば実際
の内容量の平均である 59.3kg，70kg ならば 63.8kg，90kg ならば 99.9kg として計算した．
例外的な 55kg・60kg については，そのままの値で計算している． 
 
表３－３ 等高線栽培実施者数と実施率 
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(1)実施者数 35 39(74)* 45  33 41  49  40  48  9  - 
(2)実施率(%) 89.7  
49.4 
(89.2)* 
59.2  61.1  56.9  49.0  66.7  64.0  21.4  50 
※エリアサーベイでの実施率(%) 98 25 87 39 41 97 104 67 34 28 
*括弧内は，研修に参加していないが知り合いや隣の畑の様子を真似て等高線栽培を実施している農民を含めた数字 
表３－４ メイズ畑面積(世帯平均) 
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(3)実施者面積(ha/hh) 0.46 0.61 0.60 0.63 0.39 0.64 0.63 0.56 0.98 0.58 
(4)等高線のみ面積(ha/hh) 0.33 0.43 0.38 0.27 0.22 0.22 0.27 0.23 0.31 0.30 
(5)実施者非実施面積(ha/hh) 0.13 0.18 0.22 0.36 0.17 0.42 0.36 0.33 0.67 0.28 
(6)非実施者面積(ha/hh) 0.53 - 0.37 0.48 0.40 0.35 0.61 0.36 0.51 0.43 
(7)等高線面積割合(%) 71 71 64 43 57 35 42 40 31 51 
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(8)-(10)は等高線栽培実施農家の平均メイズ収量であり，(11)と(12)は等高線栽培非実施農
家の平均メイズ収量である．全ての村において実施農家の平均収量が実施前に比べて増加
している．表３－４と表３－５から ha 当たりの収量を計算すると，以下の表３－６のよう
になる． 
 
(13)は等高線栽培実施農家の実施前の ha 当たりのメイズ収量，(14)は実施農家の実施後
(2011/2012)のメイズ畑全体における ha 当たりのメイズ収量，(15)は 2011/2012 の等高線栽
培を実施する畑のみにおける ha 当たりメイズ収量である．また，(16)は等高線栽培非実施
農家の ha 当たりメイズ収量である．実施農家については，実施後の ha 当たり収量が実施
前に比べて大きく増加していることがわかる．また，等高線栽培実施地に限って見た場合，
ha 当たりの収量は実施前に比べて大きく増加していることがわかる．ただし，Gomani や
Mdala，Chinseu Sawa のように，非実施農家の ha 当たり収量が実施農家のそれより大きい
村も存在する．このような状況は，村の耕作地の傾斜がほとんど無い場合や，コンポスト
や化学肥料の投入の有無，天候などによって発生するものと思われる．この点については，
多くの収量を得る非実施農家を分析し，その原因を探るべきであろう． 
次に，これらの結果からメイズの具体的な増加量等を以下の表３－７にまとめた． 
表３－５ メイズ収量(世帯平均) 
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(8)実施者メイズ収量(2011/2012，全
面積)(kg/hh) 
481 612 556 269 444 750 531 458 458 527 
(9)実施者メイズ収量(2011/2012，等
高線栽培面積のみ) (kg/hh) 
- 514 407 134 286 415 328 283 214 351 
(10)実施者メイズ収量(等高線栽培実
施前) (kg/hh) 
150 406 311 146 143 467 254 256 369 287 
(11)非実施者メイズ収量(2011/2012) 
(kg/hh) 
270 691 517 422 424 577 423 259 368 461 
(12)非実施者メイズ収量(例年) 
(kg/hh) 
- 287 472 424 256 352 349 389 300 353 
 
表３－６ ha 当たりメイズ収量(世帯平均) 
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(13)実施者実施前 ha 当たりメイズ収
量(kg/ha/hh) {(10)/(3)} 
326 666 519 232 367 730 403 458 376 495 
(14)実施者実施後全面積の ha 当たり
メイズ収量(kg/ha/hh) {(8)/(3)} 
1,047 1,004 927 427 1,139 1,171 843 818 467 909 
(15)実施面積だけの ha 当たりメイズ
収量(kg/ha/hh) {(9)/(4)} 
- 1,196 1,071 497 1,299 1,888 1,213 1,228 691 1,169 
(16)非実施者 ha 当たりメイズ収量
(kg/hh) {(11)/(6)} 
510 - 1,398 879 1,060 1,648 694 720 722 1,072 
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(17)-(20)は等高線栽培前と後で比較した場合に増加したメイズの収量である．一方，(21)-
(23)は今後増加すると期待できるメイズ収量を示した値である．これらの値から，経済的
価値を計算する．今回，農民に対し，2011/2012 シーズンおよび過去数シーズンのメイズの
売却量および売却価格をアンケートで調査した．その結果，調査農村の平均で 1kg 当たり
46.6MK(50kg バッグあたり 2,333MK)となった．この値を用い，上記の増加分を全て売却し
た場合に得られる収入を表３－８に示す． 
 
 
表３－７ メイズ増加量(世帯平均) 
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(17)実施者全面積におけるメイズ収量増
加量(kg/hh) {(8)-(10)} 
331 206 245 123 301 283 277 202 89 240 
(18)実施者収量増加率(%){[(8)-(10)]/(10)} 221 51 79 84 210 61 109 79 24 84 
(19)実施面積における増加量 (kg/hh) 
{(4)*[(15)-(13)]} 
- 228 210 72 205 255 219 177 97 202 
(20)等高線栽培実施による ha 当たり増加
量(kg/ha/hh) {(15)-(13)} 
- 531 552 265 932 1,158 810 771 314 674 
(21)実施者の非実施面積で等高線栽培を
実施した場合に増えると期待される収量
(kg/hh) {(5)*(20)} 
88* 95 121 95 158 486 292 254 210 189 
(22)実施者の全面積が等高線栽培になっ
た場合に期待される全収量 (kg/hh) 
{(3)*(15)} 
538* 730 643 313 507 1,208 764 688 677 678 
(23)等高線栽培非実施者が実施した場合
に増えると予想される ha 当たり収量
(kg/ha/hh) {(15)-(13)} 
- - - - 239 240 519 508 - 97 
*Kateya はデータが無いため他の村の平均値を代用している． 
 
表３－８ メイズ収量増加による世帯当たり収入(平均) 
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(24)実施面積で増えたメイズを売却した場合
に 得 ら れ る 世 帯 当 た り 収 入 (MK/hh) 
{46.6*(19)} 
9,429* 10,631 9,779 3,334 9,557 11,871 10,193 8,260 4,539 
(25)非実施面積で実施した場合に追加で得ら
れると期待される収入(MK/hh) {46.6*(21)} 
4,086* 4,450 5,661 4,446 7,385 22,663 13,591 11,851 9,809 
(26)実施者のメイズ畑を全て等高線栽培にし
た場合に期待される世帯あたり収入
{(24)+(25)} 
13,516* 15,081 15,440 7,780 16,942 34,534 23,783 20,110 14,348 
(27)非実施者が全面積で実施した場合に得ら
れ る と 期 待 さ れ る 収 入 (MK/hh) 
{46.6*(6)*(23)} 
    4,450 3,907 14,757 8,530  
*Kateya はデータが無いため他の村の平均値を代用している． 
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上の表３－８の値をワークショップ参加者全体に換算にすると，表３－９のようになる．
(24)および(28)は，2011/2012 シーズンに例年に比べて実際に増加したメイズを売却した場
合に得られる収入であり，これまでに COVAMS が普及を進めてきた等高線栽培の実際の
経済的価値と言えるだろう．また，(25)-(27)，(29)-(31)は農民あるいは村が秘める潜在的な
経済的価値であり，今後の更なる普及による顕在化が期待される． 
最後に，これら結果を 2011/2012 シーズンに等高線栽培の研修を実施した 244 か村に当
てはめ，プロジェクトエリア全体の経済的価値を計算する．エリアサーベイでは，244 の
村の等高線栽培実施面積の総計は 2,376ha，世帯当たり平均では 0.25ha であった．今回調
査した九つの農村において，等高線栽培実施農家の等高線栽培実施前 ha 当たり平均収量
は 495kg であり，等高線栽培実施後(2011/2012)の ha 当たり平均収量は 1,169kg であった．
この値を用いると，この 2,376ha におけるメイズ増加量は 1,601,424kg である．この値に
1kg 当たり平均メイズ売却価格 46.6MK を掛けると，COVAMS が対象とする 244 か村の期
待されるメイズ売却額は 74,626,358MK になる．また，等高線栽培実施農家は 244 か村で
全 9,367 戸であり，農家一戸あたりの便益は 7,967MK となった． 
今回の調査から，等高線栽培を実施している畑からのメイズ収量が大きく増加しており，
仮に増加したメイズを売却した場合，大きな経済的価値が期待できることがわかった．ま
た，等高線栽培実施農家は全てのメイズ畑で等高線栽培を実施しているのではなく，多く
の未実施面積を抱えている．これは，農家が更にメイズ収量を増加させるポテンシャルを
秘めていることを意味している． 
ただし，今回の経済的価値の計算において「農家は増加したメイズを全て売却する」と
仮定しているものの，実際の調査では，収量が増加していてもメイズを売却する農家はご
くわずかであった．その理由を聞き取り調査したところ，元々収量が十分でなく，収量が
増えた分も農家自身で消費していたり，余剰が発生したとしても売らずに親戚に分け与え
ていたりしているという回答が存在した．これらを考慮すると，増加した全てのメイズを
すぐに売却するとはやや考えにくい仮定かもしれない．しかしながら，今後も等高線栽培
によって安定した収量を得，新たに実施する農家が増加すれば，売却を選択する農家が増
加することも予想される．そのためには，等高線栽培の普及を更に促進するとともに，増
表３－９ メイズ収量増加による収入 
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(28)等高線栽培実施畑だけで増
えたメイズを売却した場合に増
える村全体収入(MK) 
330,030 414,602 440,037 110,030 391,834 581,683 407,715 396,459 40,847 
(29)非実施面積を等高線にした
場合に追加で得られる村全体収
入(MK) 
143,013 173,554 254,758 146,706 302,781 1,110,486 543,621 568,833 88,281 
(30)実施者のメイズ畑を全て等
高線栽培にした場合に得られる
と予想される村全体収入(MK) 
473,043 588,157 694,795 256,736 694,615 1,692,170 951,336 965,292 129,128 
(31)非実施者が全面積で実施し
た場合に得られると予想される
村全体収入(MK) 
- - - - 137,961 199,279 295,139 230,300 - 
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加によって売却するという選択肢が加わるということを農家に周知することが必要と思わ
れる． 
 
３－４－２ 等高線栽培(土壌) 
 等高線栽培による土壌保全の経済的価値の評価には，Blantyre Agricultural Development 
Division (BADD)で採用されている SGA 的手法を用いる．BADD は，土壌に含まれる尿素
の市場における価値を代替指標として土壌の金銭価値を評価している(Chigow, 2011)33)．ま
ず，COVAMS のエリアサーベイにより，COVAMS の活動によって 2011/2012 シーズンにメ
イズ畑から流出を阻止した土壌が 12,426～87,729m3(土壌の比重を 2.5 とすると，31,065～
219,322.5t)になることがわかっている．BADD の調査結果では，マラウイの土壌に平均的
に含まれる窒素の割合は土壌の 0.212%であった．この値を援用すると，COVAMS で流出
を阻止した窒素の量は 65.86～464.96t となる．2011/2012 シーズンの尿素価格は 50kg あた
りおよそ 11,200MK であり，その中に含まれる窒素の量は半分の 25kg であるため，これら
の値から，COVAMS によって流出が防止された土壌の金銭価値は 29,505,280～
208,302,080MK となった．これを世帯当たりに換算すると，平均的な等高線栽培実施畑
(0.25ha)を持つ農家でおよそ 3,150～22,238MK の便益を享受したことになる． 
 ここで，等高線栽培によるメイズ収量増加と土壌保全の二つの経済的価値が明らかにな
ったが，この二つの関係性を考えると，両者は別々のものと考えるべきではないのかもし
れない．つまり，土壌流出はメイズの低収量の主な原因であったことから，逆に考えれば，
土壌保全はメイズ収量増加の原因である可能性がある．その場合，先に計算したメイズ収
量増加の経済的価値に土壌保全の経済的価値が含まれると考えることができる．ただし，
土壌流出が必ずしもメイズにのみ影響するわけではなく，ガリの防止としての価値も存在
する．経済評価におけるメイズ収量と土壌保全の関係については，更なる調査が必要と言
える． 
 
３－４－３ 植林 
 本節では，植林の調査結果を示す．まず，表３－１０にグループ植林・個人植林・直播
の実施状況を示す． 
 
次に，表３－１１は，グループでの植樹活動でグループがどのぐらいの本数を植えたか
を示している．ただし，1,001 本を超える本数については，平均の 3,356 を上限，1,001 を
表３－１０ 植樹(グループ・個人)および直播実施状況 
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グループ植樹実施世帯数 35 41 60 47 47 72 51 33 22 45 
グループ植樹実施率(%) 97 51 78 87 65 71 84 45 58 71 
個人植樹実施世帯数 36 62 68 43 64 97 52 59 29 57 
個人植樹実施率(%) 100 78 88 80 89 95 85 80 76 86 
直播実施世帯 - 44 40 34 41 58 30 13 20 35 
直播実施率(%) - 55 52 63 57 57 49 18 53 51 
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下限として計算した．また，表３－１２には，個人でどのぐらいの木を植えたかを示して
いる．ここでも，51 本を超える場合は，平均の 160 を上限，51 を下限として計算した．ま
た，表３－１３に直播の植穴数を示す． 
 
 
 
 
 植林の経済的価値については，植樹した木を薪として売却すると仮定して計算を行う．
まず，植樹された木のほとんどは，Gliricidia や Keshya，Eucalyptus など，薪や建材に用い
る樹種であり，マンゴーやグァヴァなどのフルーツの割合は全体ではごくわずかであった．
全てを薪として売却するという仮定は非現実的であるものの，建材の売却価格が薪と同レ
ベルかそれ以上であることを考えると，今回の計算は経済的価値の下限を計算するものと
考えれば妥当な仮定であると考えられる．薪の値段については，ワークショップを開催し
た 9 か村の周辺地域で聞き取り調査をした結果，木 1 本分(3,4 日分)の薪が平均 200MK で
売られていたことが判明した．植林の経済的価値の評価ではこの価格を用いることとする． 
表３－１１ グループ植樹数 
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1~250 - - 18 11 25 34 9 20 9 
251~500 - - 25 9 6 6 19 5 0 
501~750 - - 6 10 6 13 8 4 0 
751~1,000 - - 11 7 9 13 9 4 2 
1,001~ - - 2 10 1 6 7 1 10 
最大平均 - - 632 1,177 555 755 966 525 1,801 
最小平均 - - 315 480 261 330 434 214 548 
中央値平均 - - 474 828 408 543 699 369 1,174 
 
表３－１２ 個人植樹数 
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1~10 - - 30 9 26 31 19 22 9 
11~20 - - 14 9 21 23 13 18 5 
21~30 - - 2 6 7 16 5 6 5 
31~40 - - 3 2 1 6 3 1 1 
41~50 - - 12 4 5 9 4 7 2 
51~ - - 7 13 4 12 8 5 7 
最大平均 - - 36.5 65.3 28.4 39.8 42.3 33.1 55.2 
最小平均 - - 16.7 25.9 12.8 18.1 17.6 15.2 21.7 
中央値平均 - - 26.8 46.7 20.6 29.2 30.4 24.2 39.3 
 
表３－１３ 直播の植穴数 
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総数 - 1,360 761 383 495 1,186 227 306 210 
平均 - 25 15 6 9 21 5 17 4 
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プロジェクトエリアにおける個人による植樹の数は，データの無い Kateya と Mizenje を
除いた七つの村の個人平均植樹数 31(レンジの中央値を用いて計算)と平均世帯実施率
85.9%を用いると，894,202 本(プロジェクトエリア世帯数 33,580×85.9%×31)となる．また，
直播の数は，平均実施率 47.1%と平均植穴数 17.6 を用いると，プロジェクトエリア全体で
は 278,364.8 となった．グループでの植樹の総数は，本調査結果では導出することが不可能
であったため，COVAMS が過去に調査した 664,087 本を利用した． 
これらの値を用いると，COVAMS の活動の中で植樹した木 1,836,654 本(グループ：
664,087 本，個人：894,202 本，直播：278,365 本)の経済的価値は，生存率 100%の場合，お
よそ 367,330,800MK になると考えられる．ただし，生存率 100%で木が育つことは考えら
れない．林業局の目標値は 75%の生存率であるが，実際に調査した村の平均はおよそ 50%
であった．この 50%を生存率として用いると，植林全体の経済的価値は 183,665,400MK，
個人での植樹実施世帯当たり 3,100MK，直播実施世帯の世帯当たり 3,520MK となった．ま
た，グループ植林による木を売却した場合の収入が実施世帯に均等に配分されると仮定す
れば，グループ植林実施世帯あたりの経済的便益は 2,785MK となる． 
上記の経済的価値が農民に与える影響を，農民の燃料の調達手段に関する調査から考察
する．今回の調査では，農民がどのように燃料を得ているかを調査した．その結果を以下
の表３－１３に示す． 
 
 
この結果から，Kateya を除く 8 か村では，平均で 25%の世帯が薪または木炭を購入して
燃料を得ていることがわかる．3,4 日分の薪が 200MK であることから，これらの世帯は一
世帯あたり年間 18,250～24,333MK を燃料に支出しており，その額は今回の調査の農民の
平均世帯所得 62,829MK の 29～39%を占める額である．平均的な個人での植林は，この額
の 12.7～17%を賄うことができる計算であり，その社会的意義は非常に大きいと言えるだ
ろう． また，今回の調査では個人の植林実施率は非常に高かったが，各村を視察した結果，
農民の所有する土地には平均の 31 本より多くの木を植える余地が存在すると思われた．
よって，実施者・非実施者両者に対して更なる普及の余地が存在すると言えるであろう． 
 
３－４－４ CVM 
ここでは，CVM の推定結果を示す．表３－１４には CVM の回答者，表３－１５には回
答者全体の男女および年齢構成を示す． 
表３－１３ 農民の燃料調達状況 
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Own Woodlot(世帯数) - 8 20 17 15 45 22 18 12 
Community Woodlot(世帯数) - 21 9 21 20 27 13 12 21 
Homestead(世帯数) - 11 5 12 10 14 11 12 7 
Buying Firewood(世帯数) - 14 26 0 18 6 10 26 2 
Buying Charcoal(世帯数) - 7 16 2 2 5 2 5 0 
Anyhow(世帯数) - 14 1 1 7 5 3 4 1 
燃料を購入している世帯(%) - 28 55 4 28 11 20 40 5 
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表３－１５を見ると，回答者が女性に偏っていることがわかる．これは，対象農村にお
いて伝統的に男性はワークショップのような会に参加したがらないという理由からと思わ
れる．また，年齢構成については，対象地域全体のデータが存在せず，本研究のサンプル
が対象地域を代表しているかどうかは不明であると言わざるを得ない．ただし，回答者は
あくまで家計代表者であり，それぞれの家計全体の所得や消費を考慮して回答していると
いう前提に立てば，十分なサンプル数であることからも，本研究結果が地域の平均的結果
として妥当と言えるのではないかと思われる．このサンプルから抵抗回答を除いた最終的
なサンプル数は 587 となった．表３－１６に Q.1 の①，②，③で提示される金額の組み合
わせとそれらに対する回答(YY, YN, NY, NN)数を示す． 
 
本研究では，まず式(16)のように支払意思額関数が定数項
WTP と誤差項  から成るモデ
ル(シンプルモデル)で WTP を推定した．推定には STATA12 を用いている(Lopez-Feldman, 
2012)34)． 
 
*SIMPLE
WTPWTP WTP        (16) 
 
表３－１７にシンプルモデルによる推定結果を示す．一世帯あたりの平均支払意思額は
861.98 MK，95%信頼区間が 763.21–960.75 MK であり，符号条件を満たすとともに，P 値
表３－１４ 各村の家計数と回答者(家計)数 
  
K
atey
a
 
M
izen
je 
G
o
m
an
i 
M
d
ala 
K
am
p
ak
a
 
R
afu
 
M
au
n
d
e 
T
em
an
i 
Z
im
b
a
 
C
h
in
seu
 
S
aw
a
 
T
o
tal 
家計数 61 110 115 123 88 179 96 102 88 962 
回答者数(家計) 39 80 77 54 72 102 61 74 43 599 
 
表３－１５ CVM アンケート調査参加者の男女比および年齢構成比 
 Number Percentage 
Male 186 31% 
Female 413 69% 
Age   
  ≤20 56 9.4% 
21–30 177 29.6% 
31–40 150 25.1% 
41–50 72 12.1% 
51–60 66 11.1% 
61≤ 76 12.7% 
 
表３－１６ 回答詳細 
① ② ③ YY YN NY NN SUM 
50 100 25 89 12 3 4 108 
100 200 50 70 17 7 7 101 
200 400 100 72 32 19 14 137 
400 800 200 52 30 21 19 122 
800 1,600 400 49 20 17 33 119 
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は 1%で有意であった． 
 
ただし，シンプルモデルでは，COVAMS の活動への参加の有無や所得，年齢など WTP
に影響を及ぼす要因を考慮していない．本研究では，それら要因を考慮した WTP を推定
するため，フルモデルによる分析を行う．フルモデルは，定数項に加えて表３－１８で示
す説明変数を含むモデルである．ただし，WTP の推定に用いる最終的なモデルには，最尤
法による係数推定で有意水準が 10%までの説明変数のみ含まれる．最終的なモデルは 2 段
階で推定される．つまり，式(16)に表３－１８に示したすべての変数を入れて推定し，有意
であったものだけで再度係数を推定する．推定結果を表３－１９に示す．この 2 回の推定
で有意であった変数 (Sex, Income, Global_Warming, Maize_Average, Compost, Meal, and 
Firewood)によって式(17)で示される最終的なフルモデルが構成されている． 
 
 
表３－１７ シンプルモデル推定結果 
Log likelihood = -557.47965           
  Coeff. Std. Err. z P>|z| [95% Conf. Interval] 
Beta_cons(
WTP
 ) 861.98(MK) 50.39 17.11 0.00 [763.21–960.75] 
 
表３－１８ 説明変数候補リスト 
Sex (Female) [SEX] Respondent sex (Female 1, Male 0) 
Age [AGE] Respondent’s age 
Income[INC] Yearly income (MK) 
Contour_Ridging[C_R] Do you practice contour ridging? (YES=1, NO=0) 
Current_situation[C_S] 
Do you know the current situation in which there are soil erosion in farmland and much 
damage of maize yield, as in the pictures you saw now? (YES=1, NO=0) 
Academic[ACA] Academic background (Secondary, Vocational school=1, Primary school, None=0) 
Impression_JICA[IMP] Is your impression of JICA “Good”? (YES=1, NO=0) 
Global_Warming[G_W] Do you know about Global Warming? (YES=1, NO=0) 
Ecosystem[ECO] Do you know about Ecosystem Services? (YES=1, NO=0) 
Biodiversity[BIO] Do you know about Biodiversity? (YES=1, NO=0) 
Life_Improvement[L_I] Do you think your life was improved by COVAMS? (YES=1, NO=0) 
Group_Tree_Planting[GTP] Do you practice tree planting in group activities? (YES=1, NO=0) 
Individual_Tree_Planting [ITP] Do you practice tree planting individually? (YES=1, NO=0) 
Maize_Average[M_A] 
Did your maize yield increase in 2011/2012 season compared with the average of some past 
years? (YES=1, NO=0) 
Maize_Last_Year[M_L] 
Did your maize yield increase in 2011/2012 season compared with that of last year? (YES=1, 
NO=0) 
Occupation[OCC] Occupation (maize farmer, maize and vegetable farmer=1, others=0) 
Reason[REA] Reason for increased maize production (contour ridging or Compost 1, the others 0) 
Compost[COM] Do you practice making organic compost? (YES=1, NO=0) 
Meal[MEA] Are your daily meals sufficient?(Sufficient 1, Not sufficient, Poor 0) 
Firewood[FIR] Do you collect firewood by yourself? (YES=1, NO=0) 
Planting_Number[P_N] Number of trees planted individually 
Natural_Regeneration[N_R] Do you practice natural regeneration? (YES=1, NO=0) 
Direct_Sowing[D_S] Do you practice direct sowing? (YES=1, NO=0) 
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0
0 _ _ _ _
FULL
SEX SEX INC INC G W G W M A M A COM COM MEA MEA FIR FIR
WTP b Y
b Y Y Y Y Y Y Y
 
       
  
        

 (17) 
 
この式(17)のフルモデルによるWTPの推定結果を表３－２０に示す．最終的な平均WTP
は 938.89 MK であり，95%信頼区間が 788.78–1,089.00 MK，P 値から，推定結果は 1%で有
意であった． 
 
 
３－５ ディスカッション 
 以上のように，本研究では，等高線栽培によるメイズ収量増加と土壌保全，植林の経済
的価値を MPM と SGA によって推定し，さらに CVM によって COVAMS に対する WTP を
推定した．ただし，MPM と SGA の結果と CVM の結果を単純に足し合わせることは出来
ないことに注意されたい．農民は，CVM アンケートにおける支払いの賛否を考える際に，
アンケート前に受ける COVAMS に関する説明や既に持っている知識や経験から COVAMS
の様々な恩恵全てに対する価値を考慮している．当然ながら，その中には COVAMS の主
な活動である等高線栽培によるメイズ収量増加や土壌流出防止，植林による薪や建材から
得る便益が含まれており，WTP に等高線栽培や植林の価値を加算した場合，二重計算とな
表３－１９ フルモデル係数推定結果 
 Model.1 Model.2  Model.1 Model.2 
Sex (Female) 
[SEX] 
210.47 [2.04]** 182.44 [1.90]* 
Maize_Average 
[M_A] 
181.63 
[1.94]* 
167.55 
[1.94]* 
Age 
[AGE] 
138.47 
[1.06] 
 
Reason 
[REA] 
221.17 
[-1.71]* 
127.87 
[-1.08] 
Income 
[INC] 
2.24 [3.21]*** 2.40 [3.43]*** 
Occupation 
[OCC] 
-96.95 
[-1.02] 
 
Academic 
[ACA] 
25.17 
[0.20] 
 
Compost 
[COM] 
225.03 [2.23]** 277.88 [2.93]*** 
Impression_JICA  
[IMP] 
924.07 
[1.47] 
 
Meal 
[MEA] 
207.02 [2.27]** 265.33 [3.05]*** 
Global_Warming  
[G_W] 
374.55 [2.32]** 568.95 [4.67]*** 
Firewood 
[FIR] 
196.72 [2.03]** 194.07 [2.05]** 
Ecosystem 
[ECO] 
263.66 
[1.15] 
 
Planting_Number 
[P_N] 
-0.05 
[-0.30] 
 
Biodiversity 
[BIO] 
25.03 
[-0.12] 
 
Natural_Regeneration 
[N_R] 
62.53 
[0.71] 
 
Life_Improvement 
[L_I] 
-59.40 
[-0.14] 
 
Direct_Sowing 
[D_S] 
42.76 
[-0.45] 
 
Group_Tree_Planting 
[GTP] 
128.05 
[1.36] 
 
Contour_Ridging 
[C_R] 
27.17 
[0.27] 
 
Individual_Tree_Planting 
[ITP] 
-21.24 
[-0.17] 
 
Current_situation 
[C_S] 
129.64 
[1.21] 
 
Maize_Last_Year 
[M_L] 
133.67 
[1.27] 
 _cons 
1094.58 
[-1.91]* 
-58.14 
[-0.42] 
* 1% significance, ** 5% significance, *** 10% significance 
 
表３－２０ フルモデル WTP 推定結果 
Log likelihood = -520.38386 
 Coeff. Std. Err. z P>|z| [95% Conf. Interval] 
WTP 938.89(MK) 76.59 12.26 0.00 [788.78–1,089.00] 
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る． 
MPM と SGA による評価が COVAMS の経済的価値すべてを網羅しているとは言えない
ものの，等高線栽培と植林は COVAMS の活動の主要な部分を占めており，MPM と SGA
による評価の総計と CVM による評価の総計は，近い値になるべきと考えられる．しかし
ながら，今回の調査結果では，MPM と SGA の値が CVM の値を大きく超えていることが
わかる． 
この原因としてまず，MPM および SGA における強い仮定が考えられる．我々は，等高
線栽培と植林の評価において，調査した九つの村の平均値をプロジェクトエリア全体の平
均値として用いたり，メイズ収量増加分や植林により得た木々を全て売却するというやや
強い仮定を用いたりしている．そのため，等高線栽培と植林の経済的価値が過大に評価さ
れている恐れがある．この点については，今後，より大規模かつ詳細な調査が必要である．
さらに，本研究では，農民の労働の機会費用を考慮していない．つまり，暗黙のうちに農
民の労働の機会費用をゼロと仮定していることに等しく，この仮定によって MPM による
評価が過大となった可能性がある． 
次に，今回の調査では，農民の WTP を十分に引き出せなかった恐れがある．我々は，
WTP のアンケートで最大提示額を 1,600MK としていた．もしこれよりも大きな額をアン
ケートで示していれば，より大きな WTP を引き出せた可能性はあるだろう．これは，CVM
が抱えるバイアスの問題(開始点バイアス，あるいは範囲バイアス)と言えるかもしれない．
また，農村部においては，TEEB (2010)20)の指摘にもあるように，税金などの公共的な負担
システムは無く，公的な存在である COVAMS に対して負担金を支払うという行為も一般
的ではない．これらについては，アンケート調査票作成前の準備やプレテストが十分でな
かったことは否定できない．今後これらの反省を踏まえた調査の実施が望まれる． 
また，WTP を回答する際に農民が，増加したメイズや木を売却すると違和感無くイメー
ジすることができず，WTP が低くなった可能性がある．調査の結果，メイズを 2011/2012
シーズンあるいは過去に売却したことがあると答えた農民は，わずか 82 人(13.6%)であり，
さらにそのうち 51 人は Rafu Maunde に集中しているため，その他の村では平均で 4 人程
度しかメイズを売った経験のある人がいないという状況である．そのため，多くの農民は
メイズの収量増加分を売って現金収入を得ることを想像したり，金銭単位で考えたりする
ことが難しかったと予想される． 
最後に，今回の調査で評価できなかった COVAMS の便益を述べる．今回の調査では，
MPM，SGA，CVM いずれの手法においても，土壌保全によるダムでの土壌堆積防止の経
済的価値を評価できなかった．COVAMS 全体に対する WTP を推定した CVM による評価
においても，農民はそもそもダムの水力発電の便益をほとんど受けていないため，調査時
の説明では土壌流失の影響を農業に関するものだけとしており，農民の WTP に土壌堆積
防止の便益は含まれていない．この便益を享受するのは農民ではなく，都市部で電気の恩
恵を受ける都市住民である．よって，これらの経済的価値を CVM で調査するには，都市
住民に対してアンケートを行い，WTP を聞き出す必要がある．また，土壌堆積防止の便益
を回避された浚渫費用と見なせば，SGA によって評価することも可能であろう 
このように，さらなる調査や議論が必要な点がいくつか存在するが，現時点で明らかと
なった COVAMS の経済的価値と COVAMS の費用を比較し，プロジェクトの経済的妥当性
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について考察する．前述のとおり，COVAMS のプロジェクトエリアで等高線栽培を実施し
ている農家は，等高線栽培によるメイズ収量増加の経済的便益として一世帯あたり
7,853MK，同じ等高線栽培による土壌保全の経済的便益として 3,150～22,238MK を享受し
ていることが明らかとなった．また，グループ植林では一世帯あたり 2,785MK，個人植林
の場合は一世帯当たり 3,100MK，直播からは一世帯当たり 3,520MK の便益を受けている
ことがわかった．さらに，CVM により推定した農民一世帯当たりの WTP は平均約 939MK
であると推定された． 
一方，COVAMS が算出した研修参加一世帯当たりの年間実施コストは，約 608MK であ
った．この額は，新規地域での活動を計画する場合に見込まれる予算についてカウンター
パート側に説明するために算出した額であり，200 か村 20,000 世帯に対して，20 人の森林
局普及員を投入して技術研修を実施するための経費(モニタリングコストや燃料費，フィー
ルド手当など．2010/2011 年支出実績)と，普及員が用いるモーターバイクの減価償却分(償
却期間 5 年)を合わせた金額を世帯数で割ったものである．これらを比較すると，便益値と
して何れの値を用いたとしても，便益が費用に対して上回ることが明らかとなった．この
結果から，COVAMS は経済的観点からもプロジェクトとして評価されるべきであると言え
るであろう． 
 
３－６ 結論 
本調査では， COVAMS の経済的価値として，MPM と SGA を用いて COVAMS が普及
を進める等高線栽培によるメイズ収量増加および土壌保全と植林の経済的価値を評価した．
また，これらとは別に，CVM によってプロジェクトエリアの農民の COVAMS に対する
WTP を推定した．以下の表３－２１に，それらの値をまとめて示す． 
 
 
 
これらの値から，COVAMS が大きな経済的便益を農民に対してもたらしたことがわか
る．また，これらの値と，農家一世帯あたり研修費用(COVAMS の費用)を比較すると，便
益が費用を大きく上回り，費用便益の観点から COVAMS は効率性の高いプロジェクトで
あると言えよう． 
 これらの経済的価値は，WTP を除き，COVAMS の等高線栽培と植林を実施している農
家 9,367 戸に関するものであることに注意されたい．COVAMS が研修を実施している 244
か村には 33,580 世帯が暮らしており，24,113 世帯が等高線栽培未実施である．これは，研
修などによる更なる普及により，経済的価値が更に増加する可能性を秘めていることを意
味している．また，今回の調査では実施面積や植えた苗・種子の数に基づいて評価してい
るが，COVAMS に参加する農家が全面積で実施しているわけではない．これは，残りの面
表３－２１ 推定結果まとめ 
 全体(MK) 世帯当たり(MK) 
等高線栽培：メイズ 74,626,358 7,967 
等高線栽培：土壌 29,505,280～208,302,080 3,150～22,238 
植林：グループ植林 66,408,700 2,785 
植林：個人植林 89,420,200 3,100 
植林：直播 27,836,500 3,520 
WTP 26,864,000～27,300,540 939 
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積における更なる等高線栽培・植林の実施により，更なる経済的便益を享受する余地が存
在することを意味していると言えるだろう． 
 本調査では，上記のようにCOVAMSの経済的価値を明らかにすることができたものの，
これらは多くの強い仮定に基づくものである点に注意が必要である．例えば，既に述べた
とおり，農民が答えるメイズバッグのサイズと農民が実際に詰めている内容量に大きな差
があることから，経済的価値の推定には農家を訪問して計測した量の平均値を用いた．た
だし，実際に計測できたバッグ数はごくわずかであり，今回の推定値に大きな誤差が伴う
可能性を否定できない． 
これらを解消するには，まず長期的かつ大規模な調査とデータ収集が必要であろう．今
回の調査は，実質的には 9 日間 9 か村と短く，また投入した人員も必要最低限であったた
め，上記のデータ以上のものを収集することは困難であった．ただし，雇用した学生の十
分な貢献など，大規模な調査を今後実施する上で重要な人員確保の可能性を得たという点
は大きな収穫であると言えるだろう．次に，農民の教育と基本的な計測手段の普及が必要
と思われる．例えば，今回の調査では，Acre や Hectare(ha)でメイズ畑の面積を答えられる
農民もいれば，植えた種の重量でのみ答えられる者もいた(植えた種の重量と平均的な単位
面積当たり種蒔量から面積を計算)．また，全ての村において秤が存在しておらず，ゆえに
農民が実際の重量を計測し，認識する状況が形成されずにいた．これらを改善することで，
今回より正確な調査結果を得ることが可能となり，ひいては誤差の少ない経済的価値評価
が可能となるであろう． 
 このように，大きな困難はあったものの，金銭単位で示される経済的価値は一般の農民
に理解しやすく，プロジェクトの価値を示す指標として大きな説得力を持っている．
COVAMS の活動に参加する農家は，今回の結果から，彼らが実施してきた等高線栽培や植
林にどのくらいの経済的価値があり，実際にメイズの増加分や木を売ればどのぐらいの経
済的便益が見込めるのかを明確に認識することができるであろう．また，COVAMS の経済
的価値を農民全体に広く周知することで，農民の更なる研修参加と等高線栽培や植林の普
及が期待できる．このような期待のもと，今後も継続的に調査を実施し，農民に対してフ
ィードバックをすることが望ましいと考えられる3． 
                                                   
3 なお，2013 年 4 月より，COVAMS の後継案件「シレ川中流域における農民による流域保全活動推進プロジェクト
(Middle Shire Catchment Management Activity Promotion Project)」がスタートしている． 
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第４章 選択型実験による生物多様性の経済的価値評価：仙台市を事例として 
 
４－１ はじめに 
先述のように，2010年の CBD-COP10以降，日本においても生物多様性国家戦略2012－
2020の策定など，生物多様性保全に向けた取組が広まっている(環境省編，2013)1)．また，
2011年3月11日の東日本大震災においては，社会的・人的資本の損害のみならず，東日本の
太平洋沿岸一帯の生態系が深刻な被害を受けたことも記憶に新しい(永幡(2012)2)など)．東
日本大震災に関しては，さらに，防波堤建設などの復興事業に伴う沿岸部の生態系の破壊
も大きな懸念となっている(日本生態学会，2012)3)．今後の日本における環境政策の中で，
東日本大震災被災地の生物多様性の保全や回復，復興事業と保全の両立が重要な位置を占
めると言えるであろう． 
ただし，このような新たな生物多様性保全政策や生物多様性に配慮した事業の導入には，
追加的な費用の負担が必要不可欠となる．今日，国や多くの自治体は厳しい財政状況にあ
り，生物多様性保全政策に充てられる予算は限られていることから，金銭単位で政策の費
用・便益を明らかにし，政策の妥当性を議論する費用便益分析の重要性が指摘されている
(吉田，2008)4)． 
このように，政策の意思決定のための費用便益分析への応用を前提とし，本研究では，
宮城県仙台市の生物多様性の経済的価値を明らかにする．近年，生物多様性に対する関心
の高まりや，生物多様性オフセットのように市場メカニズムを取り入れた政策導入の機運
の高まりと共に，生物多様性に関連する経済的価値評価の研究事例の蓄積は顕著である．
例えば，地球温暖化に関するスターンレビュー(Stern，2007)5)の生態系サービス・生物多様
性版と言われる TEEB(2010)6)や，馬奈木・地球環境戦略研究機関編(2011)7)などの書籍類が
近年発表されている．これらに加え，数多くの生物多様性の経済的価値評価に関する論文
が発表されているが，ここで注意すべきは，これら生物多様性の評価に関する既存研究に
おける「生物多様性」は，一意ではないということである．例えば，分析・評価されてい
る対象が「生物多様性」という単一の環境質の変化である場合(例えば，Birol et al. (2006)8), 
Garrod and Willis(1996)9), Dikgang and Muchapondwa(2012)10)など)や，種数(種の豊富さ)の変
化の場合(Broch et al. (2013)11), Newell and Swallow (2013)12), Schuhmann et al. (2013)13)など)，
種の中でも絶滅危惧種・希少種の種数の変化のみの場合(Travisi and Nijkamp (2008)14)，Tor-
reiro and Soliño(2011)15), Hoyos et al. (2012)16)など)など，様々である． 
このように，既存研究で評価するいずれの「生物多様性」についても，本研究では不十
分であると考える．第２章で詳説したように，生物多様性とは生態系の多様性・種の多様
性・遺伝子の多様性を包含する，広く，階層的な概念であり，また，絶滅リスクの軽減な
ど，多様性そのものが生態系サービスを持つ場合や，生態系サービスの基盤としての生物
多様性など，生物多様性と生態系サービスの関係も様々である．よって，生物多様性に対
する人々の見方，あるいは価値付けは，生物多様性を構成する機能や要素ごとに異なると
考えるのが自然であり，既存研究のように単一の環境質としての評価あるいは絶滅危惧
種・希少種の種数のみの評価では，生物多様性における機能や要素の過大評価・過小評価
が暗に発生していることになる．これは，生物多様性保全における非効率性，つまり，人々
が保全してほしいと思う機能や要素が守られない場合や，さほど必要と思っていないもの
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が保全されるという事態が発生することを意味する．人々の生物多様性に対する多様な価
値付けを明らかにすることで，人々の選好に基づいた生物多様性保全における効率性，つ
まり，生物多様性保全における選好順序に沿った保全を担保する政策の立案が可能となる
であろう．ただし，２－２－２で示したように，指標となる種あるいは生態系を保全する
ことで，他の多くの種が保全されるという保全生態学的観点に立てば，絶滅危惧種・希少
種に特に注目することに問題は無いものと思われる．よって，本研究はあくまで人々の持
つ経済学的選好に基づいた生物多様性の評価であることに注意されたい． 
このような問題意識から，本研究では生物多様性に関するデータが充実し，なおかつ東
日本大震災の被災地である仙台市の生物多様性の経済的価値を，選択型実験によって生態
系・種に関する複数の属性別に細分的に明らかにする．仙台市は平成13年度から平成15年
度にかけて実施した「自然環境基礎調査」で約700の生物種の分布データを整備しており(仙
台市，2011a)17)，その概要版を仙台市環境局環境部環境都市推進課のウェブサイト上で「生
き物 DB」として公表している(www.city.sendai.jp/kankyou/ka-nri/seibutsutayousei/data.html)．
その中で仙台市は，生物種の国・県レッドデータブック掲載の有無や，仙台市が独自に規
定する「学術上重要種(仙台市において希少，あるいは分布が限定的な種．仙台市が分布の
南限・北限の種，あるいは隔離分布地．仙台市が模式産地の種)」，「減少種(現在ではほとん
ど見ることができない，減少が著しい，あるいは減少している種)」，「環境指標種(特に平地
や丘陵地の良好な環境を指標する種)」，「ふれあい種(市民に親しまれている(よく知られて
いる)種のうち，保全上重要な種)」の指定の有無を掲載している(複数の分類に指定されて
いる種在り)．本研究では，「生き物 DB」における上記の分類を基礎とした属性の変化に対
する限界的支払意思額(Marginal Willingness-To-Pay, MWTP)を条件付ロジットモデルと潜在
クラスモデルによって明らかにする．また，生態系サービスの実感や生物多様性に関する
知識がそれら属性選択に影響を与えることを明らかにする． 
このように，生物多様性を属性別に細分的に評価する既存研究は，非常に少ない．その
中でも，Christie et al. (2006)18)は，生物多様性という概念の多様性に着目し，生物多様性保
全に関する選択型実験における属性として，生態学などにおける11の生物多様性に関する
科学的指標を検討している．ただし，事前の調査で専門用語や細かな属性の設定は回答者
の理解を妨げることが示唆されたため，最終的には生物多様性を「希少・見慣れない野生
種」，「見慣れた野生種」「生態系機能」「生息地の質」の四つに分類している．また，Bullock 
and Collier (2011)19)は，保全における種の多様性のレベルとして，「見慣れた種」，「希少植
物・昆虫」，「希少動物・植物・昆虫」のように分けている．一方，Meyerhoff et al. (2009)20)
は，種の多様性に加えて生態系の多様性を属性として設定している． 
これらの研究に対し，本研究では，生物多様性の属性分類を仙台市の生き物 DB におけ
る分類を参考に六つに設定しているため，人々の生物多様性の属性間の選好の差異をより
詳細に明らかにできるという点で新しいと言えるだろう．また，属性分類が仙台市の生き
物 DB における分類に従っているため，今後の仙台市における生物多様性保全政策への応
用が容易になり，政策立案への貢献度がより高くなると期待できる． 
これら，属性別の金銭評価という目的に加え，本研究ではさらに仙台市の自然環境基礎
調査データと仙台市植生分布データに選択型実験によって明らかにしたMWTPを適用し，
生物多様性の経済的価値の分布を地図情報システム(Geographic Information System, GIS)に
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よって視覚的に明らかにすることを第3の目的とする． 
GIS は，コンピュータ上で空間データ(地図データ)と属性データ(地価や土地利用形態な
ど)を統合してデータベース(地理空間情報)を構築し，それを検索・分析・表示(可視化)でき
るようにしたシステムである(橋本編，2011)21)．環境経済学における GISの応用は，Bateman 
et al. (2005)22)や Kareiva et al., ed. (2011)23)など，多数存在している．Bateman et al. (2005)22)
は，TCMによる英国のレクリエーションサイトの評価において，旅行時間と旅行距離の計
測に GISを用いている．この研究では，GIS を用いることで旅行時間・旅行距離の正確性
が向上し，TCMによる評価の頑健性が向上するとしている．また，Bateman et al. (2005)22)
に収録されている他の研究事例における分析結果を GISマップ上で統合し，英国の森林が
有する様々な機能・サービスの総価値の分布を視覚的に分析している．一方，Kareiva et al., 
ed. (2011)23)は，Natural Capital Project (www.naturalcapitalproject.org/)が開発し，生態学や生物学，
経済学などのモデルによる分析機能を有する GIS アドイン InVEST を用いた研究論文集で
あり，炭素隔離や花粉媒介などの生態系サービスや生物多様性を生態学・生物学的モデル
と経済学的モデルによって総合的に分析している．このような既存研究では，GIS を用い
ることの利点として，前述の TCM などにおける推定の正確性・現実性の向上に加えて，
分析結果を可視化することで政策立案者に対するアピール力が増すことも，その利点の一
つとしている(Bateman et al., 2005)22)．本研究では，明らかにしたMWTP を生態系・種の分
布データに適用し，生物多様性の経済的価値の分布を明らかにすることで，保全候補地の
優先順位の決定，つまり，「何処の生物多様性を優先的に保全するか」という意思決定に資
するであろう． 
 
４－２ 仙台市の生物多様性と保全政策 
仙台市は「杜の都」とも呼ばれる自然あふれる都市として知られ，青葉区(中西部)・太白
区(南西部)・泉区(北西部)・若林区(南東部)・宮城野区(北東部)から成る政令指定都市であ
る．特に，街の中心を流れる広瀬川や，蒲生干潟，青葉通や定禅寺通のケヤキ並木などが
有名であろう．その他にも，西部に蔵王国定公園や二つの県立自然公園(二口峡谷・船形連
峰)や平野部の水田地帯など，仙台市は図４－１の植生図から分かるように多様な生態系を
誇り，様々な生き物が生息している．仙台市の生き物 DBによると，仙台市には139種の国
のレッドデータブック掲載種と346種の宮城県レッドデータブック掲載種が生息しており，
また，仙台市が独自に指定する指標種(後述)と合わせると，700種近い指定種が生息してい
るとされる．ただし，一般的によく目にする動植物は生き物 DB には掲載されておらず，
それらを含めると，仙台市には非常に多くの動植物が生息していると言える．そして，こ
のような豊かな自然から多くの恩恵(生態系サービス)を仙台市民が享受している． 
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仙台市は，昭和48年に「杜の都の環境をつくる条例」を制定して以来，自然と調和した
都市づくりに努めている(仙台市，2006)25)．さらに，自然環境基礎調査によって仙台市に生
息する動植物種の分布を把握し，非公開ながら3次メッシュの GIS データとして整理し，
保全に活用している． 
このような保全への取組みは，東日本大震災後も継続されている．仙台市の東日本復興
計画では，「100万人の復興プロジェクト」の一つとして海辺の生態系を再生し，人々の交
流の場とするとしている(仙台市，2011b)26)．さらに，2012年に環境保全や都市緑化に関す
る基本的な方針を示す「仙台市みどりの基本計画2012－2020」(仙台市，2012)27)を策定し，
その中期計画として「百年の杜づくりプロジェクト推進計画2012－2015」(仙台市，2012)28)
を定めている．この中で仙台市は，東日本大震災で破壊された東部地域の生態系再生や，
復興住宅周辺の緑化などを掲げている． 
 その一方で，復興計画には，安全性確保のための東部から西部への住居移転や，津波を
防ぐための海岸・河川堤防の建設も盛り込まれている．これらは防災・減災という観点か
らは当然望まれるものであるものの，その実施には生態系の破壊が伴うことが懸念される． 
 このような状況において，市民が認識する生物多様性の経済的価値を知り，そして，東
日本大震災による生物多様性の経済的損失や，復興計画における生態系再生プロジェクト
の経済的価値，住宅移転や堤防建設などによる生物多様性の経済的損失を把握することで，
それぞれを比較し，経済的価値の観点から見てバランスのとれた保全や復興事業の規模な
どを明らかにすることができるであろう． 
 
４－３ アンケート調査票 
本研究では，仙台市民を対象としたアンケート調査において仙台市の生物多様性に関す
る選択型実験を実施した．選択型実験は，評価対象に関する仮想的なシナリオを設定し，
評価対象に関する複数の属性からなる複数の選択肢(属性の束，プロファイル)を回答者に
提示し，属性の値がそれぞれ異なるそれら選択肢の中からもっとも望ましいと思うものを
一つ選ぶという行為を繰り返す選択実験である． 
 
図４－１ 仙台市植生図(仙台市, 2013)24) 
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本研究の選択型実験のシナリオは以下の通りである．まず，仙台市で現在，複数の地区
で生態系の破壊を伴う「通常の開発」が計画されており，通常の開発が実施される場合，
開発の便益が得られる一方で，その地区の生態系と生息する生物種はゼロとなる．そして，
この開発費用は既に納める通常の税金から捻出されるため，家計の年間追加費用はゼロで
ある(プロファイル「通常の開発(保全無し)」，図４－２参照)．ここで，家計は候補地区ご
とに異なる年間追加費用を支払うことで，地区 A～C のいずれか一つにおける開発を「通
常の開発」から「環境保全型の開発」に変更することができるとする．ただし，年間追加
費用の支払い方法は，仙台市に対する追加的税金支払いとしている．また，「環境保全型の
開発」とは，先進的な環境配慮型技術を用いた開発であり，年間追加費用はこの先進的技
術の利用によるものである．この変更により，通常の開発と同等の便益を享受できるとと
もに，地区A～Cのうち一つの地区の自然環境①～⑥が保全される(プロファイル「地区A」
～「地区 C」，図４－２参照)．ただし，選ばれなかった残り二つの地区は通常の開発のま
まとなる． 
 
 
 
 
選択型実験における地区 A～C の属性分類は，①生態系の種数，②絶滅危惧種・希少種
の種数，③学術的重要種の種数，④環境指標種の種数，⑤ふれあい種の種数，⑥{②－⑤}
を除く在来種の種数，そして⑦年間追加費用の七つである(表４－１)．生き物 DB で用い
られている②－⑤に生態系の種類と保全のための年間追加費用を加える一方で，減少種は
②に含まれると考えて除外している．後述するように，これらの地区 A～C を構成する七
図４－２ 選択型実験質問例 
表４－１ 属性レベル 
属性 基本プロファイル 保全シナリオ 
①生態系の種数 0 1,2,4,8 
②絶滅危惧種・希少種の種数 0 1,2,4,8 
③学術的重要種の種数 0 1,2,4,8 
④環境指標種の種数 0 1,2,4,8 
⑤ふれあい種の種数 0 1,2,4,8 
⑥{②－⑤}を除く在来種の種数 0 1,2,4,8 
⑦年間追加費用 0 1千円, 2千円, 4千円, 8千円 
 
問)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報
を示しています．表下の選択肢１～５の中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種数 0 1 8 1 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 1 2 8 
③ 学術的重要種の種数 0 2 8 1 
④ 環境指標種の種数 0 2 2 4 
⑤ ふれあい種の種数 0 4 2 2 
⑥ {②－⑤}を除く在来種の種数 0 1 2 4 
⑦ 年間追加費用 0円 2千円 8千円 4千円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 Aの自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 Bの自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 Cの自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない 
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つの属性が回答者の効用関数を構成する変数であり，回答者は五つの選択肢から効用が最
大となるものを選ぶとする． 
Christie et al. (2005)18)では，一般市民にとって生物多様性そのものや専門用語への理解度
は低く，それゆえに回答が困難になると指摘されている．よって本研究では，回答者には，
アンケートの回答に必要最低限の知識として，選択型実験の質問の前に生物多様性，生態
系サービス，上記の各属性に関する解説を読んでもらった．この解説については，事前に
生態系サービスや生物多様性を専門としない東北大学経済学部の学生に内容を確認して
もらい，一般市民にとっても理解が容易となるように配慮している．そして，選択型実験
のシナリオの解説を読んだ後，選択型実験を受けてもらった．回答者には，上記の四つの
プロファイルと「どれも望ましいと思わない」の五つの選択肢から一つ選ぶという行為を
8回繰り返してもらった．本研究では，Addinsoft 社の Microsoft Excel アドイン統計ソフト
ウェアの XLSTAT を用い，直交計画法に基づいて72プロファイル・24組の質問を作成し，
それらを三つ(8問ずつ)のアンケート票に分け，三つの中の一つが回答者にランダムに提示
されるようにした．ただし，三つのアンケート調査票の回収数が均等になるようにしてい
る． 
さらに，上記の選択型実験の質問に加え，社会属性，生態系サービスの実感度，居住地，
生物多様性に関する用語の知識，環境問題全般の用語の知識について質問を行った(表４－
２)． 
 
アンケート調査は，4月17－22日にインターネット調査会社(株)マクロミルを通じて仙台
市の20～69歳までの1,255人(家計代表者)に対して実施された．まず，アンケート結果では，
同じ番号を続けて回答するサンプルが多く見られた．このように多くの無効票を出す原因
は，生物多様性や生態系に対して馴染みが無く，興味を持てなかったり回答が困難であっ
たりしたことや，解説が長く，読み疲れてしまったことなどが考えられる．ただし，本研
究のアンケート調査票にはそれらを抵抗回答と見なすか否かの基準となる回答を設けて
いなかったことから，全サンプルによる推定と選択型実験の質問8問中6問以上が同じ回答
番号の回答を無効票として除外した792を有効回答とした場合の推定を実施した．この点
については，分り易く簡潔なアンケート設計とともに，抵抗回答か否かを判別するための
基準となる設問設定が課題と言えよう． 
表４－２ アンケート質問 
生態系サービスの実感 
供給サービス, 調整サービス, 文化的サービス, 基盤サービス, 生物多様性と生態系
サービスの関係性 
居住地域 
青葉区西部, 青葉区東部, 太白区西部, 太白区東部, 泉区西部, 泉区東部, 若林区, 宮
城野区,周辺生態系数 
保全すべきと思う種 在来種, 絶滅危惧種・希少種, 学術上重要種, 環境指標種, ふれあい種 
生物多様性に関する用語の知識 
種の多様性, 生態系の多様性, 遺伝子の多様性, 景観の多様性, 生物多様性条約, 2010
年目標, COP10名古屋会議,愛知目標, 名古屋議定書,生態系サービス, 供給サービス, 
調整サービス, 文化的サービス, 基盤サービス, レッドデータブック(リスト), 在来
種, 絶滅危惧種, 学術的重要種, 環境指標種, ふれあい種, アンブレラ種 
環境問題に関する用語の知識 
地球温暖化, 生物多様性, 砂漠化, 酸性雨, 大気汚染, 核廃棄物・放射性物質汚染, 一
般・産業廃棄物処理, リサイクル, 海洋汚染, 森林伐採, 水質汚濁, オゾン層の破壊, 
外来種, 自然エネルギー, 化学物質汚染, 騒音, ダイオキシン, 土壌汚染, 越境汚染, 
ヒートアイランド現象, 日照権, 発展途上国の環境問題 
社会属性 性別, 年齢, 世帯年収 
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本研究では，本研究の推定結果を仙台市の平均値として今後の応用研究で用いることを
想定し，サンプルの男女・年齢構成を平成22年国勢調査(総務省，2011)29)のものに可能な限
り近づけている．ただし，インターネット調査ゆえに50代以上のサンプルを確保すること
が難しく，やむを得ず他の年齢層で補填している．また，無効票を除いたことで国勢調査
結果と若干の乖離が生じている(表４－３)． 
 
 
 
 
表４－３ アンケート男女・年齢構成 
年齢(才) 
アンケートサンプル(サンプル数(%)) 平成 22年国勢調査・仙台市(%) 
年齢構成 男性 女性 年齢構成 男性 女性 
20-29 172(21.7) 78(9.8) 94(11.9) 16.8 49.1 50.8 
30-39 212(26.8) 96(12.1) 116(14.6) 19.4 49.3 50.7 
40-49 160(20.2) 74(9.3) 86(10.9) 16.7 49.8 50.2 
50-59 140(17.7) 60(7.6) 804(10.1) 15.5 48.5 51.5 
60- 108(13.6) 68(8.6) 40(5.1) 31.6 44.2 55.8 
全体(%) 792(100.0) 376 (47.5) 396(52.5) 100.0 48.5 51.5 
 
表４－４ アンケート回答概要 
 n(N=792)  n(N=792) 
生態系サービスの実感：供給サービス 618 生物多様性の知識：RDB 234 
生態系サービスの実感：調整サービス 205 生物多様性の知識：在来種 513 
生態系サービスの実感：文化的サービス 255 生物多様性の知識：絶滅危惧種・希少種 581 
生態系サービスの実感：基盤サービス 207 生物多様性の知識：学術的重要種 110 
生態系サービスの実感：生物多様性と生態系
サービスの関係性(強く実感する，少し実感
する) 
67 生物多様性の知識：環境指標種 83 
青葉区西部 67 生物多様性の知識：ふれあい種 38 
青葉区東部 177 生物多様性の知識：アンブレラ種 21 
太白区西部 15 環境問題の知識：地球温暖化 499 
太白区東部 150 環境問題の知識：生物多様性 207 
泉区西部 73 環境問題の知識：砂漠化 234 
泉区東部 93 環境問題の知識：酸性雨 254 
宮城野区 139 環境問題の知識：大気汚染 438 
若林区 78 環境問題の知識：核廃棄物・放射性物質汚染 397 
周辺生態系数(標本平均 4.8以上:1) 382 環境問題の知識：一般・産業廃棄物処理 196 
保全すべき種：在来種 586 環境問題の知識：リサイクル 362 
保全すべき種：絶滅危惧種・希少種 666 環境問題の知識：海洋汚染 278 
保全すべき種：学術上重要種 504 環境問題の知識：森林伐採 292 
保全すべき種：環境指標種 544 環境問題の知識：水質汚濁 249 
保全すべき種：ふれあい種 480 環境問題の知識：オゾン層破壊 302 
生物多様性の知識：種の多様性 401 環境問題の知識：外来種 292 
生物多様性の知識：生態系の多様性 314 環境問題の知識：自然エネルギー 370 
生物多様性の知識：遺伝子の多様性 269 環境問題の知識：化学物質汚染 214 
生物多様性の知識：景観の多様性 137 環境問題の知識：騒音 143 
生物多様性の知識：CBD 117 環境問題の知識：ダイオキシン 199 
生物多様性の知識：2010 年目標 21 環境問題の知識：土壌汚染 243 
生物多様性の知識：COP10 68 環境問題の知識：越境汚染 248 
生物多様性の知識：愛知目標 17 環境問題の知識：ヒートアイランド 266 
生物多様性の知識：名古屋議定書 92 環境問題の知識：日照権 110 
生物多様性の知識：生態系サービス 94 環境問題の知識：途上国の環境問題 185 
生物多様性の知識：供給サービス 92 性別(女性:1) 396 
生物多様性の知識：調整サービス 49 年齢(標本平均 42 才以上:1) 434 
生物多様性の知識：文化的サービス 61 世帯年収(標本平均 600 万円以上:1) 243 
生物多様性の知識：基盤サービス 36   
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４－４ 分析モデル 
選択型実験における分析モデルには， McFadden(1974)30)による条件付ロジットモデルを
はじめ，ネスティドロジットモデルや混合ロジットモデル，潜在クラスモデル，ベイズ階
層モデルなどが存在するが，本研究では，最初に最もシンプルな条件付ロジットモデルに
よって推定を実施し，その後，表４－２に示した質問の結果をクラス設定に応用した潜在
クラスモデルによる推定を実施する．条件付ロジットモデルによる推定においては，「無関
係な選択肢からの独立性(Independence of Irrelevant Alternatives, IIA)」と「選好の同質性」を
仮定しており，この点が非現実的で非常に強い仮定として批判の対象となる．この二つの
仮定を緩和するモデルとしてネスティドロジットモデルや混合ロジットモデル，階層ベイ
ズモデル，潜在クラスモデルなどが提案されている．この中で，潜在クラスモデルには選
好の多様性の原因究明が比較的容易であるという利点がある．本研究では，表４－２に示
した質問結果を応用した潜在クラスモデルによる推定を実施する． 
以下に，条件付ロジットモデルと潜在クラスモデルを展開する．これらは，主に栗山・
庄子編(2005)31)よる． 
 
４－４－１ 条件付ロジットモデル 
まず，回答者nの選択行動が以下のランダム効用モデルによって定式化されるとする．  
 
ni ni niU V    (1) 
 
ここで，式(1)の niU は回答者nが選択肢 iから得られる全効用， niV は観察可能な部分， ni
は観察不可能な部分である．選択型実験において回答者は，式(2)のように効用を最大化す
るように選択肢の集合 1,...,C J＝{ } から選択肢 iを選択する． 
 
 max , ,ni n ni ni
i C
V I c 

 
ni n
q z  (2) 
 
ただし， (•)V は間接効用関数， nI は回答者nの所得， nic は回答者nが選択肢 iを選択する
ことによって生じる負担金額， niq は選択肢 iを選択することによって得ることができる財
のベクトル(本研究では保全される地区の生物多様性)， nz は回答者nの社会属性など，効
用に影響を及ぼすその他の変数のベクトルである．選択肢 iが J 個の選択肢の中で効用 niU
を最大化すると考えれば，回答者nが選択肢 iを選択する確率は，以下の式(3)のようにな
る．  
 
Pr , , Pr , ,ni ni nj ni nj ni njni CP P U U j C j i V V j C j i                     (3) 
 
この確率が累積分布になっていることから，確率密度関数  nf  を仮定すると，確率 niP
は式(4)のようになる．  
 
   ni ni nj ni nj n nP S V V f d         ただし， ,j C j i    (4) 
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ここで， (•)S  はカッコ内が真のとき1に，それ以外の時に0となる．条件付ロジットモデル
では， ni が独立に，式(5)のような累積密度関数をもつ第一種極値分布に従うとする． 
 
     exp expn n nF         (5) 
 
ただし， はロケーションパラメーター， n は正のスケールパラメーターである．ここで
n  を仮定すると，回答者nが選択肢 iを選択する確率 niP は，式(6)のようになる． 
 
 
 
exp
exp
ni
ni
nj
j C
V
P
V





 (6) 
 
一般的に，スケールパラメーター は1として計算される．この時，対数尤度関数は，式(7)
のようになる． 
 
1
ln ln
N
i
n ni
n i C
L P
 
  (7) 
 
ここで，N は回答者の数， i
n は回答者nが選択肢 iを選択した時に1，それ以外のときは0
となるダミー変数である． 
本研究では，回答者が表４－１で示す七つの生物多様性の属性を変数とする効用関数を
持つとし，以下の式(8)のような線形関数を仮定している．係数および変数のインデックス
について，ECOは生態系の種数，ENDは絶滅危惧種・希少種の種数，SCIは学術上重要種
の種数，ENVは環境指標種の種数，FAMはふれあい種の種数，INDは上記以外の在来種の
種数，COSは年間追加費用を示している．ただし，回答者と選択肢を表すインデックス( ,n i )
は，煩雑さを避けるため省略している． 
 
ECO ECO END END SCI SCI ENV ENV FAM FAM IND IND COS COS
U V
x x x x x x x
 
       
   
       
β x
 (8) 
 
 ここで，条件付ロジットモデルと多項ロジットモデルの関係について言及する．なぜな
ら，一般的にこの2モデルは異なるものであるが，条件付ロジットモデルと多項ロジットモ
デルは，時として同じものとして扱われる場合があるからである．例えば，本研究で参考
とした森田・馬奈木(2013)32)では，「多項ロジットモデル」をモデル名としているが，本論
文で展開した条件付ロジットモデルと等しい．ただし，Greene (2003)33)などで解説される
一般的な多項ロジットモデルでは，ランダム効用関数における説明変数が年齢や年収など，
個人特性中心であるのに対し，式(8)のように効用関数に選択肢の属性変数を設定するモデ
ルが条件付ロジットモデルと一般的に呼ばれている．ただし，条件付ロジットモデルは，
選択肢の属性変数に加えて個人特性についてもランダム効用関数における説明変数とす
ることができる．さらに，条件付ロジットモデルのままランダム効用関数の説明変数を個
人特性のみとすることも可能であることから，Long and Freese (2005)34)では，多項ロジット
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モデルを条件付ロジットモデルの特殊型と位置づけている．このように，両者を同じもの
として条件付ロジットモデルを多項ロジットモデルと称する研究が見られるが，多くの研
究では異なるもの，あるいは多項ロジットモデルが条件付ロジットモデルの特殊型として
おり，本研究において用いる「条件付ロジットモデル」も，既存研究と同じく多項ロジッ
トモデルとは異なることに注意されたい． 
 
４－４－２ 潜在クラスモデル 
次に，本研究で用いる潜在クラスモデルを以下に示す．今，母集団に S 個のクラス(グル
ープ)があり，回答者nはあるクラス s S に属していると仮定した場合，クラス sに属し
ている回答者nが選択肢 iを選択したときのランダム効用関数は式(9)のように表現できる．
なお，右肩に潜在クラスモデルを表す lcを付している． 
 
lc lc lc lc lc lc
s nini s ni s ni s ni s
U V     β x   (9) 
 
クラス sにおける条件付ロジットモデルの選択確率は，以下の式(10)のようになる． 
 
 
 
exp
exp
lc lc lc
s s nilc
ni s lc lc lc
s s nk
k C
P





β x
β x
 (10) 
 
ただし， lcs はクラス sに固有のスケールパラメーターである．ここで，回答者nをあるク
ラス sに分類する潜在的なメンバーシップ関数を lcnsM とする．メンバーシップ関数におけ
る説明変数ベクトルを lcny ，推定されるパラメーターベクトルを
lc
sγ ，誤差項を
lc
n とする
と，メンバーシップ関数 lcnsM は式(11)のようになる． 
 
lc lc lc lc
ns s n nM  γ y  (11) 
 
ここで，誤差項が独立かつ同一な第一種極値分布に従うと仮定する．この時，回答者nが
クラス sに分類される確率 lcnsP は，式(12)となる． 
 
 
 
exp
exp
lc lc lc
s nlc
ns lc lc lc
r n
r S
P





γ z
γ z
 (12) 
 
ただし， lc はスケールパラメーターである．この選択確率は，説明変数が選択肢に特定
である条件付ロジットモデルではなく，説明変数が個人特性のみからなる多項ロジットモ
デルであり，基準点が定まっていないので，推定上ある一つのクラスに対するパラメータ
ーをゼロとして正規化する必要がある．クラス1( 1s  )を 1
lc γ 0  として基準化すると， 
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γ z
γ z
γ z
  (13) 
 
となる．ここで推定されるパラメーター lcsγ は，クラス1のパラメーターを基準としたうえ
でのクラス sのパラメーターである．なお，
1
1
S lc
nss
P

 ，0 1lcnsP  が成立する． 
 次に，回答者 n がクラス s に属し，選択肢 i を選択する場合の結合確率 lcnsiP は，
l c l c l c
n s i n s n i s
P P P と表すことができる．この時，回答者nが選択肢 iを選ぶときの選択確率 lcniP
は，式(14)となる． 
 
 
 
 
 
exp exp
exp exp
lc lc lc lc lc lc
s n s s nilc lc lc
ni ns ni s lc lc lc lc lc lc
s S s S r n s s nk
r S k C
P P P
 
  
 
   
   
     
      
 
 
γ z β x
γ z β x
 (14) 
 
このパラメーター ， は最尤法によって求める． lcni を回答者nが選択肢 iを選択した
ときに1，それ以外の時に0となるダミー変数とすると，対数尤度関数は式(15)のようにな
り，クラス数 S を外生的に与えることで と の最尤推定量を同時に推定することが可能
となる． 
 
 
1
ln , ln
N
lc lc
ni ni
n i C
L S P
 
γ β  (15) 
 
４－４－３ 潜在クラスモデルにおけるクラス数の決定 
クラス数の決定には，赤池情報量基準(Akaike Information Criterion, AIC)やベイズ情報量
基準(Bayesian Information Criterion, BIC)などの指標が最小となるクラス数が用いられるこ
とが多い(柘植・栗山・三谷編，2011)35)．本研究では，統計ソフト Nlogit5による推定で同
時に計算される AIC，有限修正 AIC(crAIC)，BIC，Hannan Quinn情報量基準(HQC)を参考に
クラス数を決定する．それぞれの計算式は，下記の式(16)～(19)のとおりである．ただし，
LLは対数尤度，K はパラメーター数，N はサンプル数である． 
 
2 2AIC LL K    (16) 
  
  2 1 2
(corrected AIC) 2 2 2
2
K K
crAIC LL K
N K
  
    
  
 (17) 
 
2 ln( )BIC LL N K     (18) 
61 
 
 ln 2 ln ln
RSS
HQC N K N
N
 
  
 
 (19) 
 
 本研究では，後述のように，森田・馬奈木(2013)32)に倣い，メンバーシップ関数が定数の
みの場合の情報量基準値が最も小さくなるクラス数を特定し，そのときの情報量基準値に
近くなるようメンバーシップ関数の説明変数を設定するという手法を用いる．  
 
４－５ 推定結果 
４－５－１ 条件付ロジットモデル推定結果 
以下の表４－５に条件付ロジットモデルによる推定結果を示す．推定はEconometric Soft-
ware 社の統計ソフト Nlogit5によって行われ，係数も有意水準1%ですべて有意であった．
また，①～⑥の係数の符号は正，⑦の年間追加費用の符号が負となっており，符号条件を
満たしていると言える．①～⑥の属性を表す集合をT とし，t T  {①ECO, ②END, ③SCI, 
④ENV, ⑤FAM, ⑥IND}とすると，MWTP は，式(20)のように間接効用関数V の導関数の比
にマイナスを乗じたもの，つまり年間追加費用以外の属性の係数と年間追加費用の係数の
比にマイナスを乗じたものである．  
 
 t tt
COS
COS
dV
dx
MWTP
dV
dx


     (20) 
 
推定の結果，②絶滅危惧種・希少種の種数(END)の限界的変化に対して最も高い887円と
いうMWTP が示された．これに①生態系の種数(ECO)の644円と③環境指標種の種数(ENV)
の539円が続いている．一方，⑥{②－⑤}以外の在来種の種数(IND)に対するMWTP が，152
円と最も低くなった．このことから，回答者は生態系や種の多様性に対して正の価値を認
識しており，さらに，生態系や種の持つ機能・性質ごとに価値付けが異なることが明らか
になった．これは，種の機能・性質と関連する生態系サービスに対する選好の多様性を意
味していると言えるであろう． 
さらに，居住地，生物多様性や生態系サービスの実感，生物多様性や環境問題に関する
知識が属性選択に影響を及ぼすことを明らかにするため，それらのダミー変数と属性変数
とのクロス項を設け，影響の有無を推定した(表４－６)．表４－６から，生態系サービスの
実感の有無や生物多様性の知識の有無が，選択型実験における属性選択に影響を及ぼして
いることがわかる．特に，生態系サービスの実感は，多くの属性選択に正の影響を及ぼし
ていることが分かる．また，本研究で用いた属性分類に関する事前知識が影響している．
興味深いことは，居住地が比較的住宅地や商業施設が多い太白区東部と宮城野区であるこ
とが，属性選択に負の影響を及ぼしていることである．このことは，居住環境が選好に影
響を及ぼすことを示唆するものと言えるだろう．その他にも，多くの事前知識の有無が，
属性選択に影響していることが分かった．このことから，生態系サービスや生物多様性の
機能，生物多様性保全の意義について市民に周知することが生物多様性保全政策導入に際
して重要であると言えるだろう． 
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表４－６ 要因分析結果 
 ①ECO ②END ③SCI ④ENV ⑤FAM ⑥IND ⑦COS 
生態系サービスの実感：供給サービス(ダミー) 0.060*** 0.057*** 0.048*** 0.027* 0.010 0.066*** 0.000 
生態系サービスの実感：調整サービス(ダミー) 0.039*** 0.054*** 0.039*** 0.027** 0.032** 0.043*** 0.000*** 
生態系サービスの実感：文化的サービス(ダミ
ー) 
0.041*** 0.045*** 0.040*** 0.029** 0.021 0.030** 0.000** 
生態系サービスの実感：基盤サービス(ダミー) 0.022* 0.039*** 0.033** 0.012 -0.005 0.028* 0.000 
生態系サービスの実感：生物多様性と生態系サ
ービスの関係性(ダミー) 
0.012 0.015 0.015 0.028** 0.012 0.011 0.000** 
青葉区西部(ダミー) -0.014 0.052** 0.042* 0.015 0.000*** 0.007 0.000* 
青葉区東部(ダミー) 0.031** 0.029** 0.033** 0.041*** -0.008 0.016 0.000 
太白区西部(ダミー) 0.029 0.000 0.028 -0.023 0.057 0.075 0.000 
太白区東部(ダミー) -0.047*** -0.015 -0.016 -0.029** 0.008 0.002 0.000*** 
泉区西部(ダミー) 0.002 -0.011 -0.011 -0.006 -0.003 -0.008 0.000 
泉区東部(ダミー) 0.024 -0.008 -0.006 0.018 0.003 0.013 0.000** 
宮城野区(ダミー) -0.022 -0.040*** -0.046*** -0.043*** -0.040** -0.055*** 0.000 
若林区(ダミー) 0.036** 0.014 0.020 0.019 0.026 0.031 0.000 
周辺生態系数 0.002 0.000 0.019 0.010 0.027** 0.004 0.000 
保全すべき種：在来種(ダミー) 0.060*** 0.046*** 0.041*** 0.051*** 0.019 0.059*** 0.000*** 
保全すべき種：絶滅危惧種・希少種(ダミー) 0.091*** 0.111*** 0.061*** 0.023 0.025 0.063*** 0.000*** 
保全すべき種：学術上重要種(ダミー) 0.063*** 0.077*** 0.079*** 0.034*** 0.049*** 0.059*** 0.000*** 
保全すべき種：環境指標種(ダミー) 0.015 0.011 0.006 0.039*** 0.015 0.033** 0.000 
保全すべき種：ふれあい種(ダミー) 0.032*** 0.035*** 0.040*** 0.024** 0.028** 0.024* 0.000*** 
生物多様性の知識：種の多様性(ダミー) 0.043*** 0.084*** 0.046*** 0.049*** 0.055*** 0.020 0.000*** 
生物多様性の知識：生態系の多様性(ダミー) 0.037*** 0.048*** 0.025** 0.047*** 0.045*** 0.029** 0.000*** 
生物多様性の知識：遺伝子の多様性(ダミー) 0.043*** 0.064*** 0.040*** 0.039*** 0.037*** 0.041*** 0.000*** 
生物多様性の知識：景観の多様性(ダミー) -0.003 0.036** 0.011 0.025* 0.030* -0.004 0.000 
生物多様性の知識：CBD(ダミー) 0.043*** 0.079*** 0.026 0.015 0.049*** 0.044** 0.000*** 
生物多様性の知識：2010年目標(ダミー) -0.057* -0.015 -0.072** -0.025 -0.014 -0.066* 0.000 
生物多様性の知識：COP10(ダミー) 0.001 0.032 -0.03 0.002 0.006 -0.018 0.000* 
生物多様性の知識：愛知目標(ダミー) -0.041 0.01 0.005 0.027 0.027 -0.015 0.000* 
生物多様性の知識：名古屋議定書(ダミー) 0.053*** 0.038** 0.040** 0.041** 0.043** 0.054*** 0.000* 
生物多様性の知識：生態系サービス(ダミー) 0.022 -0.013 0.032* 0.030* 0.050** 0.019 0.000*** 
生物多様性の知識：供給サービス(ダミー) 0.014 0.000 0.007 0.023 0.012 0.034 0.000 
生物多様性の知識：調整サービス(ダミー) 0.011 0.023 0.023 -0.007 0.024 0.043 0.000*** 
生物多様性の知識：文化的サービス(ダミー) 0.001 0.021 0.015 -0.011 0.046* 0.012 0.000*** 
生物多様性の知識：基盤サービス(ダミー) -0.022 0.034 0.032 0.023 0.015 0.000 0.000** 
生物多様性の知識：RDB(ダミー) 0.061*** 0.117*** 0.034** 0.039*** 0.032** 0.022 0.000*** 
生物多様性の知識：在来種(ダミー) 0.083*** 0.105*** 0.073*** 0.065*** 0.043*** 0.080*** 0.000*** 
生物多様性の知識：絶滅危惧種・希少種(ダミ
ー) 
0.096*** 0.113*** 0.071*** 0.082*** 0.054*** 0.076*** 0.000*** 
生物多様性の知識：学術的重要種(ダミー) 0.044*** 0.059*** 0.072*** 0.026 0.055*** 0.039** 0.000*** 
生物多様性の知識：環境指標種(ダミー) 0.046*** 0.063*** 0.076*** 0.042** 0.049** 0.046** 0.000*** 
表４－５ 条件付ロジットモデル推定結果 
 係数 係数標準偏差 P値 
MWTP 
(¥) 
MWTP(¥) 
95%信頼区間 
①ECO 0.12238*** 0.00629 0.000 ¥644 524 748 
②END 0.16860*** 0.00625 0.000 ¥887 745 1,004 
③SCI 0.06065*** 0.00685 0.000 ¥319 226 410 
④ENV 0.10248*** 0.00594 0.000 ¥539 433 633 
⑤FAM 0.07367*** 0.00708 0.000 ¥388 285 485 
⑥IND 0.02898*** 0.00754 0.001 ¥152 68 242 
⑦COS - 0.00019*** 0.00001 0.000 -   
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
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生物多様性の知識：ふれあい種(ダミー) -0.030 -0.024 -0.032 0.026 0.024 -0.020 0.000*** 
生物多様性の知識：アンブレラ種(ダミー) 0.002 0.039 0.008 0.017 -0.019 -0.017 0.000 
環境問題の知識：地球温暖化(ダミー) 0.014 -0.004 0.000 0.002 -0.01 0.013 0.000 
環境問題の知識：生物多様性(ダミー) 0.036*** 0.063*** 0.029** 0.020 0.028* 0.010 0.000*** 
環境問題の知識：砂漠化(ダミー) 0.042*** 0.061*** 0.044*** 0.012 0.026* 0.032** 0.000*** 
環境問題の知識：酸性雨(ダミー) 0.034*** 0.024** 0.025* 0.011 0.013 0.032** 0.000** 
環境問題の知識：大気汚染(ダミー) 0.018 -0.005 0.013 0.005 0.002 0.012 0.000 
環境問題の知識：核廃棄物・放射性物質汚染
(ダミー) 
0.059*** 0.040*** 0.026** 0.027** 0.008 0.029** 0.000** 
環境問題の知識：一般・産業廃棄物処理(ダミ
ー) 
0.023* 0.037*** 0.030** 0.004 0.003 0.012 0.000 
環境問題の知識：リサイクル(ダミー) 0.020* 0.028** 0.003 0.019 0.015 0.014 0.000* 
環境問題の知識：海洋汚染(ダミー) 0.051*** 0.066*** 0.043*** 0.034*** 0.041*** 0.043*** 0.000*** 
環境問題の知識：森林伐採(ダミー) 0.065*** 0.079*** 0.046*** 0.032*** 0.038*** 0.029** 0.000*** 
環境問題の知識：水質汚濁(ダミー) 0.037*** 0.038*** 0.039*** 0.015 0.039*** 0.013 0.000*** 
環境問題の知識：オゾン層破壊(ダミー) 0.044*** 0.050*** 0.044*** 0.011 0.016 0.042*** 0.000*** 
環境問題の知識：外来種(ダミー) 0.037*** 0.083*** 0.015 0.022* 0.007 0.000 0.000*** 
環境問題の知識：自然エネルギー(ダミー) 0.036*** 0.032*** 0.022* 0.026** 0.018 0.019 0.000 
環境問題の知識：化学物質汚染(ダミー) 0.030** 0.043*** 0.036*** 0.029** 0.020 0.010 0.000*** 
環境問題の知識：騒音(ダミー) 0.019 0.015 0.018 0.013 0.009 -0.002 0.000* 
環境問題の知識：ダイオキシン(ダミー) 0.005 0.000 0.020 0.000 0.016 -0.006 0.000*** 
環境問題の知識：土壌汚染(ダミー) 0.031*** 0.028** 0.034*** 0.019 0.024* 0.026* 0.000** 
環境問題の知識：越境汚染(ダミー) 0.040*** 0.038*** 0.022* 0.031** 0.017 0.035** 0.000** 
環境問題の知識：ヒートアイランド(ダミー) 0.032*** 0.024** 0.021 0.030** 0.010 0.031** 0.000 
環境問題の知識：日照権(ダミー) 0.034** 0.017 0.019 0.004 0.016 0.039** 0.000** 
環境問題の知識：途上国の環境問題(ダミー) 0.056*** 0.059*** 0.056*** 0.035*** 0.028* 0.045*** 0.000** 
性別(ダミー，女性:1) 0.001 -0.037*** -0.005 -0.002 -0.013 0.012 0.000*** 
年齢(ダミー，標本平均42才以上:1) 0.004 -0.012 0.012 0.020* 0.030** 0.021 0.000*** 
世帯年収(ダミー，標本平均600万円以上:1) 0.033*** 0.009 0.028** 0.010 0.021 0.025* 0.000*** 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
 
４－５－２ 潜在クラスモデル推定結果 
 まず，潜在クラスモデルにおいてサンプルを分ける際のクラス数を決定する．本研究で
は森田・馬奈木(2013)32)にならい，まずメンバーシップ関数を定数のみとした場合の情報量
基準値(本研究では AIC・crAIC・BIC・HQC を推定)が最も小さくなるクラス数を求めた．
そして，その場合の情報量基準値に最も近くなるようにメンバーシップ関数の説明変数を
設定し，そのメンバーシップ関数の下，再度クラス数を推定した．まず，メンバーシップ
関数が定数項のみの場合，以下の表４－７のような結果となった． 
 
 
ここから，AIC，crAIC，HQC が，クラス数が3のときに最小となることがわかった．一方
BIC は，クラス数が2のときに最小となったが，本研究ではクラス数3を採用する．次に，
クラス数を3で固定し，メンバーシップ関数が定数項のみの場合の情報量基準値に近づく
ようにメンバーシップ関数の説明変数を設定する．以下の表４－８が，メンバーシップ関
表４－７ 情報量基準値 
 
条件付ロジット
モデル 
潜在クラスモデル 
クラス数2 クラス数3 クラス数4 クラス数5 クラス数6 
赤池情報量基準(AIC) 12,731.2 12,502.1 12,474.2 12,524.9 12,728.2 12,746.4 
有限修正 AIC(crAIC) 12,731.3 12,502.2 12,474.4 12,525.3 12,728.7 12,747.1 
ベイズ情報量基準(BIC) 12,777.9 12,602.1 12,627.5 12,731.6 12,988.1 13,059.6 
Hannan Quinn情報量基準(HQC) 12,747.5 12,536.9 12,527.6 12,596.8 12,818.6 12,855.3 
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数の説明変数候補である． 
 
 
 
その結果，表４－８の「生態系サービスの実感：供給サービス」，「生態系サービスの実感：
調整サービス」，「生態系サービスの実感：文化的サービス」，「生態系サービスの実感：調
整サービス」，「生態系サービスの実感：生物多様性と生態系サービスの関係性」，「保全す
べきと思う種：在来種」，「保全すべきと思う種：絶滅危惧種・希少種」，「保全すべきと思
う種：学術的重要種」，「保全すべきと思う種：環境指標種」，「保全すべきと思う種：ふれ
あい種」と，居住地が青葉区西部，泉区西部，太白区西部である場合に1となる「居住地」
ダミーを説明変数として導入した場合に，情報量基準値がもっとも近づいた．このメンバ
ーシップ関数を用いて再度推定を実施し，クラス数が3のときに情報量が最小となること
が確認された． 
以下の表４－９に潜在クラスモデルによる推定結果を示す．ただし，今回参考とした森
田・馬奈木(2013)32)によるメンバーシップ関数の推定においては，試行の際の変数の組み合
わせに関するアルゴリズムや明確な基準が無く，恣意的に決めざるを得ないという点で，
信頼性は低いと言わざるを得ない．よって，以下に示す推定結果は暫定的なものであり，
今後，より信頼性の高い推定方法によるメンバーシップ関数の推定と，それに基づく潜在
クラスモデルの推定が必要不可欠である． 
 
表４－８ メンバーシップ関数説明変数候補 
変数名 yj 
性別(女性：1, 男性：0) ysex 
年齢 yage 
年収 yincome 
生態系サービスの実感：供給サービス(ダミー) yprovision_realization 
生態系サービスの実感：調整サービス(ダミー) yregulating_realization 
生態系サービスの実感：文化的サービス(ダミー) ycultural_realization 
生態系サービスの実感：基盤サービス(ダミー) ysupport_realization 
生態系サービスの実感：生物多様性と生態系サービスの関係性(ダミー) yrelationship_realization 
保全すべき種：在来種(ダミー) yindigenous_conservation 
保全すべき種：絶滅危惧種・希少種(ダミー) yendangered_conservation 
保全すべき種：学術上重要種(ダミー) yscientifically_conservation 
保全すべき種：環境指標種(ダミー) yenvironmentally_conservation 
保全すべき種：ふれあい種(ダミー) yfamilliar_conservation 
居住地(太白区西部，青葉区西部，泉区西部：1) yhabitat 
周辺生態系数 yecosystems 
生物多様性に関する知識(アンケート問 16における該当数，平均 4.2) ybiodiversity_knowledge 
環境問題全般に関する知識(アンケート問 17における該当数，平均 7.5) yenvironmental_knowledge 
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表４－９から，クラス1では学術上重要種が10％で有意，それ以外が1％で有意であった．
クラス2では，絶滅危惧種・希少種と学術上重要種，費用が1％で，生態系が10％でそれぞ
れ有意であった．ただし，費用の符号がマイナスとなっている点は注意しなければならな
い．最後に，クラス3では学術上重要種だけ有意ではなく，在来種が5％で有意，それ以外
が1％で有意であった． 
それぞれのクラスの特徴を見ると，サンプルの56.5%が含まれるクラス1は，条件付ロジ
ットモデルによる推定の傾向と比較的近いことがわかる．ただし，学術上重要種について
は限界効用がマイナスとなっている．次に，クラス2は，特に絶滅危惧種・希少種と学術上
重要種に対して強い価値付けをしているグループであることがわかる．ただし，年間費用
表４－９ 潜在クラスモデル推定結果 
 
 係数平均 係数標準偏差 P値 95%信頼区間 
MWTP 
(¥) 
MWTP(¥) 
95%信頼区間 
クラス 1 
(56.5%) 
①ECO 0.27307*** 0.02755 0.000 0.21907 0.32707 300   201 454 
②END 0.41860*** 0.04414 0.000 0.33208 0.50512 460 304 702 
③SCI - 0.03901* 0.02336 0.095 - 0.08481 0.00678 - 43 - 78 9 
④ENV 0.15247*** 0.02299 0.000 0.10741 0.19752 168 99 274 
⑤FAM 0.27905*** 0.03829 0.000 0.20401 0.35410 306 187 491 
⑥IND 0.14086*** 0.02871 0.000 0.08460 0.19712 154 78 274 
⑦COS - 0.00091*** 0.00009 0.000 - 0.00109 - 0.00072 － － － 
クラス 2 
(23.9%) 
①ECO 0.07206* 0.03846 0.061 - 0.00332 0.14745 － － － 
②END 0.46681*** 0.07258 0.000 0.32456 0.60906 － － － 
③SCI 0.36172*** 0.06636 0.000 0.23165 0.49178 － － － 
④ENV 0.03808 0.04528 0.400 - 0.05067 0.12682 － － － 
⑤FAM - 0.08104 0.05025 0.107 - 0.17953 0.01744 － － － 
⑥IND - 0.06352 0.04471 0.155 - 0.15115 0.02411 － － － 
⑦COS 0.00033*** 0.00008 0.000 0.00017 0.0005 － － － 
クラス 3 
(19.6%) 
①ECO 0.13546*** 0.02884 0.000 0.07893 0.19199 1,129  395 3,840 
②END - 0.31058*** 0.08562 0.000 - 0.47839 - 0.14276 - 2,588 - 2,391 - 2,855 
③SCI 0.02538 0.03153 0.421 - 0.03641 0.08718 － － － 
④ENV 0.09823*** 0.02626 0.000 0.04677 0.14969 818 234 2,993 
⑤FAM 0.07233*** 0.02804 0.010 0.01737 0.12729 603 86 2,546 
⑥IND 0.06604** 0.02825 0.019 0.01066 0.12141 550 53 2,428 
⑦COS - 0.00012*** 0.00004 0.001 - 0.00020 - 0.00005 － － － 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
表４－１０ 潜在クラスモデルメンバーシップ関数説明変数 
 クラス１ クラス２ クラス３ 
定数項 - 0.72802***       - 1.99765***       － 
生態系サービスの実感：供給サービス 0.92102***       0.92544***       － 
生態系サービスの実感：調整サービス 0.45432**        0.76388***       － 
生態系サービスの実感：文化的サービス 0.63571***       0.39003**        － 
生態系サービスの実感：調整サービス 0.31461*         0.44915**        － 
生態系サービスの実感：生物多様性と生態系サービスの関係性 - 0.49907***       - 0.26627*         － 
居住地(青葉区西部，泉区西部，太白区西部=1) 0.49640**        0.69502***       － 
保全すべきと思う種：在来種 0.31440*         - 0.01667          － 
保全すべきと思う種：絶滅危惧種・希少種 1.10503***       1.33944***       － 
保全すべきと思う種：学術的重要種 0.51358**        1.35990***       － 
保全すべきと思う種：環境指標種 - 0.63052***       - 2.00433***       － 
保全すべきと思う種：ふれあい種 - 0.00999          0.85881***       － 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
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の係数もプラスであることから，このクラスの人々に温情効果などのバイアス，あるいは
年間費用とその他の属性の関係性に誤解(年間費用が大きいほど保全レベルも高いなど)が
生まれている可能性があることがわかった．よってクラス2については，MWTP を算出で
きない．最後にクラス3は，生態系および環境指標種に対して非常に高いMWTP を示す一
方で，絶滅危惧種・希少種の限界効用がマイナスのため，MWTP もマイナスとなっている．
生態系や環境指標種に対する評価から，身近な生活環境に重きを置くクラスといえるだろ
う． 
 これらのクラス分けに影響を与えるメンバーシップ関数における説明変数の係数を，表
４－１０に示している．クラス3を基準としており，それぞれの値はクラス3との相違に影
響を及ぼしているかどうかを示す．これら以外に，所得や年齢，生物多様性や環境問題全
般に関する知識などをメンバーシップ関数に加えて推定したものの，有意にならなかった
り，情報量基準の値が大きく増加したりということがあり，関数には含めていない．クラ
ス1は，クラス3と比べ，「保全すべきと思う種：ふれあい種」以外は有意に異なるという結
果となった．また，クラス2は，「保全すべきと思う種：在来種」以外が有意となっている．  
 
４－６ GIS による経済的価値分布の可視化 
 本節では，生態系・種の分布データと本研究で明らかにしたMWTP を用いて，生物多様
性の経済的価値の分布を，地図情報システム(Geographic Information System, GIS)を用いて
視覚的に明らかにする．前述のとおり，生物種に関しては，仙台市が平成22年度に実施し
た自然環境基礎調査の結果を3次メッシュの GIS データ(仙台市，2011a)17)として取りまと
めている．このデータから，各メッシュに各分類の種が何種類生息しているかが判明する． 
一方，生態系の種数については，生態系=植生(vegitation)として，各メッシュに含まれる
植生の数を経済的価値の推定に用いる．ただし，本研究の選択型実験のアンケートでは図
４－１に示される仙台市が作成した植生図を用いているものの，この植生図の GIS 版を
我々は有さず，画像データから各メッシュにどれだけの生態系が存在するかを判別するこ
とは容易ではない．そこで，本研究では，東北大学生態適応 GCOE「環境激変への生態系
適応に向けた教育研究」プログラムで生態学・生物学などの研究者によって作成された植
生図(GIS データ)を用い，各メッシュに含まれる生態系の種数を明らかにした(図４－３)．
仙台市作成の植生図と東北大学 GCOE 作成の植生図は，植生の定義等で若干の差異がある
ものの，東北大学 GCOE植生図作成に携わった茨城大学菊池佐智子研究員に対するヒアリ
ングの結果，推定結果を大きく歪めるほどではないと判断し，東北大学 GCOE植生図から
各メッシュの生態系の種数を用いた． 
以上で明らかとなった各メッシュに存在する各分類の生態系数・種数と各分類のMWTP
を掛け合わせることで，各メッシュの経済的価値を明らかにする．まず，以下の図４－４
～図４－９に生態系と各種の種数の分布を示す(詳細な数あるいは特定の種の分布は，種の
保全の観点から控えている)． 
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図４－３ 仙台市植生図(東北大学生態適応 GCOE作成版) 
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図４－４ 絶滅危惧種・希少種分布 
 
図４－５ 生態系分布 
 
図４－６ 学術上重要種分布 
 
図４－７ 環境指標種分布 
 
 
図４－８ ふれあい種分布 
 
図４－９ 在来種分布 
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図４－４～図４－９は，最大値を1に基準化し，各メッシュの持つ値に応じて等間隔の10
段階(赤が濃いほど数が多い)で色づけしている．ただし，複数の分類に指定されている種
については，指定されている全ての分類で1種として数えられている．これらの図から，仙
台市ではいくつかの地域に動植物の生息が集中していることが分かる．特に，これまで生
物多様性の保全政策の中で重要視されてきた絶滅危惧種・希少種に関して言えば，二口峡
谷や泉ヶ岳，太白山，蒲生干潟，大倉や茂庭などの地域は，特に優先的に保全すべき場所
と言えるだろう． 
ただし，本研究では絶滅危惧種・希少種ばかりでなく，生態系やその他の分類の種の価
値も明らかとしており，それらを勘案した総合的な生物多様性の経済的価値(Total Eco-
nomic Value of Biodiversity, TEVB)をメッシュ毎に明らかにすることができる．各メッシュ
の TEVB は以下の式(21)によって計算される． 
 
t t
t
TEVB MWTP N   ただし，  , , , , ,ECO END SCI ENV FAt M IND  (21) 
 
ここで，TEVB の計算には条件付ロジットモデルによる MWTP を仙台市民の平均的な
MWTP として用いている．潜在クラスモデルによる推定結果は，条件付ロジットモデル以
上にモデルとしての当てはまりが良く，さらにクラス別の選好の多様性の存在を明らかに
するものであるが，潜在クラスモデルによるMWTPを用いて TEVBを導出するためには，
新たに代表的 MWTP を算出するか，もしくは各クラス別にウェイトを設定するなどが考
えられるが，それらを解決するには更なる研究が必要である．よって，潜在クラスモデル
の結果の応用は今後の課題とする． 
次の図４－１０に TEVBの分布と絶滅危惧種・希少種の種数の分布(＝絶滅危惧種・希少
種の経済的価値の分布)の分布を示す．1メッシュの TEVBの最大値は，一家計あたり68,815
円，平均値は16,946円であった．なお，これはあくまで一つのメッシュの保全に対する一
家計あたりの総 WTP であり，すべてのメッシュで足し合わせることはできないことに注
意されたい．図４－１０は最大 TEVBを1に基準化したものである． 
具体的な地域名を挙げれば，特に泉ヶ岳周辺，二口峡谷，太白山周辺，大倉周辺，茂庭
周辺，仙台市科学館周辺，蒲生干潟周辺などにおいて TEVBの値が高く，色が濃くなって
いる．絶滅危惧種・希少種のMWTP が最も高いという条件付ロジットモデルの推定結果か
ら，TEVB で見ても絶滅危惧種・希少種の分布と似通った結果となった．ただし，図４－
１０で示すように，絶滅危惧種・希少種の分布では目立たなかった仙台市科学館周辺のメ
ッシュが非常に濃い赤を示している点は，非常に興味深い．これは，生態系や絶滅危惧種・
希少種以外の種の経済的価値を考慮したことによるものであり，図４－５～図４－９を見
ると，全ての分布において仙台市科学館周辺のメッシュの色が濃くなっていることが分か
る．このような地域は，絶滅危惧種・希少種にのみ注目した保全の場合には見逃されてい
た可能性がある地域と言えよう． 
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また，絶滅危惧種・希少種の分布が集中していた大倉周辺地域においては，前述の仙台
市科学館周辺メッシュとは逆に，TEVB の分布では色が薄まっていることが分かる．仙台
市科学館周辺の場合と同様に，図４－５～図４－９を見ると，大倉周辺地域は学術上重要
種を除いて色が薄く，つまりは分布が絶滅危惧種・希少種と学術上重要種に偏った地域と
言うことができるだろう．このような地域は，絶滅危惧種・希少種以外の生態系・種の経
済的価値をも考慮すると，絶滅危惧種・希少種のみの場合に比べて経済的価値の観点から
の保全優先順位は低くなると言えるだろう． 
本節の結果は，絶滅危惧種・希少種のみを対象としてこのような地域で保全政策を実施
すれば，他の生態系・種も保全対象とした場合に得られる便益と比較し，大きな機会費用
が生まれるということを意味している．このような事態は，効率性の観点からは望ましい
とは言えないであろう． 
 
４－７ 結論 
本研究では，仙台市の生物多様性保全に関する選択型実験を実施し，条件付ロジットモ
デルと潜在クラスモデルによって生物多様性の経済的価値を属性別に明らかにした．特に，
生物多様性の経済的価値評価における網羅的かつ細分的な評価の必要性という考えから，
本研究では生物多様性の持つ属性を，生態系と五つの種の合計六つとしている．さらに，
条件付ロジットモデルによる推定結果と生態系・種の分布データを用い，生物多様性の経
済的価値の分布を GISによって明らかにした．以下に，本研究で得た知見をまとめる． 
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図４－１０ 絶滅危惧種・希少種分布(上)と TEVB分布(下) 
大倉
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二口渓谷
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■ 条件付ロジットモデルによる推定で，人々が生態系や各生物種の種数に対して正の支払
意思額を持っている．これは，「多様であること」に対して価値を認識していることを
意味する． 
■ 各属性に対する MWTP の相違から，人々は生物多様性を構成する諸要素に対し，異な
る価値認識を持っていることが明らかとなった．特に，一般的な認知度の高い絶滅危惧
種・希少種の種数に対する MWTP が最も高いものの，生態系の種数や環境指標種の種
数など，人々の住環境に関わる属性に対する MWTP が高いという結果となった．この
相違は，回答者が生態系や生物種の持つ機能・性質ごとに異なる選好を持っていること
を示している．そして，本研究で指摘したように，生物多様性を単一の環境質として捉
える研究や絶滅危惧種・希少種のみを指標とする研究においてはこのような価値付けの
相違が見逃されている恐れがあると言える． 
■ クロス項の設定による分析から，生態系サービスの実感や居住地，生物多様性や環境問
題に関する知識などが人々の生物多様性に対する選好に影響を与えていることが明ら
かとなった．これは，普段の環境教育や都市緑化などが，生物多様性保全政策導入に対
する同意形成に有効であることを示唆している． 
■ 選好の多様性が考慮できる潜在クラスモデルによる分析では，本研究のアンケートサン
プルは選好の相違から三つのクラスに分類され，各クラスの MWTP の値も大きく異な
るという結果となった．これは，人々の選好の多様性を考慮した生物多様性保全政策の
必要性を示唆しているものと言えるだろう． 
■ 条件付ロジットモデルによる MWTP と生態系・種の分布データからメッシュごとに
TEVB を算出し，GIS によって仙台市における TEVB の分布を表現した．これにより，
特に泉ヶ岳周辺や二口峡谷，茂庭地域，太白山周辺，仙台市科学館周辺，蒲生干潟を含
む沿岸域など，経済的価値の観点から仙台市のどこを優先的に保全すべきかが視覚的に
明らかとなった． 
■ これまで生物多様性保全政策の中心的対象である絶滅危惧種・希少種のみの分布と
TEVBの分布を比較すると，絶滅危惧種・希少種の分布が集中していない仙台市科学館
周辺地域が高い経済的価値を持つことや，絶滅危惧種・希少種が集中している大倉周辺
地域が経済的価値の分布から見れば然程高くないことなどが明らかとなった．これらは，
生態系や環境指標種，ふれあい種など，絶滅危惧種・希少種以外の貢献によるものであ
り，絶滅危惧種・希少種のみを生物多様性の指標とする研究では導き得ない結果である．
そしてこの結果は，これまでの絶滅危惧種・希少種を重視する生物多様性保全政策では
経済的価値の点で非効率な保全となりうることを示唆しており，今後の生物多様性保全
対象地域の再考が考えられる． 
  
このように，生物多様性の経済的価値を六つの属性に分けて，網羅的かつ細分的に評価
した結果，既存研究のように生物多様性を単一の環境質としたり絶滅危惧種・希少種のみ
としたりした場合では見ることのできなかった各属性の MWTP の相違や絶滅危惧種・希
少種の価値の分布と TEVBの分布の相違が明らかとなった． 
本研究は仙台市の生物多様性を対象とした仙台市民に対するアンケート調査によるも
のであり，本研究のMWTP などを他の地域の生物多様性に応用することは，厳密にはでき
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ない．しかしながら，人々の選好と生物多様性の構成が仙台市と他の地域とで大きく変わ
らないと仮定すれば，つまり，人々が生物多様性の構成要素ごとに異なる価値付けをし，
また，各地域の生物多様性が絶滅危惧種・希少種のみならず，様々な生態系・種から構成
されているとすれば，本研究と同様に，保全対象地域の再考という結論が他の地域でも得
られるであろう． 
ただし，それを実際に確かめるためには，仙台市と同レベルのデータ整備が必要となる．
国レベルでは環境省の自然環境保全基礎調査や国土交通省の河川環境データベースなど
が存在しているが，高田他(2009)36)は，これらデータが地域的に活用するには精度が粗く，
データ数も十分とは限らないと指摘している．高田他(2009)36)は，北海道の野生生物分布の
データベースモデルの構築を試みた研究であるが，仙台市のように全ての種の生息が 1km
メッシュで明らかというわけではなく，5km・10kmメッシュの場合も存在している．仙台
市や高田他(2009)36)のように，詳細な動植物の分布を GIS データの形で整備する自治体や
研究は非常に稀であり，本研究のような形で地理的な分析を行うには，データの整備が何
よりも大きな課題と言えるだろう．その点に関して高田他(2009)36)は，データを所有する研
究機関や愛好家との情報共有や希少種データの管理，更なるモニタリングを挙げている． 
このようなデータ整備の問題は存在するものの，本研究で得た知見は既存研究で見られ
なかったものであり，生物多様性保全政策に貢献するものと言えるだろう．そして，高田
他(2009)36)の結論においても，同様に生物多様性保全政策への寄与が述べられている．この
ように，データの整備による生物多様性保全政策への生態学的な貢献と，そのデータを応
用した経済学的な貢献の存在は，今後のデータ整備の重要性を示すものと言えるだろう． 
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第５章 生態系保全政策の一般的性質に対する選好の把握 
 
５－１ はじめに 
５－１－１ 背景と目的 
前章までに繰り返し述べているように，生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価
の事例が，研究レベルにおいても実務や政策レベルにおいても急激に増加している．この
背景には，生物多様性条約などの全世界的な生態系保全の機運の高まりにより，国内にお
いても国の生物多様性国家戦略 2012－2020(環境省，2012)1)や，生物多様性基本法に基づく
生物多様性地域戦略(環境省編，2013)2)など，生態系サービス・生物多様性保全政策の導入
が進んでいる状況がある．このような現状において生態系・生物多様性の評価は，保全政
策の費用便益，導入の社会的意義などの把握のために重要であり，評価結果はその導入の
意思決定のための一つの有力な情報として利用されている． 
ただし，既存の経済価値評価は，ある特定の評価対象に依存するという点で，保全政策
全般の立案や保全政策間比較への寄与度は限られてしまうと言わざるを得ない．第３章と
第４章で実施した研究およびそれらに関連する数々の環境の価値評価に関する既存研究に
おいては，評価対象となる生態系などの環境質を特定し(例：富士山，釧路湿原など)，旅行
費用法などの顕示選好法であれば訪問需要関数などを推定し，表明選好法であればその生
態系の保全実施や開発阻止に対する WTP や WTA，選好順序などを尋ねることによって経
済的価値を推定することが一般的となっている．よって，自明であるが，その評価結果は
あくまで評価対象の経済価値・選好のみを明らかとするものであり，様々な環境質あるい
は保全政策に共通する市民の選好を表すものではない．また，ほとんどの既存研究は，特
定の評価対象に依存した保全シナリオや開発シナリオに基づき，それぞれ異なる人々を受
益者としてサンプリングして評価を実施しているため，評価結果同士を比較することは厳
密にはできない．このような理由から，環境の経済的価値評価研究の多くにおいて，保全
政策全体に通じるような一般的なインプリケーションには限りがあると言わざるを得ない． 
しかしながら，近年の逼迫した財政状況の下で効率性を保障する保全政策の立案・導入
のためには，保全対象や空間的・時間的スケールなどの異なる様々な生態系保全政策間の
比較検討が必要であろう．このような問題に対処するため，既存研究のような評価対象依
存的な評価ではなく，様々な保全政策に共通する「一般的性質」と呼ぶべきものに対する
選好を抽出し，それらに基づいた政策評価が一つのアイディアとして挙げられよう． 
このような問題意識に基づき，本研究では第４章でも実施した選択型実験により，生態
系保全政策の一般的性質(「保全対象生態系」，「景観・生き物保全レベル」，「保全政策継続
期間」)に対する市民の選好および経済的価値(限界支払意思額)を明らかにすることを目的
とする．市民の生態系保全政策の一般的性質に対する選好を明らかにすることで，互いに
異なる性質を持つ複数の生態系保全政策を，経済的価値に基づいて比較分析することが可
能となるであろう． 
 
５－１－２ 関連研究 
本研究では，選択型実験によって生態系保全政策の一般的性質に対する市民の選好を明
らかにする．すでに選択型実験については第４章において詳しく検討しているので，本節
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では保全政策の一般的性質の選好を明らかにするという本研究と共通の目的意識を持つ既
存研究についてレビューを行う．まず，既存の環境経済学における経済的価値評価研究の
ほとんどは，前述のとおり，特定の環境質を対象としており，その評価結果はその対象に
のみ有効である．その理由としては，環境質の経済的価値評価は，その環境質の保全政策
や開発計画などの費用便益評価と同義であり，一般的な保全政策や開発計画は，特定の環
境質に関わるものが大多数であるからと推察する．つまり，経済的価値評価におけるニー
ズとして，特定の環境質を対象とするものが中心であったと言うべきであろう． 
また，CVM や選択型実験と言った表明選好法においては，アンケート調査時や集計時に
様々なバイアスが伴い，それらに適切に対処しなければ WTP の推定に歪みが発生するこ
とが知られている．特に，バイアスについて詳しくまとめた栗山(1997)3)では，シナリオの
伝達ミスによるバイアス，つまりアンケート調査者の意図と回答者のシナリオに対する理
解が異なることによって発生するバイアスを指摘しており，そのための対処法として，写
真や映像などによって質問者の意図を正確に回答者に伝えることを挙げている．よって，
評価対象の特定は，このような回答者の理解に関するバイアス発生の防止に貢献している
ものと推察される．ただし，あくまで回答者が適切に選好を表明するための理解が表明選
好法で重要なのであり，評価対象の特定が不可欠ということではないと考えられる． 
このように，評価対象の特定は，評価対象としてのニーズと，バイアスによる影響を回
避するためのものであると考えられる．ただし，CVMによる評価においては，その実施費
用や調査期間が問題となる．例えば，CVM の実施基準として世界的に有名なアメリカ
NOAA による NOAA ガイドラインでは，6 項目から成る一般項目と 12 項目から成る調査
項目，7 項目から成る目標項目という細かな基準が設けられており(栗山，1997)3)，この基
準をすべて満たそうとすれば，多くの直接的な金銭的費用と時間を費やすこととなる．ま
た，例えば複数の箇所で実施が想定されている事業の評価の場合，場所や受益者が異なる
ため，すべての箇所の調査を実施しなければならず，その費用や時間制約は無視できない
(吉田・伊藤，2008)4)．近年ではインターネット調査の普及などで比較的安価にアンケート
調査による評価が可能となってはいるものの，標本の母集団がインターネット利用者に限
定されるなどの問題を孕んでいる(岩本・小池，2008)5)． 
このような表明選好法特有の問題を解決する一つの案として，既存の価値評価結果を別
の環境質の評価に適用するという便益移転(Benefit Transfer)の研究が，2001 年の政策評価
制度の導入ともに進んでいる(吉田・伊藤，2008)4)．便益移転には原単位法，メタ分析，便
益関数移転などの手法が存在している．たとえば，世界全体の生態系の経済価値を初めて
総合的に評価した Costanza et al. (1997)6)は，各生態系に関する既存の評価結果を世界全体
の生態系に適用した原単位法による評価である．一方，寺脇(2000)7)は水環境整備事業評価
に対する便益関数移転の適用，吉田・伊藤(2008)4)は，農業集落の排水事業の CVM 評価結
果を利用した便益関数移転と，中山間地域等直接支払制度の選択型実験結果の便益関数お
よび評価額の移転可能性を考察している． 
このように，経済的価値の原単位を要素ごとに明らかにするという点では，第４章およ
び本章の研究と目的意識を共にしていると言えるだろう．ただし，便益移転の問題点とし
て，便益移転によって得られる WTP と CVM などで推定された WTP との差である推定誤
差の問題が存在する．たとえば，大石(2002)8)は，全国 45 箇所における CVM による評価結
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果をもとに便益関数を推定した結果，推定誤差が 30%を超える箇所はおよそ半数存在し，
即座の政策への応用に懸念を示している．また，吉田・伊藤(2008)4)は，想定される誤差が
費用便益分析による政策的意思決定に直接影響を与えない場合に便益移転の使用が推奨さ
れるとしているが，明確な基準とは言えない． 
このように推定誤差の問題が伴う便益移転とは対称的に，本研究のように選択型実験に
よって保全政策の内容に関する選好を直接的に明らかにする研究としては，生物多様性保
全政策に関する栗山・吉田(2011)9)の研究がある．栗山・吉田(2011)9)は，全国の生物多様性
保全政策に対する選好を選択型実験によって明らかにしており，選択型実験における属性
として，「保護林面積率」，「環境保全型農業」，「自然公園面積」，「湿地保全面積」，「絶滅危
惧種数」を設定している．そして，推定の結果，人々が全国の生物多様性保全政策の内容
に関して，普及率が小さい環境保全型農業の改善にもっとも大きな MWTP を持っている
ことを明らかにした．さらに，条件付ロジットモデルとランダムパラメータモデルの二つ
のモデルによる推定結果の比較から，条件付ロジットモデルでは MWTP が過大になり得
ることを指摘している． 
本研究は，まず，保全対象がアンケート回答者の居住する都道府県である点が栗山・吉
田(2011) 9)と異なっている．本研究では，生物多様性地域戦略(環境省編，2013)2)のように，
各都道府県が国とともに生物多様性保全の重要な担い手となりつつあることから，このよ
うに各都道府県の生態系を対象とした．その他に，保全する生態系として住宅街や都市部
の生態系を考慮していること，生態系の利用・非利用について考慮していること，保全政
策の継続期間という時間的スケールについて考慮していることが，栗山・吉田(2011) 9)との
差別的な点と言えるだろう．まず，多くの人々が日常生活を送る住宅街や都市部における
生態系の保全は，国土交通省(2010)10)においても，非常に重要であることが指摘されてい
る．また，利用・非利用および時間的スケールについても，保全政策の一般的内容として
重要な項目であり，属性として設定する意義は高いといえるだろう． 
  
５－２ 選択型実験の概要 
５－２－１ 選択型実験における属性・属性レベルの詳細 
本節では，本研究の選択型実験の概要を示す．本研究では，互いに異なる生態系保全政
策においても，それらに共通する複数の「一般的性質」があると考え，それらを属性とす
る複数の生態系保全政策代替案からもっとも望ましいものを一つ選択する選択型実験を実
施する．ただし，後述するように，本研究における生態系保全政策は，各都道府県が実施
するとしている． 
まず，生態系保全政策の「一般的性質」を定義し，合わせてその属性レベルの解説を行
う．本研究では，どのような生態系保全政策でも，「保全対象生態系」，「景観・生き物保全
レベル」，「保全政策継続期間」の三つから成り立っていると考える．ただし，それぞれの
生態系保全政策において，この三つの性質の内容は様々であり，その相違に応じて本研究
では属性レベルを設定している． 
ここで，先取りして言えば，人々は選択型実験においてこれらの一般的性質(属性変数)
から成る効用関数を持っており，効用が最大となるように選択肢を決定すると暗に仮定し
ている．よって，これらの「一般的性質」という用語は，様々な政策間で共通する性質と
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いう意味で本研究では使用しているが，人々が生態系保全政策の是非を判断する際に一般
的に注目する点という意味でも「一般的性質」と言えるだろう． 
 
■保全対象生態系 
まず，「保全対象生態系」とは，各都道府県の保全政策が対象とする生態系を表している．
日本には，豊かで多様な生態系が存在しているが，「保全対象生態系」の属性レベルは，生
態系をより一般化した『原生生態系』，『田畑・雑木林・漁港(里山/里海)』，『住宅地・市街
地・都市部の緑地』の三つから成るとしている． 
『原生生態系』とは，人間の手が加わっていない原生的な生態系を意味しており，北海
道の知床や釧路湿原，小笠原諸島や瀬戸内海など，世界自然遺産や国立公園などに登録さ
れている生態系は，人間の手が加わっていない原生生態系として特に有名であり，多くの
在来種・固有種の動植物が生息している．また，近年ではエコツーリズム推進法(環境省，
2007)11)などを受け，観光地としても人気となっている．ただし，国立公園のような指定を
受けていなくとも，日本には原生生態系が各地に存在していることは言うまでもない．こ
のような原生生態系の多くは，高度経済成長期からの開発によって急激に失われつつある．
動植物のレッドデータリスト掲載1などは，原生生態系の喪失を表していると言えるだろう． 
 
 
次に，『田畑・雑木林・漁港(里山/里海)』とは，自然と人々の中間に存在する田畑や雑木
林，漁港などにおける生態系であり，人々の暮らしや伝統文化と深く関わり，人々の管理・
手入れによって成り立つものである(図５－３，５－４)．このような人の手が加わった環
境は，農作物や木材，水産物などを得るというのが本来の目的であるが，古くから様々な
生き物にとって貴重な生息場所となり，日本における生物多様性を支えているとして近年
注目を集めている．特に，2010 年に愛知県・名古屋市で開催された生物多様性条約第 10 回
締約国会議(COP10)において，里山・里海のような２次的自然地域における持続可能な管
理・利用のための取組みである里山イニシアティブ(SATOYAMA Initiative)が日本政府によ
って提唱され，締約国から多くの賛同を得たことは，記憶に新しい(里山イニシアティブお
                                                   
1 最新の掲載情報などは，環境省生物多様性センター生物多様性情報システムより検索が可能である．
www.biodic.go.jp/J-IBIS.html 
 
図５－１ 小笠原諸島 
 
図５－２ 釧路湿原 
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よび里山・里海については，Duraiappah et al, ed. (2012)12)が詳しい)．さらに，農山漁村にお
ける滞在型余暇活動であるグリーンツーリズム(農林水産省，2013)13)の普及により，エコツ
ーリズムにおける原生生態系とともに新たな観光地として認知されつつある．最後に，『住
宅地・市街地・都市部の緑地』は，住宅街や都市部の公園，街路，ビルの壁面・屋上緑化
などの都市緑化によって形成される緑地における生態系である．これらは，日常生活にお
ける人々の憩いの場としての機能や，ヒートアイランド現象のような都市特有の環境問題
への対策という一面のほかに，多くの動植物にとって貴重な生息場所となっているという
面を持っている． 
 
2 
 
 
■景観・生き物保全レベル 
次に「景観・生き物保全レベル」とは，生態系の利用形態によって変化する生態系の「景
観(見た目)」と「生き物(個体数・主数)」の保全レベルを表しており，利用形態と保全レベ
ルがセットになっている．我々人間は，生態系の構成要素を様々な形で利用し，そこから
様々な恩恵(生態系サービス)を受けている．ミレニアム生態系評価(Millennium Ecosystem 
Assessment, MA)において，生態系サービスは供給・調整・文化的・基盤サービスの四つに
                                                   
2 環境省里海ネット www.env.go.jp/water/heisa/satoumi/ 
 
図５－３ 里山の風景 
 
図５－４ 里海概念図 2 
 
図５－５ 街路樹 
 
図５－６ 屋上緑化 
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分類されている(UNEP (2005)14), 本論文第２章参照)が，一般的に人間が日常生活において
実感することができる生態系サービスは，基盤サービスを除いた供給・調整・文化的サー
ビスであり，供給サービスは人間の直接的(物質的)な利用，調整サービスと文化的サービ
スは人間の間接的(非物質的)な利用によってそれぞれ実感される．よって，生態系の利用
形態は大きく直接的(物質的)利用と間接的(非物質的)利用に分けることができる． 
本研究では，生態系保全政策を実施したとしても，直接的・間接的利用のいずれかがあ
る場合は，ある程度の生態系の破壊や劣化は伴うと想定している．例えば，たとえ植林な
どのように持続的利用を進める林業においても，伐採された直後は景観や生き物の生息場
所が喪失したと捕らえることはできる．一方，間接的な利用による生態系の破壊・劣化の
例として挙げられるのは，原生生態系における散策路の整備や過度な来訪による地面の荒
廃などである．このように，利用による保全率低下の仮定は，ある程度妥当と言えるだろ
う．このように，生態系の直接的・間接的利用には生態系の劣化が避けられないとし，景
観・生き物保全レベルの属性レベルを『利用制限(保全率 100%)』『直接利用可(保全率 75%)』
『間接利用可(保全率 75%)』『直接・間接利用可(保全率 50%)』の四つの保全レベルを設定
した．ただし，保全率は厳密に保全生態学などの知見に基づいているものではなく，あく
まで目安として設定しているものである． 
『利用制限(保全率 100%)』は，生態系の破壊・劣化の原因となる木材利用や食料などの
直接的(物質的)サービス，調整サービスやレクリエーション・エコツーリズムなどの間接
的(非物質的)サービスの両方の利用が，生態系を現在の状態から全く破壊・劣化させない
レベルまで制限されるとする．これによって生態系の景観・生き物は，現在の状態から
100％保全されるとする． 
『直接利用可(保全率 75%)』と『間接利用可(保全率 75%)』は，保全を実施しつつも，直
接的利用と間接的利用のいずれかが可能な場合を表している．前述のとおり，生態系の利
用は，生態系サービスの享受と引き換えに，生態系の劣化をもたらす原因となる．よって
この属性レベルにおいて，生態系の景観・生き物は，現在の状態から 75%保全され，残り
の 25％が破壊・劣化されるとしている． 
最後に，『直接・間接利用可(保全率 50%)』は，保全を実施しつつも，直接的・間接的利
用の両方を許容するものであり，生態系の景観・生き物の保全率は 50%となっている． 
 
■保全政策継続期間 
生態系保全政策には，個別プロジェクトなどの短期的なものから，生物多様性国家戦略
2012－2020(環境省，2012)1)や仙台市の定める「みどりの基本計画 2012－2020」(仙台市，
2012)15)などの中長期的に継続されるものまで，それぞれ存在している．また，生態系保全
に限らず，一般的な政策・計画というものは短期のものから長期のものまで存在するのが
一般的であり，本研究では，政策の継続期間を生態系保全政策の一般的性質の一つとし，
選択型実験における属性に設定している． 
保全政策継続期間の属性レベルは，『1年』，『5 年』，『10年』，『30 年』に設定している．
『1 年』と『5 年』を比較的な短期的な保全政策とし，『10 年』を中期，『30 年』を長期と
想定して設定したものである．この継続期間中，家計は毎年政策実施のための費用(年間家
計負担金)を支払う必要があるとする． 
78 
 
 
本研究では，上記の三つを生態系保全政策の一般的性質と定義する．そして，この三つ
に「年間家計負担金」を追加した四つを選択型実験におけるプロファイルの属性としてい
る．ただし，「年間家計負担金」の属性レベルは，『1千円』『2 千円』『4 千円』『8千円』の
四つである．以下の表５－１に属性と属性レベルについてまとめる． 
 
 
  
５－２－２ 選択型実験アンケート調査概要 
前述のとおり，本研究では一般市民に対して選択型実験形式のアンケート調査を実施し，
人々の生態系保全政策の一般的性質に対する選好を明らかにする(アンケート調査票は付
録３を参照されたい)．第４章でも紹介したように，選択型実験は，評価対象を構成する属
性からなる複数の束(プロファイル)の中から，最も望ましいと思うものを一つ選択すると
いう行為を繰り返すものであり，近年，環境の経済価値評価の分野で多用されている．選
択型実験は，仮想評価法とともに表明選好法に分類され，その評価結果で明らかとなる経
済的価値には，環境経済学における利用価値・非利用価値の両方が含まれるとされる．よ
って，第４章の生物多様性や，本章の生態系のように利用価値とともに非利用価値を持つ
とされる環境質の経済的総価値を評価するのに適しているといえるだろう．そして，仮想
評価法が環境質の変化全体に対する WTP のみ明らかにするのに対して，選択型実験の場
合は環境質の属性ごとの変化に対するWTP(MWTP)を評価できることから，属性間の比較
あるいは複数の政策代替案間の比較ができるという点で近年注目を集めている(柘植・栗
山・三谷編(2011)16))． 
前述のように，仮想評価法や選択型実験では，WTP(MWTP)の推定のために評価対象の
変化に関する仮想的なシナリオを設定する必要がある．本研究の評価対象は「生態系保全
政策」そのものであり，保全政策が無い現状から保全政策を導入するという仮想的な状況
を実現するための WTP を推定することとなる．本研究の選択型実験では以下の生態系保
全政策のシナリオを設定している． 
 
■仮想シナリオ 
現在，日本を含めた世界の生態系の破壊・劣化が進んでおり，すでに日本でも様々
な保全政策が実施されているものの，生態系の破壊・劣化は続いている．また，新た
な生態系保全政策が導入されなければ，生態系の急激な破壊・劣化が今後も続く．こ
表５－１ 属性レベル詳細 
 保全政策案 保全無し 
保全対象生態系 
原生生態系 
田畑・雑木林・漁港(里山/里海) 
住宅地・市街地・都市部の緑地 
保全対象無し 
景観・生き物保全レベ
ル 
利用制限(保全率 100%) 
直接利用可(保全率 75%) 
間接利用可(保全率 75%) 
直接・間接利用可(保全率 50%) 
直接・間接利用可 
(保全率 0%) 
保全政策継続期間 1 年，5 年，10 年，30年 0 年 
年間家計負担金 1 千円，2 千円，4 千円，8 千円 0 円 
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のような現状を改善するため，回答者の住むそれぞれの都道府県で新たな生態系保全
政策が複数計画されており，そのうちの一つだけ導入されるとする．その導入により，
政策が示す{保全対象生態系，景観・生き物保全レベル，保全政策継続期間，家計年間
負担金}が必ず実現する． 
 
このような仮想的な状況の下で，回答者にとって最も望ましいと思う生態系保全政策案を
選んでもらった．この際に回答者に提示する保全政策代替案が，先に解説した四つの属性
からなる．回答者は，三つの保全政策代替案(プロファイル)と，保全無し，そして『どれも
望ましいと思わない』という五つの選択肢の中から一つ選んでもらう．プロファイルは，
属性と属性レベルから，3×4×4×4＝192 通り存在することになるが，言うまでもなく，
それらすべてを用いて質問を作成し，回答することは不可能である．よって，少ない回答
でも選好が推定できるよう，これまでは直交表を用いてプロファイルを作成するのが一般
的であった．ただし，直交計画に基づいたプロファイルの作成では，非現実的な組み合わ
せが生じる可能性があり，そのようなプロファイルの存在は不適切な回答を導く恐れがあ
る．しかしながら，非現実的なプロファイルを除去すると，直交性が崩れる恐れもあるた
め，近年では，非現実的な組み合わせが生じないようにあらかじめ設定し，また，直交表
以外の D効率性などに基づいたプロファイルデザインも主流化しつつある(栗山・庄司編，
2005)17)．本研究では，CHOICEMETRICS 社のプロファイルデザインソフト“Ngene”を使用
し，D 効率性が最大となる 32 の組み合わせ(一つにつきプロファイル 3 個)を作成し，4 組
ずつ 8グループに分け，回答者に各グループからランダムに 1問，合計 8 問が提示される
ようにした． 
 
 
 
アンケートではまず，アンケートの回答に必要最低限の基礎的知識について図や表を交
えて解説し，回答者の無理解や誤解に基づくバイアスの除去に努めた．この基礎的知識に
関する解説を読んでもらった後，本研究の選択型実験についての解説を読んでもらった．
選択型実験実施の準備としてここまでの解説を読んでもらった後，回答者にはそれまでの
解説の内容に関する簡単な質問二つに回答してもらい，解説を理解したか，また，無気力
な回答をしていないかなどを確認した．本研究では，母集団を日本全国の家計とし，イン
ターネット調査会社マクロミルを通じて 1,047 サンプル(1,047 家計)分を回収した． 
 
案 A 案 B 案 C 保全無し 
保全対象生態系 …２  
住宅地・市街地 
都市部の緑地 
原生生態系 
田畑・雑木林・ 
漁港(里山/里海) 
保全対象無し 
景観・生き物保全レベル …２  
利用制限 
(保全率１００%) 
間接利用可 
(保全率７５%) 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間 …２ １年 ５年 １０年 ０年 
年間家計負担金 …２ １千円 ２千円 ８千円 ０円 
  ↓ ↓ ↓ ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇 ● 〇 〇 
図５－７ 選択型実験(例) 
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今回は，総務省の労働力調査(総務省，2013)18)における産業別就業者比率にサンプルを合
わせている(表５－２)．このような回収としたのは，職業が属性選択に及ぼす影響を考慮
するためである．特に，第４章の研究でのアンケート調査では，サンプルを年齢や男女比
で合わせてしまったため，サンプルの職業が偏ってしまい，職業が選択に与える影響を分
析することができなかったことによる． 
 
 
５－２－３ 第４章の研究との相違 
本章の選択型実験の概要が概ね揃ったところで，最後に本論文第４章と本章の相違につ
いて論じる．第４章では，仙台市の生物多様性の評価という，一見すると既存研究と同様
に評価対象を特定的に設定しているようである．ただし，回答者に対して提示する生物多
様性は，仙台市全体ではなく，仙台市内にある 1km四方の複数の仮想的な地区においての
ものであり，それら地区の生物多様性が共通して，生態系・種に関する六つの属性を持つ
としている．このように，本章の研究と同様に，評価対象が既存研究に比べて抽象的であ
り，なおかつ生物多様性保全対象地区で共通する「生物多様性の一般的性質」と言える属
性分類であるため，第４章と本章は，アンケート設計上は非常に似たものと言えるだろう． 
ただし，第４章と本章は，評価対象の内容が大きく異なっている．第４章は仙台市の生
物多様性，特に生態系・種の種数に注目し，それらの 1生態系・種の変化に対する MWTP
を評価したものである．つまり，MWTP で見た場合にどの属性を優先的に保全すべきか，
あるいは生態系・種の分布データと MWTP を照らして TEVB を算出し，総合的にどの地
区を優先的に保全すべきか，という保全対象に関する分析は可能であるが，保全の形態や
期間など，第４章の研究結果から保全対象以外の具体的内容に関して言及することは難し
い．一方，本章では後述のとおり，生態系保全政策そのものを選択型実験の評価対象とし，
属性に保全政策の一般的性質(保全対象生態系，景観・生き物保全レベル，保全政策継続期
間)を設定している．これにより，具体的な保全対象の決定に加えて，保全政策として取る
べき形態や継続期間という，保全政策の具体的内容に関する幅広い分析が可能となってい
る．このように第４章と本章は，概念的に似たものであるが，第４章が評価対象として「保
全政策の対象(仙台市の生物多様性)だけ」としているのに対し，本章が「保全政策の内容全
般(対象＋形態・期間)」としていることが，大きな違いと言えるだろう． 
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５－３ 推定結果 
５－３－１ アンケート回答の概要 
本研究では，選択型実験を実施し，その結果を第４章と同様に条件付ロジットモデルと
潜在クラスモデルによって分析する．モデル展開は４－４を参照されたい．まず，以下の
表５－３に回答者の男女比および年齢構成を示す．ただし，理解度を確認する質問に不正
解であった回答者の回答を無効票とし，それらを除いた有効サンプル数は 911 であった．
前述のように本研究では職業比率を平成 24 年労働力調査に合わせる一方で，予算の関係
から年齢構成や男女比については考慮していない．平成 22 年国勢調査(総務省，2011)19)と
比較すると，男性の割合が高く，また 20～49 才までにサンプルが集中していることがわか
る．これは，職業の割合を設定したことが原因であると思われる．この偏りについては，
推定結果を分析する場合に考慮すべきであろう．次に，表５－４に，回答者の居住する都
道府県の割合を示す．本研究では，各都道府県が実施する生態系保全政策の導入を仮想シ
ナリオとして回答者に想定してもらっているが，都道府県ごとに有する生態系は異なり，
またそれらに対する保全政策も当然様々である．生態系保全政策の一般的性質が全都道府
県で共通すると本研究では仮定しているものの，回答者の居住する都道府県の違いが選好
に影響を及ぼす可能性は十分に考えられるだろう．この点については，潜在クラスモデル
におけるメンバーシップ関数の変数候補として，自然公園ダミー(自然公園の面積上位 10
都道府県=1)，耕地ダミー(耕地面積の県土に対する割合上位 10 都道府県=1)，人口密度ダ
ミー(平成 22 年国勢調査都道府県別人口密度上位 10都道府県=1)を導入する． 
 
 
 
表５－３ アンケート回答者の男女・年齢構成 
年齢(才) 
アンケートサンプル(%) 平成 22 年国勢調査(%) 
年齢構成 男性 女性 年齢構成 男性 女性 
20-29 21.4 52.6 47.4 16.5 50.7 49.3 
30-39 29.1 51.2 48.8 21.8 50.6 49.4 
40-49 25.6 51.3 48.7 20.2 50.2 49.8 
50-59 12.3 56.1 43.9 19.6 49.6 50.4 
60-69 11.6 54.3 45.7 21.9 48.5 51.5 
全体(%) 100.0 53.1 46.9 100.0 49.9 50.1 
 
表５－４ アンケート回答者の居住都道府県構成 
都道府県 人数 % 都道府県 人数 % 都道府県 人数 % 
北海道 55 6.0 石川県 8 0.9 岡山県 17 1.8 
青森県 10 1.1 福井県 4 0.5 広島県 20 2.2 
岩手県 6 0.7 山梨県 7 0.8 山口県 11 1.2 
宮城県 15 1.7 長野県 21 2.3 徳島県 3 0.4 
秋田県 6 0.7 岐阜県 14 1.5 香川県 9 1.0 
山形県 6 0.7 静岡県 22 2.4 愛媛県 6 0.7 
福島県 12 1.3 愛知県 42 4.6 高知県 1 0.2 
茨城県 22 2.5 三重県 10 1.1 福岡県 33 3.6 
栃木県 16 1.7 滋賀県 10 1.1 佐賀県 2 0.3 
群馬県 16 1.7 京都府 27 2.9 長崎県 10 1.1 
埼玉県 43 4.7 大阪府 58 6.3 熊本県 8 0.9 
千葉県 50 5.4 兵庫県 52 5.6 大分県 4 0.5 
東京都 103 11.2 奈良県 10 1.1 宮崎県 9 1.0 
神奈川県 82 8.9 和歌山県 7 0.8 鹿児島県 9 1.0 
新潟県 18 2.0 鳥取県 1 0.2 沖縄県 7 0.8 
富山県 9 1.0 島根県 0 0.1 全体 911 100.0 
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次に，選択型実験に関する質問以外の生態系保全政策に関する質問に対する回答結果を
次の表５－５に示す．表５－５から，全体的には日常生活における実感では供給サービス
がもっとも高くなっているが，調整サービス・文化的サービスと大きな差は無かった．そ
の一方で，保全政策において重視すべき生態系サービスでも供給サービスが最も高くなっ
ているが，それ以上に文化的サービスに対する支持率の低さが顕著となっている．実感度
は大きく変わらないにもかかわらず，重視すべきか否かで差が生まれるという点は興味深
い結果であり，供給サービスや調整サービスが日常生活の根源的な部分を支えている一方
で，文化的サービスは心の豊かさや娯楽という色合いが強いためにこのような結果となっ
た可能性があるだろう．次に，保全政策の計画・実施主体としては，国の場合に『とても
望ましい』がもっとも高くなり，『ある程度望ましい』を含めると都道府県への支持率がも
っとも高くなっている．この結果から，本研究で設定した仮想シナリオにおいて保全政策
の実施主体が各都道府県であるという仮定がある程度適切であったことを示唆していると
言えよう．最後に，保全政策の恩恵を受ける世代については，回答者は将来世代を重視し
ていることが，将来世代重視への支持率および現代世代重視への不支持率にはっきりと現
れている．これらの回答は，家計の所得や年齢，性別，職業とともに潜在クラス数の決定
のためのメンバーシップ関数の説明変数として利用する． 
 
 
 
表５－５ 生態系保全政策に関する質問の回答結果 
日常生活における供
給サービスの実感
(%) 
おおいに恩恵を受けている 34.2 
供給サービスの保全
を重視する政策(%) 
とても望ましいと思う 13.8 
すこし恩恵を受けている 23.9 ある程度望ましいと思う 45.7 
どちらともいえない 24.9 どちらともいえない 32.1 
あまり恩恵を受けていない 14.5 あまり望ましいと思わない 6.5 
全く恩恵を受けていない 2.5 全く望ましいと思わない 1.8 
日常生活における調
整サービスの実感
(%) 
おおいに恩恵を受けている 16.9 
調整サービスの保全
を重視する政策(%) 
とても望ましいと思う 11.2 
すこし恩恵を受けている 32.6 ある程度望ましいと思う 43.6 
どちらともいえない 30.5 どちらともいえない 38.3 
あまり恩恵を受けていない 17.3 あまり望ましいと思わない 5.3 
全く恩恵を受けていない 2.8 全く望ましいと思わない 1.6 
日常生活における文
化的サービスの実感
(%) 
おおいに恩恵を受けている 15.2 
文化的サービスの保
全を重視する政策
(%) 
とても望ましいと思う 5.8 
すこし恩恵を受けている 36.8 ある程度望ましいと思う 36.3 
どちらともいえない 27.3 どちらともいえない 40.4 
あまり恩恵を受けていない 17.3 あまり望ましいと思わない 14.8 
全く恩恵を受けていない 3.4 全く望ましいと思わない 2.7 
各市区町村が保全政
策を主導(%) 
とても望ましいと思う 16.2 
現代世代重視(%) 
とても望ましいと思う 10.4 
ある程度望ましいと思う 46.4 ある程度望ましいと思う 26.7 
どちらともいえない 24.0 どちらともいえない 33.4 
あまり望ましいと思わない 10.5 あまり望ましいと思わない 23.3 
全く望ましいと思わない 2.9 全く望ましいと思わない 6.1 
各都道府県が保全政
策を主導(%) 
とても望ましいと思う 14.7 
将来世代重視(%) 
とても望ましいと思う 19.7 
ある程度望ましいと思う 51.5 ある程度望ましいと思う 44.1 
どちらともいえない 24.5 どちらともいえない 29.9 
あまり望ましいと思わない 7.4 あまり望ましいと思わない 4.7 
全く望ましいと思わない 1.9 全く望ましいと思わない 1.6 
国が保全政策を主導
(%) 
とても望ましいと思う 26.8 
ある程度望ましいと思う 33.7 
どちらともいえない 26.3 
あまり望ましいと思わない 11.0 
全く望ましいと思わない 2.2 
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５－３－２ 条件付ロジットモデル推定結果 
まず，基本的な条件付ロジットモデルによる推定結果を以下の表５－６に示す．推定は，
Econometric Software 社の統計ソフト Nlogit5 で実施した．ただし，本研究では，年間家計
負担金以外の属性の属性レベルをダミー変数として推定したところ，多重共線性の問題に
直面した．多重共線性の問題については，属性間に相関があるなど，プロファイル設計の
問題によって発生する．このままでは推定が不可能であるため，止む無く本研究では，「保
全対象生態系」のみダミー変数とし，「景観・生き物保全レベル」と「保全政策継続期間」
を連続変数として推定を実施した．つまり，ランダム効用モデルにおける回答者の効用関
数を，次の式(1)のように仮定していることを意味する． 
 
NAT NAT SAT SAT URB URB
LEV LEV DIR DIR DUR DUR COS COS
U V x x x
x x x x
   
    
    
    
  (1) 
 
式(1)の  および xのインデックスは，表５－６に対応している．ここで， NATx ， SATx ，
URBx はそれぞれ，「保全対象生態系」が『原生生態系(NAT)』，『田畑・雑木林・漁港(里山/里
海) (SAT)』，『住宅地・市街地・都市部の緑地(URB)』である選択肢を選んだ場合に 1，それ
以外の場合に 0 となるダミー変数である．また，式(1)では，回答者と選択肢を表すインデ
ックスを省略している．このとき，「保全対象生態系」については，各属性レベルの有無に
対する WTP であり，「景観・生き物保全レベル」については，1%の保全率上昇に対する
MWTP，「保全政策継続期間」については，保全期間 1 年の増加に対する MWTP と解釈で
きる．「景観・生き物保全レベル」と「保全政策継続期間」については，「保全対象生態系」
と同様に属性レベルごとのダミー変数とした場合の推定結果では，前述のとおり多重共線
性が発生していたものの，いくつかの変数を除いて推定した場合，保全率および継続年数
と効用水準の間には線形の関係があることが示唆されたため，連続変数とすることにある
程度の妥当性がある判断した．ただし，「景観・生き物保全レベル」の属性レベルには保全
率が同じ 75％の「直接利用可」と「間接利用可」という内容の異なる属性レベルを設定し
ているため，推定には直接利用可ダミーを設定し，両者の相違が分析できるようにしてい
る． 
 
表５－６を見ると，「保全対象生態系」，「景観・生き物保全レベル」，「保全政策継続期間」
の符号が正，年間家計負担金が負となっていることから，符号条件を満たしていると言え
表５－６ 条件付ロジットモデル推定結果 
 係数 係数標準偏差 P値 95%信頼区間 
MWTP 
(¥) 
MWTP(¥) 
 95%信頼区間 
原生生態系(NAT) 1.12038*** 0.08108 0.000 0.96147 1.27929 7,469 5,655  9,841 
田畑・雑木林・漁港(里山/里海) (SAT) 1.28548*** 0.07534 0.000 1.13781 1.43315 8,570 6,693 11,024 
住宅地・市街地・都市部の緑地(URB) 1.05616*** 0.08203 0.000 0.89537 1.21694 7,041 5,266  9,361 
景観・生き物保全レベル(LEV) 0.00794*** 0.00090 0.000 0.00618 0.00970   53   36    75 
直接利用可ダミー(DIR) 0.02460 0.03680 0.504 - 0.04753 0.09672 － － － 
保全政策継続期間(DUR) 0.00360** 0.00162 0.026 0.00043 0.00677   24    3    52 
家計年間負担金(COS) - 0.00015*** 0.00001 0.000 - 0.00017 - 0.00013 － － － 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
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るだろう．ただし，それぞれの係数の値は大きく異なっていることが分かる．なお，直接
利用可ダミーは有意とならなかった．MWTP を計算すると，保全対象生態系がいずれも大
きな値を示しており，特に『田畑・雑木林・漁港(里山/里海)』が最も高い金額(8,570 円)を
示しており，次に『原生生態系』(7,469 円)，『住宅地・市街地・都市部の緑地』(7,041 円)
と続いている．一方，「景観・生き物保全レベル」のMWTP は 53 円，「保全政策継続期間」
の MWTP は 24 円となっている．これは，保全率 100%の場合は 5,300 円，75%の場合は
3,975 円，50%の場合は 2,650 円のWTP であり，保全政策継続期間が 5年の場合は 120 円，
10 年の場合は 240 円，30 年の場合は 720 円の WTP となることを意味する． 
これら各属性の WTP を比較すると，「保全対象生態系」の三つの属性レベルに対する
WTP が「景観・生き物保全レベル」と「保全政策継続期間」に比べて突出して高いことが
わかる．これは，人々が保全政策について考える場合，「保全対象生態系」に特に注目して
いることを示していると考えられる．また，「保全対象生態系」の中で『田畑・雑木林・漁
港(里山/里海)』の WTP が最も高いと言う結果は，日常生活における自然的な豊かさや生
態系に配慮した農林漁業に対する人々の関心が高まっていることを示していると考えられ
る． 
この他に，「景観・生き物保全レベル」の MWTP が有意に正であり，なおかつ保全政策
における直接利用と間接利用の相違を示す「直接利用可ダミー」は有意になかったことは，
利用制限などの規制を伴う「保護」のような保全政策を人々が望ましいと考えていること
を示唆していると考えられる．さらに，「保全政策継続期間」の MWTP が正であることは，
人々が一定の金額を保全政策継続期間中に毎年負担してでも，中長期的な保全を希望する
ということを示していると考えられる． 
 
５－３－３ 潜在クラスモデル推定結果 
 次に，潜在クラスモデルによる推定結果を示す．条件付ロジットモデルでは，人々の選
好を同質として推定を実施したが，第４章における生物多様性と同様に，生態系保全政策
の一般的性質においても，選好の多様性の存在を考慮する必要があるだろう．クラス数の
決定は，第４章と同様の手法による．まず，メンバーシップ関数が定数項のみの場合のそ
れぞれの情報量基準値を以下の表５－７に示す． 
 
 
表５－７から，クラス数が 3 のときに AIC，crAIC が最小となることがわかった．一方，
BIC および HQC の値は条件付ロジットモデル，つまりクラス数が 1 の時の値が最小とな
った．本研究では，潜在クラスモデルの推定ではクラス数を 3とする．次に，このときの
情報量基準値に近づくようにメンバーシップ関数の説明変数を設定する．メンバーシップ
表５－７ 情報量基準値 
 
条件付ロジット
モデル 
潜在クラスモデル 
クラス数2 クラス数3 クラス数4 クラス数5 クラス数6 
赤池情報量基準(AIC) 17,665.1 17,649.8 17,648.6 17,658.1 17,668.4 17,686.2 
有限修正 AIC(crAIC) 17,665.1 17,649.9 17,648.8 17,658.4 17,668.8 17,686.9 
ベイズ情報量基準(BIC) 17,713.2 17,753.0 17,806.7 17,871.2 17,936.5 18,009.4 
Hannan Quinn 情報量基準(HQC) 17,681.6 17,685.3 17,703.0 17,731.5 17,760.6 17,797.5 
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関数の候補となる変数は，表５－８にまとめている．社会属性的変数としては，性別と年
齢，年収とともに，表５－２に示した職業分類のなかで，生態系サービスと関連すると予
想される 11 業種(農業，林業，漁業，食料品・飲料・タバコ製造業，繊維，製材・家具・
紙，医薬品，保険，教育，研究開発，娯楽・観光業)の場合に 1 となるダミー変数を設定し
た．その他には，表５－５に示した生態系保全政策に関する質問に対して肯定的な回答を
1 とするダミー変数と，回答者の居住する都道府県の影響を把握するため，「保全対象生態
系」における属性レベルと関連する三つのダミー変数(自然公園ダミー・耕地ダミー・人口
密度ダミー)を設定した．自然公園ダミーは，回答者の居住する都道府県が，環境省「自然
公園都道府県別面積総括」(環境省，2013)20)において自然公園(国立公園・国定公園・都道
府県立自然公園)の面積で上位 10 道県(北海道・宮城・山形・福島・新潟・長野・岐阜・三
重・兵庫・大分)の場合に 1となるダミー変数であり，回答者全体の 22.7%が該当する．次
に耕地ダミーは，回答者の居住する都道府県が，「平成 24 年耕地及び作付面積統計」(農林
水産省，2013)21)において，耕地面積の県土に対する割合で上位 10 県(青森，宮城，茨城，
栃木，埼玉，千葉，香川，福岡，佐賀，沖縄)の場合に 1となるダミー変数であり，回答者
全体の 22.8%が該当する．最後に，人口密度ダミーは，回答者の居住する都道府県が，「平
成 22 年国勢調査」(総務省，2011)19)において，都道府県別人口密度で上位 10 都府県(埼玉，
千葉，東京，神奈川，京都，大阪，兵庫，奈良，福岡，沖縄)の場合に 1となるダミー変数
であり，回答者全体の 50.5%が該当する．なお，自然公園ダミーの基準を自然公園の面積
としたのは，県土に対する自然公園の割合では，北海道や沖縄県など，自然公園として有
名な県が中下位となり，小笠原諸島を有する東京都など，一般的に都市部に数えられる県
が上位になるなど，回答者の認識と乖離が生まれる可能性があったためである．また耕地
については，自然公園の場合と異なり，より生活の身近に存在するものであるから，耕地
面積よりもいかに耕地開発がなされているかを示す県土に対する耕地面積の割合を基準に
ダミーを設定した次第である． 
 これらをメンバーシップ関数の変数に設定し，再び潜在クラスモデルの推定を実施した
結果，性別(女性＝1)と表５－５に示した生態系保全政策に関する質問を基に設定した変数
の場合に情報量基準値が表５－７のものに最も近づき，その場合もクラス数が 3のときに
情報量基準値が最小となった．一方，年齢，年収，職業ダミー，居住する都道府県に関す
る三つのダミーは含まれなかった．次ページに潜在クラスモデルの推定結果とメンバーシ
ップ関数の推定結果を示す．ただし，第４章においても述べたように，今回参考とした森
田・馬奈木(2013)22)の手法では，変数の設定に明確なアルゴリズムや基準があるわけではな
いことから，不十分と言わざるを得ない．メンバーシップ関数の推定における信頼性の向
上は，今後の課題とする．  
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次に，クラス別の推定結果を以下の表５－９に，クラス 3 を基準とした際のメンバーシ
ップ関数の説明変数の係数を表５－１０に示す． 
  
表５－８ メンバーシップ関数説明変数候補 
変数名 yj 
性別(女性:1, 男性:0) ysex 
年齢 yage 
年収 yincome 
職業ダミー：生態系サービスと関連が深いと思われる職業(農業，林業，漁業，食料品・飲料・タバコ
製造業，繊維，製材・家具・紙，医薬品，保険，教育，研究開発，娯楽・観光業)=1 
yjob 
供給サービス実感(強く実感，ある程度実感:1) yprovision_realization 
調整サービス実感(強く実感，ある程度実感:1) yregulating_realization 
文化的サービス実感(強く実感，ある程度実感:1) ycultural_realization 
供給サービス重視の望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) yprovision_desirability 
調整サービス重視の望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) yregulating_desirability 
文化的サービス重視の望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) ycultural_desirability 
各市町村が保全政策を主導することの望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) ymunicipal 
各都道府県が保全政策を主導することの望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) yprefectural 
国が保全政策を主導することの望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) ynational 
現代世代重視の望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) ycontemporary 
将来世代重視の望ましさ(非常に望ましい，ある程度望ましい:1) yfuture 
自然公園ダミー：環境省「自然公園都道府県別面積総括」において，自然公園(国立公園・国定公
園・都道府県立自然公園)の面積上位 10 道県(北海道，宮城，山形，福島，新潟，長野，岐阜，三
重，兵庫，大分):1 
ynature_park 
耕地ダミー：農林水産省「平成 24年耕地及び作付面積統計」において，耕地面積の県土に対する
割合上位 10県(青森，宮城，茨城，栃木，埼玉，千葉，香川，福岡，佐賀，沖縄):1 
yfarmland 
人口密度ダミー：平成 22 年国勢調査都道府県別人口密度上位 10 都道府県(埼玉，千葉，東京，
神奈川，京都，大阪，兵庫，奈良，福岡，沖縄):1 
ypopulation_density 
 
表５－９ 潜在クラスモデル推定結果 
  係数 係数標準偏差 P値 95%信頼区間 
MWTP 
(¥) 
MWTP(¥) 
 95%信頼区間 
クラス 1 
(34.8%) 
原生生態系 0.75306** 0.34807 0.031  0.07085  1.43526 3,274   221 10,252 
田畑・雑木林・漁港(里山/里海) 0.86986*** 0.32398 0.007  0.23488  1.50485 3,782   734 10,749 
住宅地・市街地・都市部の緑地 0.81854** 0.37357 0.028  0.08635  1.55073 3,559   270 11,077 
景観・生き物保全レベル 0.00115 0.00496 0.817 - 0.00857  0.01086 － － － 
直接利用可ダミー 0.18211 0.21117 0.389 - 0.23177  0.59600 － － － 
保全政策継続期間 0.00681 0.00651 0.296 - 0.00596  0.01957 － － － 
家計年間負担金 - 0.00023*** 0.00005 0.000 - 0.00032 - 0.00014 － － － 
クラス 2 
(29.9%) 
原生生態系 1.16116 0.94997 0.222 - 0.70075  3.02306 － － － 
田畑・雑木林・漁港(里山/里海) 1.67149* 0.94338 0.076 - 0.17750  3.52047 17,595 - 934 113,490 
住宅地・市街地・都市部の緑地 0.76887 0.95564 0.421 - 1.10415  2.64190 － － － 
景観・生き物保全レベル 0.02018*** 0.00670 0.003  0.00704  0.03332 212     37  11,107 
直接利用可ダミー - 0.82342** 0.39193 0.036 - 1.59159 - 0.05525 - 8,666 - 8,377 - 18,417 
保全政策継続期間 - 0.00440 0.00846 0.603 - 0.02098  0.01218 － － － 
家計年間負担金 - 0.00010** 0.00005 0.042 - 0.00019 - 0.00000 － － － 
クラス 3 
(35.2%) 
原生生態系 3.24741** 1.49780 0.030  0.31177  6.18304 18,041  1,299  56,209 
田畑・雑木林・漁港(里山/里海) 3.18192** 1.44647 0.028  0.34690  6.01695 17,677  1,445  54,700 
住宅地・市街地・都市部の緑地 3.40381** 1.53320 0.026  0.39879  6.40883 18,910  1,662  58,262 
景観・生き物保全レベル 0.00249 0.00388 0.520 - 0.00510  0.01009 － － － 
直接利用可ダミー 0.55376*** 0.21004 0.008  0.14210  0.96543 3,076   592   8,777 
保全政策継続期間 0.00388 0.00562 0.491 - 0.00715  0.01490 － － － 
家計年間負担金 - 0.00018*** 0.00003 0.000 - 0.00024 - 0.00011 － － － 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
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まず，表５－９の潜在クラスモデルによる推定結果を見ると，クラス 1 は，「家計年間負
担金」以外では「保全対象生態系」の限界効用のみ有意となっている．このことからクラ
ス 1 は，保全政策の実施全てに賛成であるが，保全対象の如何が生態系保全政策に対する
関心の大部分を占めているクラスと言えるだろう．また，「保全対象生態系」のすべての属
性レベルに対して正の WTP を持っており，条件付ロジットモデルの場合と同じく，『田畑・
雑木林・漁港(里山/里海)』に対する WTP がもっとも高くなっている．ただし，次点が『住
宅地・市街地・都市部の緑地』となっており，条件付ロジットモデルの結果と異なってい
る． 
クラス 2 については，「保全対象生態系」の中では『田畑・雑木林・漁港(里山/里海)』が
10%で有意となっている他に，「景観・生き物保全レベル」が 1%で有意となっている．よ
ってこのクラス 2は，生態系保全政策において景観や動植物の保全に重きを置く人々が多
く含まれるクラスと考えることができるであろう．また，「直接利用可ダミー」の係数が 5%
で有意かつ負となっていることから，クラス 2 に含まれる回答者はレクリエーションなど
の間接的利用に価値を置いており，この点は「景観・生き物保全レベル」の係数が有意に
正であることと整合的と言えるだろう．  
 最後に，クラス 3 は「保全対象生態系」がすべて正となっており，クラス 1 と比較的似
た傾向の選好を持つ人々のクラスと言えるだろう．ただし，『原生生態系』『田畑・雑木林・
漁港(里山/里海)』『住宅地・市街地・都市部の緑地』の三つの属性レベルの中で，『住宅地・
市街地・都市部の緑地』の WTP がもっとも高く，次点で『原生生態系』となっている点
は，クラス 1 の傾向と正反対である．また，すべての MWTP がクラス 1 のそれらに比べて
4 倍以上という非常に高い値となっていることから，クラス 1 とクラス 3 は価値付けのス
ケールという点でも大きく異なると言えるだろう．また，クラス 3 では「直接利用可ダミ
ー」の係数が 1%で有意かつ正の値を示していることから，特に直接利用が可能な保全政
策の形態が望ましいと思う人々の集団と言える．この点は，「直接利用可ダミー」の係数が
有意に負となったクラス 2と非常に対称的と言える． 
 このように，三つあるクラス間で生態系保全政策の一般的性質に対する選好が大きく異
なっていることがわかった．次に，表５－１０に示されるメンバーシップ関数の説明変数
の係数から，この選好の多様性に影響を与える要因を分析する．第４章で先述したように，
表５－１０ メンバーシップ関数説明変数係数値 
 クラス 1 クラス 2 クラス 3 
定数項 - 0.04041 0.20515 － 
性別(女性＝１) 1.12077*** 0.88567** － 
供給サービス実感(強く実感，ある程度実感=1) 1.28145** 0.87299* － 
調整サービス実感(強く実感，ある程度実感=1) 0.48398 0.07345 － 
文化的サービス実感(強く実感，ある程度実感=1) - 0.58524 - 0.71892* － 
供給サービス重視(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) 0.43121 0.82196** － 
調整サービス重視(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) - 1.42213** - 1.53026*** － 
文化的サービス重視(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) - 0.26711 0.51707 － 
各市町村が保全政策を主導する(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) - 0.79407** - 0.09530 － 
各都道府県が保全政策を主導する(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) - 0.46764 - 0.61910* － 
国が保全政策を主導する(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) 0.11894 - 0.23729 － 
現代世代重視(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) 1.13988** 0.40644 － 
将来世代重視(非常に望ましい，ある程度望ましい＝１) - 0.16525 - 0.30664 － 
*：10%有意 **：5%有意 ***：1%有意 
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メンバーシップ関数の説明変数を推定するためには，ある一つのクラスを基準とする必要
があるが，本研究ではクラス 3 を基準としている．よって表５－１０は，クラス 1・クラ
ス 2 がクラス 3 とどれくらい選好に差があるかを示すものである． 
クラス 1 については，クラス 3と比べ，女性，供給サービスを実感，調整サービスを実
感，調整サービスを不重視，各市町村主導が望ましくない，現代世代重視が望ましい，と
いう人々と言えるだろう． また，クラス 2 については，クラス 3 と比較して，女性，供給
サービスを実感，文化的サービスを不実感，供給サービスを重視，調整サービスを不重視，
各都道府県主導を望ましいと思わない，という人々の集団と言うことができる．この結果
は，表５－９の結果と比べて非整合的である．例えば，クラス 1 では「直接利用可ダミー」
は有意ではないが，メンバーシップ関数では「直接利用可ダミー」が有意なクラス 3 と比
べ，より直接利用的な供給サービスを実感し，間接利用的な調整サービスを不重視してい
る．また，クラス 2 では「景観・生き物保全レベル」の限界効用は正であり，また「直接
利用可ダミー」の限界効用は負であるため，間接的利用である調整サービスや文化的サー
ビスから影響を受けていると予想される．しかしながら，先述のとおり，むしろ供給サー
ビスを実感・重視し，文化的サービス・調整サービスを不重視している．このような非整
合的結果を説明する仮説としては，日常生活における実感や重視するものが選択行動に影
響を与えていない，本研究で設定した質問では要因の設定として不十分であった，回答者
が自らの選好と異なる選択行動を取った，などが考えられるだろう．また，５－３－３で
も述べたとおり，今回参考とした森田・馬奈木(2013)22)の手法の信頼性は低いと言わざるを
得ず，メンバーシプ関数の説明変数の設定や推定手法を再度検討する必要があるであろう． 
 
５－４ 結論 
本章では，特定的な評価対象に評価結果が依存するという環境の経済的価値評価の問題
点への対応として，評価対象を特定せず，保全内容が異なる様々な生態系保全政策に共通
して存在する「生態系保全政策の一般的性質」に対する人々の選好を明らかにすることを
提案するため，実際に選択型実験による評価を実施した．また，基本的な条件付ロジット
モデルに加えて，選好の多様性を考慮できる潜在クラスモデルによる推定を実施した．以
下に，本研究で明らかになった点をまとめる． 
■ 条件付ロジットモデルによる推定の結果，全体的に人々はすべての「保全対象生態系」，
「景観・生き物保全レベル」，「保全政策継続期間」に対して正の WTP(MWTP)を持って
おり，特に「保全対象生態系」に関する三つの属性レベル(『原生生態系』『田畑・雑木
林・漁港(里山/里海)』『住宅地・市街地・都市部の緑地』)へのWTP は，他の二つの属性
と比べて大きいという結果となった．この結果は，人々が保全政策について考える場合，
保全対象生態系に特に注目していることを示していると言えるだろう． 
■ 「保全対象生態系」に関する三つの属性レベルの中では，『田畑・雑木林・漁港(里山/里
海)』に対する WTP がもっとも高いという結果となった．自然公園への指定など，これ
までの生態系保全政策の対象の中心であった『原生生態系』以上に高い値を示したこと
は，日常生活における自然的な豊かさや生態系に配慮した農林漁業に対する人々の関心
が高まっていることなどが理由として考えられる． 
■ 条件付ロジットモデルの推定結果において，「景観・生き物保全レベル」の MWTP は有
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意に正となった．ただし，保全政策における直接利用と間接利用の扱いの相違は有意に
は影響しなかったことから，全体的に見て，利用制限などの規制を伴う「保護」のよう
な保全政策を人々が望ましいとしていることが示唆されるだろう． 
■ 条件付ロジットモデルの推定結果において，「保全政策継続期間」の MWTP は正となり，
人々が保全政策の継続を望ましいと感じていることが明らかとなった．これは，継続期
間中の毎年の負担金支払を認識した上での結果であり，人々は一定の金額を毎年負担し
てでも，継続的な保全を希望するということを示している． 
■ 潜在クラスモデルによる推定を行った結果，回答者は選好の相違から三つのクラスに分
類され，それぞれのクラスで推定結果が大きく異なるという結果となり，選好の多様性
の存在が裏付けられた．また，各クラスはそれぞれ，「保全対象生態系」を重視するク
ラス(クラス 1)，「景観・生き物保全レベル」と保全における間接利用可の条件を重視す
るクラス(クラス 2)，直接利用を重視するクラス(クラス 3)という特徴を持っていること
が推定結果から明らかとなった．このような選好の多様性の存在は，生態系保全政策の
立案や合意形成における複雑化の可能性を示すものであり，人々の間の選好の相違に配
慮した政策の立案の必要性を示唆するものである． 
■ 潜在クラスモデルのメンバーシップ関数における説明変数の係数を分析すると，クラス
3を基準とした場合，クラス 1は，性別・供給サービスの実感・調整サービスの重視・
各市町村主導・現代世代重視，クラス 2 は，性別・供給サービスの実感・文化的サービ
スの実感・供給サービスの重視・調整サービスの重視・各都道府県主導，が有意にクラ
ス 3 と異なることがわかった．これらは，第４章の結果と同様に，人々の生態系サービ
スの実感を促し，保全に対する関心を高める教育や啓発の重要性を示すものと言えるだ
ろう．ただし，各クラスの推定結果と照らし合わせると，推定結果においては直接利用
可ダミーに対して負の限界効用を持つクラス 2のメンバーシップ関数において，文化的
サービスの実感や調整サービスの重視の係数が負となっているなど，整合性が疑われる
点が存在している．この点については，今後更なる分析や改善が必要である． 
  
最後に本研究の課題を述べる．まず，本研究の目的から言えば，本来，生態系保全政策
の一般的性質に対する人々の選好を明らかにするだけでなく，明らかにした MWTP を用
いたシナリオ分析など，実際の政策評価や政策の意思決定に近い形での応用分析を実施し，
既存研究に対する本研究の優位性を明らかにすべきであろう． 
次に，条件付ロジットモデルの推定の段階で多重共線性が発生し，当初想定したように
「景観・生き物保全レベル」と「保全政策継続期間」の属性レベルをダミー変数として効
用関数に設定し，係数を推定することができなかった．今後，属性レベルの設定やプロフ
ァイルデザインの修正が必要であろう．同様に，本文中でも述べたように，潜在クラスモ
デルのメンバーシップ関数については，説明変数の選定や推定手法などを森田・馬奈木
(2013)22)の手法を参考に実施したものの，信頼性の高い手法とは言いがたく，さらにメンバ
ーシップ関数における説明変数の係数の符号が MWTP の符号と整合的ではない結果とな
るなど，推定結果においても信頼度は大きいとは言えないものであった．今後は，より信
頼性の高い手法によるメンバーシップ関数の推定を実施し，さらには潜在クラスモデルの
再推定が望ましい． 
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第６章 おわりに 
 
６－１ 全体の結論 
 生態系サービス・生物多様性保全への取組みが世界的に進むに伴い，人々の価値認識向上
による保全政策への合意形成や経済的手法による保全への応用などの様々な目的から，生
態系サービス・生物多様性の経済的価値評価に対する需要が大きくなっている．本研究では，
既存の生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価研究における問題点を指摘し，それら
の解決を目的として，実際に生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価を実施した． 
第１章では，本研究全体の背景として，世界的な生態系サービス・生物多様性の保全に向
けた CBDや日本の取り組みを整理し，今後ますます増加すると思われる生態系サービス・
生物多様性の保全政策導入に向け，生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価の必要性
が非常に高いことを示した．さらに，既存の生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価
の既存研究における問題点を示した上で，それら問題点を考慮した経済的価値評価を以降
の章で試みるという本論文全体の目的を明確化した． 
第２章では，第３章以降で経済的価値を評価する生態系サービス・生物多様性の本来の研
究領域である生態学分野における両者の基礎理論を整理し，混同されがちな両者の関係を
明確化した．さらに，環境経済学における環境の経済的価値理論をまとめ，生態系サービス・
生物多様性と経済的価値の関係を明確化した．これらの整理により，第１章において明らか
にした生態系サービス・生物多様性保全の意義がさらに強調されるとともに，第３章以降で
評価対象とするものが生態学的理論から見て具体的に何物であるかという，時として経済
的価値評価の既存研究では曖昧にされる点が明確化された．そして最後に，第２章でそれま
でに整理した生態系サービス・生物多様性の生態学的基礎理論や経済的価値理論と第３・
４・５章における研究内容との関連について整理した．このような生態学的側面を考慮した
生態系サービス・経済的価値評価は，IPBES に代表される科学者と政策立案者のコミュニケ
ーションの機会が今後ますます増えることが期待される中で，非常に重要な取り組みと言
えるであろう． 
 第３章では，JICA のマラウイでの技術協力プロジェクト COVAMS の経済評価として，
COVAMS がもたらす経済的便益の大きな部分を占める生態系サービスによる便益(等高線
栽培によるメイズの収量増加と土壌保全，植林による木材供給)を，メイズ収量増加と植林
は市場価格法，土壌保全は代替法によって評価し，プロジェクト全体の生態系サービスの価
値を仮想評価法によって評価した．既存研究において指摘されているように，市場価格法や
顕示選好法である代替法による評価の信頼性は利用するデータの正確性に依存するが，今
回の調査では正しくメイズや植樹数のデータに不正確性が存在したため，同時に仮想評価
法を適用したものである．第３章の評価の結果，等高線栽培によるメイズ収量増加と土壌保
全，植林による木材供給の経済的便益の額と表明選好法によるプロジェクトへの WTP が明
らかとなり，それらを COVAMS のプロジェクト運営費と比較すると，大きく便益が費用を
上回るという結果となった． 
このような第３章で実施した研究は，評価対象が定量的なプロジェクト評価事例が少な
い JICA の技術協力プロジェクトであることに加え，研究事例が非常に少ない開発途上国に
おける農業プロジェクト評価，生態系サービスの評価という点を考えれば，第３章の研究事
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例の蓄積という点での学術的貢献は非常に大きいと言える．また，生態系サービス・生物多
様性の保全に関する議論の中で非常に重要な位置にある開発途上国であるマラウイにおけ
る生態系サービスの経済的価値評価研究である第３章は，今後ますます導入される保全政
策の立案への貢献を考えれば，非常に重要な成果であると言えるだろう． 
第４章では，仙台市の生物多様性の経済的価値を選択型実験によって生態系・種別に評価
した．生物多様性の経済的価値評価に関する既存研究において，「生物多様性」は一意では
なく，総体的な一つの環境質である場合や，絶滅危惧種・希少種のみを評価して「生物多様
性の経済的価値評価」とする場合など，様々である．ただし，第２章での生態系サービス・
生物多様性の生態学的理論の整理から，生物多様性の保全あるいは経済的価値評価におい
ては，網羅的かつ細分的に生物多様性を捉える必要性が判明し，前述の既存研究では不十分
であることが明らかとなった．この点を考慮し，本研究では，仙台市の一つのメッシュ(3次
メッシュ)における生物多様性が，①生態系の種数，②絶滅危惧種・希少種の種数，③学術
上重要種の種数，④環境指標種の種数，⑤ふれあい種の種数，⑥{②－⑤}以外の在来種の種
数という六つの属性から成り立つと仮定し，選択型実験によってそれぞれの属性に対する
MWTP，つまり，生態系やそれぞれの分類の 1種類を保全するためのWTPを明らかにした．
このような非常に細分的かつ網羅的な属性分類での生物多様性の経済的価値評価研究はこ
れまで存在せず，なおかつ第２章で考察した多様性の概念や種の指標性と非常に整合的で
あると言える．条件付ロジットモデルによる推定では，絶滅危惧種・希少種の MWTP がも
っとも高くなった．この結果は，これまでの生物多様性保全政策が絶滅危惧種・希少種の保
全を中心としてきたことからも，自然なものと言えるだろう．ただし，人々は絶滅危惧種・
希少種だけでなく，生態系や環境保全種に対しても高い MWTP を持ち，さらには⑥{②－
⑤}以外の在来種に対しても正のMWTP を持っていた．これらの結果から，人々は生物多様
性の中でも生態系や種の間で異なる価値認識を持っており，その種の持つ指標性に応じて
異なる価値づけをしていることが明らかとなった．また，特別な指標性を持たない在来種に
対しても正のMWTP を示すということから，人々は種が豊富であること自体に価値を認識
していると結論付けることができるだろう．さらに条件付ロジットモデルでは，生物多様性
の知識や年齢などの社会データと属性選択とのクロス項を設定することで，それらが属性
選択に与える影響を分析した．その結果，生態系サービスの実感や生物多様性の知識などが，
属性選択に有意に影響を及ぼしていることが明らかとなり，人々の日常生活における生態
系サービス・生物多様性の啓蒙や教育の重要性を示唆する結果となった． 
次に，人々の間の選好の多様性を把握するため，潜在クラスモデルによって推定を実施し
た．その結果，生物多様性に対する選好の違いから，人々を三つのグループに分けることが
でき，それぞれのグループで価値認識が大きく異なることが明らかとなった．この結果は，
生物多様性保全政策の立案において，人々の間の選好の多様性を考慮する必要性を示唆し
ていると言えよう．さらに，それぞれの価値認識に条件付ロジットモデルと同様に生態系サ
ービスの実感などが影響を及ぼしているという結果となった．これは，前述の生態系サービ
ス・生物多様性の啓蒙や教育の重要性を裏付けるものと言えるだろう． 
 最後に，条件付ロジットモデルによって明らかとした各MWTP と生態系・種の 3次メッ
シュ GIS 分布データを統合し，生物多様性の経済的総価値(TEVB)の分布を視覚的に明らか
にした．これまでの生物多様性保全政策で中心的であった絶滅危惧種・希少種の(価値の)分
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布図と TEVB の分布図を比較すると，絶滅危惧種・希少種の分布で判断した場合に優先的
に保全すべきと判断される地区が，他の生態系・種の価値を勘案した場合には優先度が低下
したり，逆に絶滅危惧種・希少種があまり生息していない地域の優先度が TEVB の分布で
は上昇したりすることが明らかとなった．このような相違を生んだ TEVB の分布は，環境
指標種やふれあい種，生態系の経済的価値による貢献であり，絶滅危惧種・希少種にのみ注
目した場合，これらは見逃されていたであろう．このように，本研究で明らかとした絶滅危
惧種・希少種(の経済的価値)の分布と TEVBの分布の相違は，これまでの絶滅危惧種・希少
種優先の保全政策・活動や保全対象地域選定の修正の必要性を示唆するものと考えること
ができる．  
最後に第５章では，環境の経済的価値評価における問題として，評価結果が評価対象に依
存するために他の環境質などへの援用や評価結果同士の比較が困難である点を指摘し，こ
の問題の解決手法として，様々な生態系保全政策に共通する「一般的性質」(「保全対象生
態系」，「景観・生き物保全レベル」，「保全政策継続期間」)に対する人々の価値付けを明ら
かにし，それらに基づいて内容の異なる様々な生態系保全政策の経済的価値を比較するこ
とを提案するため，実際にそれら生態系保全政策の一般的性質を属性とした選択型実験を
実施した． 
条件付ロジットモデルによる推定の結果，人々は一般的性質の中でも「保全対象生態系」
に対して大きなWTP を持っており，特に『田畑・雑木林・漁港(里山/里海)』という，人間
社会と自然の中間に存在し，食料供給や伝統文化，グリーンツーリズム，2次的自然におけ
る生物多様性などを担う生態系に対してもっとも高い WTP を持つことが明らかとなった．
このような結果は，日常生活における自然的な豊かさや生態系に配慮した農林漁業に対す
る人々の関心が高まっていることを表していると考えることができるだろう．また，「景観・
生き物保全レベル」と「保全政策継続期間」の MWTP も有意に正となった．これは，負担
が毎年継続するにもかかわらず，中長期的な保全政策が望ましいと考えていることを意味
しているという点で興味深い結果と言えよう． 
さらに，本研究では潜在クラスモデルにより，生態系保全政策に対する選好の多様性を考
慮した推定を実施した．その結果，人々は選好の相違から三つのクラスに分類でき，それら
は「保全対象生態系」を重視するクラス，「景観・生き物保全レベル」と生態系の間接的利
用を重視するクラス，「保全対象生態系」と生態系の直接的利用を重視するクラスと特徴付
けることができる．また，それぞれのクラス分類には，性別や生態系サービスの実感，保全
政策のあり方に対する意見などが選好の多様性に影響を及ぼしていることが明らかとなっ
た．この結果は，第４章における潜在クラスモデルによる推定結果と同様に，生態系保全政
策の立案において選好の多様性を考慮する必要性を示すものである． 
このように，本論文を通じ，生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価の既存研究に
おける問題点を指摘し，それらを解決するための新たな評価のあり方を提案するために実
証分析を実施した．また，第２章で生態系サービス・生物多様性の生態学的理論を整理し，
第３章以降の経済的価値評価研究において生態学分野の理論との整合性に配慮した点は，
今後の分野横断的研究の発展に寄与するであろう．  
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６－２ 今後の課題 
以下に，本論文各章で明らかとなった課題をまとめる． 
第２章で明らかになった課題は，本研究の課題というより生態系サービス・生物多様性に
関する研究全般に当てはまる課題と言えるだろう．まず，生態系サービス・生物多様性の生
態学的理論と経済的価値評価の横断的研究がほとんど無いということである．生態学的理
論における指標やモデルなどの全てが経済的価値評価に応用可能とは言えないものの，生
態系サービス・生物多様性の分野横断的研究や政策に関する議論が進む中で，異分野の研究
者とのコミュニケーションを容易にするというメリットから考えても，経済的価値評価へ
の生態学的理論の応用は重要と言えるだろう． 
次に，第３章で直面したように，開発途上国の特に農村部における生態系サービスの評価
においては，データの正確性が課題と言えよう．COVAMS のプロジェクトエリアの農村で
は秤などの計測器は存在しておらず，農民自身はバッグのラベルのみで収量を認識してい
た．また，メイズ畑の面積をエーカーで把握するものやヘクタールで把握するもの，蒔いた
種子の量でしか把握できないものなど，様々な基準で農民は自身の農業活動に関する事柄
を認識していた．このような状況において正確なメイズの収量変化の把握は困難であり，本
研究で等高線栽培によるメイズ収量増加の経済的便益が過大に評価された可能性があるよ
うに，正確な便益評価も困難となる．このような状況を改善するためには，メイズ収量の計
測や決められた量での袋詰めなどの習慣化が必要となるであろう．そして，そのためには農
民の教育水準の向上も欠かせない要素であろう． 
上記のようなデータの不正確性を克服するため，本研究では仮想評価法による評価を同
時に実施したものの，この仮想評価法においても改善すべき問題点が明らかとなった．まず，
選択肢における金額設定により，仮想評価法による便益評価額が過小となった可能性があ
る．これは，開始点バイアス，範囲バイアスと呼ぶべきものであり，この問題の解消のため
には，回答者である農民の収入や支出などをアンケート調査票設計段階で十分に把握し，ま
た設定後には十分なプレテストを実施する必要があるだろう．また，このバイアスの問題に
加え，本研究の仮想評価法におけるシナリオ設定が回答者の農民にとって非現実的であっ
たため，選択行動を歪めてしまった可能性が考えられる．この問題についても，事前の農村
社会における農民の生産活動や消費行動を十分把握し，またプレテストを実施することで，
シナリオにおける不自然性の除去などが重要であろう． 
最後に，第３章では，COVAMS によってもたらされる経済的便益として，農民が便益と
して感じることができる等高線栽培によるメイズ収量増加と土壌保全，植林による木材供
給の三つのみを評価対象としていたが，土壌保全によるダムでの土壌堆積防止と水力発電
効率阻害防止の効果を本来はプロジェクトの便益として評価すべきであろう． 
次に，第４章の課題として，まず，潜在クラスモデルによる推定における信頼性の向上が
必要である．特に，メンバーシップ関数の説明変数の特定に本研究が参考とした手法では，
恣意性の排除が不十分であり，客観的な信頼性に欠けるものと言わざるを得ない．しかしな
がら，潜在クラスモデルの有用性は，特に選好の多様性の存在が既存研究において確認され
ている生態系サービス・生物多様性の経済的価値評価においては高いことから，今後改めて
信頼性の高いメンバーシップ関数の特定手法を用いて潜在クラスモデルの推定を行い，更
なる検証を実施すべきであろう． 
94 
 
第４章の課題としては，さらに，TEVB の算出手法の検討が挙げられる．特に，潜在クラ
スモデルによる MWTP ではなく，条件付ロジットモデルによる MWTP を用いたという点
は，今後更なる検討が必要であろう．前述のとおり，潜在クラスモデルは，回答者の間の選
好の多様性を考慮しているという点で，条件付ロジットモデルに比べて現実に則しており， 
TEVB の算出においても潜在クラスモデルによる推定結果の利用が考えられる．ただし，そ
の場合はクラスごと(第４章では 3 クラス)に異なる MWTP あるいはクラス毎の TEVB から
一つの TEVB に統合するための技術的問題の解決が必要となる．本研究ではこの点の詳細
な検討ができず，条件付ロジットモデルの推定値を用いた次第であり，今後の課題とする． 
最後に，第５章の課題としては，まず，第５章で明らかにした生態系保全政策の一般的性
質に対する選好を用いて，生態系保全政策に関するシナリオ分析など，実際の政策評価や政
策の意思決定に近い形での応用分析を実施し，その応用可能性を示すとともに，既存研究に
対する本研究の優位性を明らかにすべきであろう． 
ただし，上記の応用分析のためには，本研究の推定における問題の解決が不可欠である．
推定上の問題の一つは，条件付ロジットモデルの推定の段階で多重共線性が発生したこと
である．これにより，当初想定したように「景観・生き物保全レベル」と「保全政策継続期
間」の属性レベルをダミー変数として効用関数に設定し，係数を推定することができなかっ
た．今後，各属性の属性レベルの設定や選択型実験におけるプロファイルデザインの修正が
必要であろう．さらに，推定上の問題として本文中でも述べたように，潜在クラスモデルの
クラス数の決定およびメンバーシップ関数における説明変数の設定については，信頼性の
高いものとはなっていない．第４章と同様に，より信頼性の高い手法による潜在クラスモデ
ルの再推定が今後必要であろう． 
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本論文への様々なアドバイスを頂いた．特に，仙台在住の坂本准教授には，親身になって本
論文作成や学会発表のご指導を頂いた．ここに深い謝意を表す．また，茨城大学地球変動適
応科学研究機関 ICAS 研究員菊池佐智子氏には，第 4 章における GIS の取り扱いについて，
菊池研究員が東北大学生態適応 GCOE で助教を務められていた時から親切にご指導を頂い
た．ここに，深甚の謝意を示す． 
私は，2005 年 4 月に東北大学経済学部に入学後，これまで 9 年にわたって東北大学大学
院経済学研究科の教授陣に大変にお世話になった．林山教授の下で環境経済学を専門とし
ながらも，様々な先生方の講義を受け，経済学全般の幅広い知識を得ることができた．ここ
に深い謝意を示す．さらに，私は，博士課程後期 3 年の課程に進学後，東北大学生態適応
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GCOEの Professional Ecosystem Manager (PEM)コースを受講し，生態系サービスや生物多様
性に関する分野横断的教育を 生命科学研究科教授中静透氏をはじめとする教授陣から受
け，本論文の執筆に多大な影響を受けた．また，第 3章のマラウイにおける研究は，PEMに
おける国際インターンシップ参加助成によって実現したものである．生態適応 GCOE に関
わる全ての教授陣，学生，職員の皆様に深い謝意を示す． 
第３章におけるマラウイでの研究は，JICA インターンシッププログラムにおける実習と
して実施したものである．JICA 国際協力人材部総合研修センター人材養成課の丸山幹子
氏には出国前の手続きおよび実習終了後の報告会などで大変お世話になった．JICA マラウ
イ事務所所長齋藤克郎氏をはじめとする JICA マラウイ事務所職員，JICA 専門家の佐藤朗
氏，金澤弘幸氏，川元美歌氏および現地スタッフには，マラウイでの実習とともに滞在中の
生活全てにおいて面倒を見て頂いた．この JICA インターンシッププログラムおよび
COVAMS プロジェクトに関わる全てのスタッフのおかげで，第３章は完成した．心からの
感謝の意をここに示す． 
第４章は，生前の林山教授との共同研究が基となっているが，これは(独)日本学術振興会
科学研究費補助金，基盤研究(C)一般「生物多様性の復元・保全のための経済評価: 準オプシ
ョン価値と「絶滅の負債」」の助成を得た研究であることをここに付す． 
最後に，両親をはじめ，家族や友人など，私を 27年間にわたって支えてくれた全ての方々
に心からの感謝を示す． 
なお，本稿における誤りの全ては，筆者らに帰することは言うまでもない． 
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付録 
 
付録１ 第３章アンケート調査票 
１－１ グループアンケート調査表 
 
DAY/MONTH NAME OF VILLAGE GROUP CATEGORY NAME OF STUDENT 
/  
Contour ridging - PRACTICED 
  
A  or  B 
MALE   /   FEMALE   
 
Maize Garden Area 
Q.1 
How much is the area of your maize garden (ha or acre)? If you don’t know, answer the amount of maize seed you sowed.※Check the unit of the farmer’s answer 
one by one‼ (ha?acre?kg?) 
  Area(unit)   Area(unit)   Area(unit)   Area(unit) 
F1 (     ) F7 (     ) F13 (     ) F19 (     ) 
F2 (     ) F8 (     ) F14 (     ) F20 (     ) 
F3 (     ) F9 (     ) F15 (     ) F21 (     ) 
F4 (     ) F10 (     ) F16 (     ) F22 (     ) 
F5 (     ) F11 (     ) F17 (     ) F23 (     ) 
F6 (     ) F12 (     ) F18 (     ) F24 (     ) 
 
Q.2 
How much is the area of your maize garden where you are practicing contour ridging (ha or acre)? If you don’t know, answer the amount of maize seed you 
sowed.※Check the unit of the farmer’s answer one by one‼ (ha?acre?kg?) 
  Area(unit)   Area(unit)   Area(unit)   Area(unit) 
F1 (     ) F7 (     ) F13 (     ) F19 (     ) 
F2 (     ) F8 (     ) F14 (     ) F20 (     ) 
F3 (     ) F9 (     ) F15 (     ) F21 (     ) 
F4 (     ) F10 (     ) F16 (     ) F22 (     ) 
F5 (     ) F11 (     ) F17 (     ) F23 (     ) 
F6 (     ) F12 (     ) F18 (     ) F24 (     ) 
 
When you finished Q.2, come to Mr.Kanazawa or Mr.Abe, and have them check the answers. 
 
Maize yields 
Q.3 How much is the maize yields of your TOTAL maize garden in 2011/2012? 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.4 
How much is the maize yields of your maize garden where you are practicing contour ridging in 2011/2012 season? (Caution‼ The answers of this question 
should be smaller than or at least same as the ones of Q.3.) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.5 How much was the average of TOTAL maize yields before practicing contour ridging? 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
 
Number of Bags 
(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
When you finished Q.5, come to Mr.Kanazawa or Mr.Abe, and have them check the answers. 
 
Q.6 Do you produce Organic Compost and disseminate it to your maize garden? 
 Circle YES or NO  Circle YES or NO  Circle YES or NO  Circle YES or NO 
F1 YES  /  NO F7 YES  /  NO F13 YES  /  NO F19 YES  /  NO 
F2 YES  /  NO F8 YES  /  NO F14 YES  /  NO F20 YES  /  NO 
F3 YES  /  NO F9 YES  /  NO F15 YES  /  NO F21 YES  /  NO 
F4 YES  /  NO F10 YES  /  NO F16 YES  /  NO F22 YES  /  NO 
F5 YES  /  NO F11 YES  /  NO F17 YES  /  NO F23 YES  /  NO 
F6 YES  /  NO F12 YES  /  NO F18 YES  /  NO F24 YES  /  NO 
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To confirm the number of farmers who sold or to sell 
Q.7 When you sold your maize before practicing contour ridging, how many bags did you sell on an average in a season? 
 Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.8 When you sold your maize before practicing contour ridging, how much was the average price of your each bag? 
  Unit Price   Unit Price   Unit Price   Unit Price 
F1  K F7  K F13  K F19  K 
F2  K F8  K F14  K F20  K 
F3  K F9  K F15  K F21  K 
F4  K F10  K F16  K F22  K 
F5  K F11  K F17  K F23  K 
F6  K F12  K F18  K F24  K 
 
 
Q.9 How many bags totally did you sell in 2011/2012 and will you sell hereafter? 
 Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.10 When you sold your maize in 2011/2012 season, how much was the average price of your each bag? 
  Unit Price   Unit Price   Unit Price   Unit Price 
F1  K F7  K F13  K F19  K 
F2  K F8  K F14  K F20  K 
F3  K F9  K F15  K F21  K 
F4  K F10  K F16  K F22  K 
F5  K F11  K F17  K F23  K 
F6  K F12  K F18  K F24  K 
 
DAY/MONTH NAME OF VILLAGE GROUP CATEGORY NAME OF STUDENT 
/  
Contour ridging -NOT PRACTICED 
  
A  or  B 
MALE   /   FEMALE   
 
Maize Garden Area 
Q.1 
How much is the area of your maize garden (ha or acre)? If they don’t know, ask the amount of maize seed they sowed.※Check the unit of the farmer’s answer 
one by one‼ (ha?acre?kg?) 
  Area(unit)   Area(unit)   Area(unit)   Area(unit) 
F1 (     ) F7 (     ) F13 (     ) F19 (     ) 
F2 (     ) F8 (     ) F14 (     ) F20 (     ) 
F3 (     ) F9 (     ) F15 (     ) F21 (     ) 
F4 (     ) F10 (     ) F16 (     ) F22 (     ) 
F5 (     ) F11 (     ) F17 (     ) F23 (     ) 
F6 (     ) F12 (     ) F18 (     ) F24 (     ) 
 
Maize yield 
Q.2 How much is the maize yield of your maize garden in 2011/2012 season? 
 Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
 
Q.3 How much was the maize yield on an average of previous seasons? 
 Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
When you finished Q.3, come to Mr.Kanazawa or Mr.Abe, and have them check the answers. 
 
Q.4 Do you produce Organic Compost and disseminate it to your maize garden? 
 Circle YES or NO  Circle YES or NO  Circle YES or NO  Circle YES or NO 
F1 YES  /  NO F7 YES  /  NO F13 YES  /  NO F19 YES  /  NO 
F2 YES  /  NO F8 YES  /  NO F14 YES  /  NO F20 YES  /  NO 
F3 YES  /  NO F9 YES  /  NO F15 YES  /  NO F21 YES  /  NO 
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F4 YES  /  NO F10 YES  /  NO F16 YES  /  NO F22 YES  /  NO 
F5 YES  /  NO F11 YES  /  NO F17 YES  /  NO F23 YES  /  NO 
F6 YES  /  NO F12 YES  /  NO F18 YES  /  NO F24 YES  /  NO 
 
To confirm the number of farmers who sold or to sell 
Q.5 When you sold your maize, how many bags did you sell in one season on an average of previous seasons? 
 Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.6 When you sold your maize, how much was the average price of your each bag? 
  Unit Price   Unit Price   Unit Price   Unit Price 
F1  K F7  K F13  K F19  K 
F2  K F8  K F14  K F20  K 
F3  K F9  K F15  K F21  K 
F4  K F10  K F16  K F22  K 
F5  K F11  K F17  K F23  K 
F6  K F12  K F18  K F24  K 
 
 
Q.7 How many bags totally did you sell in 2011/2012 and will you sell hereafter? 
 Number of Bags (Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size)  Number of Bags(Bag size) 
F1 (    kg) F7 (    kg) F13 (    kg) F19 (    kg) 
F2 (    kg) F8 (    kg) F14 (    kg) F20 (    kg) 
F3 (    kg) F9 (    kg) F15 (    kg) F21 (    kg) 
F4 (    kg) F10 (    kg) F16 (    kg) F22 (    kg) 
F5 (    kg) F11 (    kg) F17 (    kg) F23 (    kg) 
F6 (    kg) F12 (    kg) F18 (    kg) F24 (    kg) 
 
Q.8 When you sold your maize in 2011/2012 season, how much was the average price of your each bag? 
  Unit Price   Unit Price   Unit Price   Unit Price 
F1  K F7  K F13  K F19  K 
F2  K F8  K F14  K F20  K 
F3  K F9  K F15  K F21  K 
F4  K F10  K F16  K F22  K 
F5  K F11  K F17  K F23  K 
F6  K F12  K F18  K F24  K 
 
 
１－２ 個別アンケート調査表 
WTP Questionnaire 
 
Today, along the middle Shire River, the amount of tree cut down has been increasing in proportion to the increase of population there since 1990’s, and at the same time, the area 
of forest has been declining rapidly because a lot of trees has been used as wood fuel. Forest gives us various services. Those are not only timber, wood fuel, and food, but also 
keeping soil and water in ground, cleaning air, storm protection, and sand prevention. Although timber and wood fuel are kinds of the services, too much use of them leads to 
decrease of other services, which finally leads to some troubles of your life. Because of this huge decrease of forest area, we lose the water-holding function of forest, and the rain 
water run off on the ground and the water flow erode the ground. In the result, this erosion destroys farm area and forms big gullies, and gives negative influences to the residents 
near the river. 
  As seen above, deforestation and decrease of forest area that goes along with that causes soil erosion, which results in the obstacles of agriculture and livelihood. To prevent 
these influences becoming worse, Malawi government and Japan International Cooperation Agency (JICA) started to research the situation of forest along middle Shire River and 
the impact to residents, and they launch “the project for Community Vitalization and Afforestation in Middle Shire (COVAMS)” in 2007. The project of COVAMS aims to restore 
the forest by planting and growing, and instruct farmers about agricultural techniques and measurements against soil erosion and gullies. The project of COVAMS will not only 
resolve these problems, but also try to improve residential safety and the amount of agricultural production in the area.  
 
The results of next questionnaire are going to be used just to evaluate the project of COVAMS. When you answer the questions, please be honest. We do not give you any payback 
even if you answer the questionnaire. Hereafter, we are going to ask you about money, but JICA will not change the principle of COVAMS and increase the amount of aid even 
though you express false value. This questionnaire is anonymous and we won’t make sure who answers, so please put your heart at ease. 
 
Individual Questionnaire 
 
Check the farmer’s card 
Your signature Card Number Group Category①(Circle below) Group Category②(Circle below) Sex(Circle below) 
  “A”   or   “B” “P”   or    “NP” MALE  or  FEMALE 
 
※Show picture(1) and (2)(A side) and picture(3), (4) and (5)( B side), and explain the difference again. 
 
NEXT, 
Question 
Q) Do you know the current situation in which there are soil erosion in farmland and much damage of maize yield like pictures you saw now? YES NO 
  
Next questionnaire is composed of hypothetical questions about the project of COVAMS. As a hypothetical situation, please assume that JICA is considering the discontinuance 
of the project of COVAMS. Also, please envisage that if the project of COVAMS breaks off, the situation of agriculture and gully gets back to previous situation that there is no 
contour ridging and measurement against gully. That is, when it rains heavily, your farm area would be destroyed and gullies would emerge. 
  However, suppose that JICA can continue this project if you pay an amount of money below for JICA. That is, if you practice contour ridging and tree planting, your farm area 
and tree area is kept as they are. If you haven’t practiced them yet, you can begin them hereafter. Please be careful that paying the amount of money means decrease of your 
income you can use for food, utilities, and all of things you need or you want. 
 
 
Q.1(Circle YES or NO)  
① Will you pay 200K in a year to have COVAMS continued? YES(Go on to ①) NO(Go on to ②) 
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Caution! Don’t ask both ① and ②. Just one of the two. 
②If “YES”, Will you pay 400K in a year to have COVAMS continued? YES(Go on to Question(3)) NO(Go on to Question(3)) 
③If “NO”, Will you pay 100K in a year to have COVAMS continued? YES(Go on to Question(3)) NO(Go on to Question(2)) 
 
Q.2 Why won’t you pay any money for COVAMS?   (Check✔) 
1. I don’t recognize the value of COVAMS.  
2. I don’t believe JICA use money appropriately.  
3. I don’t have enough money.  
4. I don’t understand this questionnaire.  
5. The amount of money I want to pay is smaller.  
 
Q.3 Yearly Income 
K(   ) 
 
Q.4  Age 
(             ) Years Old 
 
Q.5 Academic Background  (Check✔) 
Sindinapite kusukulu  
Pulayimale  
Sekondale  
Sukulu ntchito ya manja  
 
Q.6-10(Circle YES or NO) 
(6) Is your impression to JICA “Good”? YES NO 
(7) Do you know about Global Warming? YES NO 
(8) Do you know about Ecosystem Services? YES NO 
(9) Do you know about Biodiversity? YES NO 
(10) Do you think your life was improved by COVAMS? YES NO 
 
Q.11 How many times do you eat meals in a day? 
Number of meals 
  
 
Q.12 
How do you think about your current amount of eating (breakfast, lunch, dinner) in a day? 
(Read all alternatives first.) 
Feeling Check✔ 
Enough   
Not enough   
Poor   
 
Group activity about tree planting 
Q.13 
Do you practice the group activity of tree planting? 
(If “NO” in Q 13, go to Q.16.) 
Yes or No (Circle) 
Yes   /   No 
 
Q.14 
Where did you plant seedlings in the group activity? 
(Read all alternatives first. Multiple answers allowed) 
Place Check✔ 
River Bank   
Home premises   
Village Woodlot   
Garden   
 
Q.15 
How many seedlings did you plant in the group 
activity? 
(Read all alternatives first.) 
Number of seedlings Check✔ 
0 – 250   
251 – 500   
501 – 750   
751 – 1000   
1001 – MORE(please ask “how much it is”, and write down it)(           ) 
 
Individual tree planting 
Q.16 Do you practice tree planting individually?If “NO” in Q 16, go to Q.19. 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
 
Q.17 
Where did you plant seedlings individually? 
(Read all alternatives first. Multiple answers allowed) 
Place Check✔ 
River Bank   
Home premises   
Personal woodlot   
Garden   
 
Q.18 
How many seedlings did you plant in the 
individual activity? 
Number of seedlings Check✔ 
0 – 10   
11 – 20   
21 – 30   
31 – 40   
41 - 50  
51 – MORE(please ask “how much it is”, and write down it right)(            ) 
 
Q.19 Do you have natural regeneration area?If “NO” in Q 19, go to Q.21. 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
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Q.20 How much is area of the natural regeneration area?(ha or acre) 
AREA 
 
 
Q.21 Do you practice direct sowing?If “NO” in Q 21, go to Q.23. 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
 
Q.22 How many stations did you sow? 
Number of station 
 
 
Q.23 
Where do you get wood fuel usually? 
(Read all alternatives first.)  
(If “Buying” or “Use charcoal” or “Anyhow”, skip next Q.24, Q.25, and Q.26, 
and go to Q.27.) 
Place Check✔ 
Own woodlot (If so, go to 24, 25 and 26) 
Communal woodlot (If so, go to 24, 25 and 26)  
Homestead (If so, go to 24, 25 and 26)  
Buying (If so, skip 24, 25 and 26) 
Use charcoal (If so, skip 24, 25 and 26) 
Anyhow (If so, skip 24, 25 and 26) 
 
Q.24 
How many hours do you need to collect wood fuel? 
(Read all alternatives first.) 
hours Check✔ 
1 hour   
2 hours   
3 hours   
4 hours   
5 hours  
6 hours  
more than 6 hours  
 
Q.25 Do you think the time to collect wood fuel is increasing? 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
 
Q.26 
How long can you utilize the collected wood fuel? 
(Read all alternatives first.) 
days Check✔ 
1day   
2 days   
3 days   
4 days   
5 days  
6 days  
more than 6 days  
 
Q.27 
Why do you think your maize yield increased? (Read all alternatives first. One farmer can choose only one 
alternative.) 
reason Check✔ 
Not increased   
Contour ridging   
Organic compost   
Weather condition   
Chemical fertilizer  
Chemical pesticide  
I don’t know why  
 
Q.28 
If you don’t practice contour ridging currently, do you want to begin contour ridging after encouragement and 
explanation? 
(If the farmer has already practiced, skip this question.) 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
 
Q.29 
If you don’t practice tree planting neither in group nor individually, do you want to begin tree planting after 
encouragement and explanation?(If the farmer has already practiced, skip this question.) 
Circle YES or NO 
YES  /  NO 
 
Q. 30  What are your family members’ occupations?(Check✔) 
Maize farmer  
Maize and Vegetable farmer  
Maize farmer and Another  
Maize farmer and Vegetable farmer and Another  
 
Finish‼ Thank you for your cooperation‼ 
(Please give this sheet to Mr.ABE and receive a new sheet.) 
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１－３ アンケートで用いた写真 
 
A side 
 
Picture(1):Farmlands were damaged by floods because the ability to keep water in 
forest and farmlands became weaker. 
 
Picture(2):Large gullies happen by deforestation. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B side 
 
Picture(3):Contour ridging. You can see the rainwater doesn’t run off but is kept in 
farmland. 
 
Picture(4):A Measure against gully  
 
Picture(5): Tree planting 
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付録２ 第４章アンケート調査票 
 
仙台市の自然環境に関するアンケート調査 
東北大学大学院経済学研究科 博士課程後期３年の課程３年 阿部雅浩 
宮城県仙台市青葉区川内 27-1 
 
このアンケートは，仙台市の自然環境，特に生き物および生態系(生き物の生息環境)に対する皆様の考えを明らかにすることを目的としています．お忙しい
なか恐縮ですが，ご協力のほど宜しくお願い申し上げます． 
本調査結果は，研究目的でのみ用いられ，調査結果および研究成果は，今後の仙台市の自然環境保全政策の立案などに活用されます．調査結果をそれ以外の
目的で利用することはございません．  
*************アンケート第 1 部************* 
まず，生き物や生態系について皆様がどのくらいご存知かお尋ねします．以下の解説をよく読み，問 1～問 6 にお答えください． 
 
■生態系サービス 
私たち人間は，自然から生態系サービスと呼ばれる恩恵を得て，生活しています．生態系サービスは，供給サービス・調整サービス・文化的サービス・基盤
サービスの４つに大きく分けることができます．次の表は，これらの詳細をまとめたものです． 
 
表―１ 生態系サービスの概要 
種類 内容 具体例
供
給
サ
ー
ビ
ス
人間が物質的に消費するも
のを供給してくれる
食糧，木材，飲み水，衣類の原料，燃料など
調
整
サ
ー
ビ
ス
環境の変化によって人間が
受ける被害をやわらげたり，
被害を受ける可能性を低く
したりしてくれる
気候の安定化，森林の保水機能(洪水防止)，土壌の固定
機能，疾病による絶滅の危険性の緩和など
文
化
的
サ
ー
ビ
ス
人間社会の文化や精神活
動を豊かにしてくれる
芸術，釣りなどのレクリエーション，俳句の季語，神社の
御神木や鎮守の森など
基
盤
サ
ー
ビ
ス
3つのサービス(供給サービ
ス・調整サービス・文化的
サービス)を支える基盤とな
る
光合成による酸素の生成，微生物による土壌形成など
 
 
問1) 日常生活において，どの生態系サービスを最も強く実感しますか？(複数回答) 
 
１．供給サービス 
２．調整サービス 
３．文化的サービス 
４．基盤サービス 
５．どれも実感することはない 
 
■生物多様性 
生物多様性は，生き物の種類が多様(豊富)であることを意味する「種の多様性」に加え，「生態系の多様性」，「遺伝子の多様性」の３つから構成される概
念です． 
「生態系の多様性」とは，森や川，海など，生き物が暮らす環境(生態系)の多様さを意味します．「遺伝子の多様性」とは，同じの生き物の種の中において
も存在する，模様の違いや習性の違いなど，遺伝子レベルでの多様さを意味しています．これらは，次の図―１のような関係にあり，生態系の多様性が種の
多様性を支え，種の多様性が遺伝子の多様性を支えています． 
 
遺伝子の多様性
種の多様性
生態系の多様性
 
図―１ 生物多様性の概要 
 
 
■生態系サービスと生物多様性の関係 
生態系サービスと生物多様性は，密接に関連しています．生物多様性が破壊されると，現在の多くの生態系サービスも失われると考えられます．また，将
来受けることができたはずの生態系サービスも受けることができなくなります． 
例えば，遺伝子の多様性は，生き物の絶滅の危険性を低くする効果があります．種が多様であることで，いろいろな種類の農作物を栽培することができ，
天候不順による不作を防ぐことができます． 
また，生物多様性は文化的サービスにも大きく関連しており，ウグイス色や桜色などのように，日本語の“色”に生き物の名前が多く使われているのは，
日本の生物多様性を表していると言えます． 
これらのほかにも，生物多様性は，供給・調整・文化的・基盤サービスの全てと関連し，豊かな生態系サービスを支えています．生物多様性が失われた場
合，生態系サービスの多くが失われる，または劣化すると考えられます． 
生態系サービスを維持し，現在と将来の人間の豊かな生活を維持することが，生物多様性を保全することの目的といえます．  
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表―２ 生態系サービスと生物多様性のまとめ 
生態系サービス → 生態系から人間が受ける恩恵 
生物多様性 → 生態系・種・遺伝子の多様さ 
生態系サービスと生物多様性の関係 → 
生物多様性が，生態系サービスを支えている＝生物多様性の破壊は，現在・将来の生態系サービ
スの喪失 
 
問 2)日常生活において，生物多様性が生態系サービスを支えているという実感はありますか？ 
１．強く実感する 
２．少し実感する 
３．あまり実感しない 
４．全く実感しない 
５．わからない 
 
◎次に，仙台市の自然についてお尋ね致します． 
■仙台市の生態系 
仙台市は，森林や平野，海，都市の中のケヤキ並木など，多様な生態系を持つ自然あふれる都市です．仙台市環境局環境都市推進課の植生図(図―７)では，
仙台市を以下の 45 の生態系に区分けしています．この図―７は，仙台市の生態系の多様性の現状を表していると言うことができます． 
 
 
 
ハイマツ群落 
 
ヤマハンノキ群落 
 
カラマツ植林 
ミヤマハンノキ群落 アカマツ群落(V) 竹林 
チシマザサ群落(II) 落葉広葉低木群落 ゴルフ場・芝地 
チシマザサ―ブナ群団 ススキ群団(V) 牧草地 
モミ―イヌブナ群落 伐採跡地群落(V) 路傍・空地雑草群落 
イヌシデ―アカシデ群落 クリーコナラ群集 果樹園 
クロベ―キタゴヨウ群落 アズマネザサ群落 畑雑草群落 
ジュウモンジシダーサワグルミ群落 ヨシクラス 水田雑草群落 
ケヤキ群落(IV) オギ群集 市街地 
ハンノキ群落(IV) ヒルムシロクラス 緑の多い住宅地 
ヤナギ高木群落(IV) 塩沼地植生 残存・植栽樹群をもった公園・農地等 
ヤナギ低木群落(IV) 砂丘植生 工場地帯 
ミヤマナラ群落 コメツツジ群落 造成地 
ヒメヤシャブシ―タニウツギ群落 スギ・ヒノキ・サワラ植林 開放水域 
クリーミズナラ群落 クロマツ植林 自然裸地 
 
図―７ 仙台市の生態系 
 
問 3)次の中から，居住している地区(現在の住所に最も近いもの)を 1 つお選びください． 
※この質問は，個人を特定するためのものではありません． 
１．青葉区西部(落合や愛宕など，宮城地区(旧宮城町))， 
２．青葉区東部(宮城地区以外) 
３．太白区西部(秋保地域(旧秋保町)，生出地域) 
４．太白区東部(秋保地域(旧秋保町)，生出地域以外) 
５．泉区西部(福岡，根白石，住吉台，長命ヶ岡，高森など) 
６．泉区東部(泉が丘，泉中央駅周辺，市名坂，鶴が丘など) 
７．宮城野区 
８．若林区 
 
問 4)現在の居住地の周辺地域(およそ半径 500メートルの範囲)において，図―７で紹介した 45 の生態系のうち，およそ何種類がその中に存在していますか？わ
かる範囲でけっこうですので，次の中で最も近いものを 1 つお選びください． 
１．1-3 種類 
２．4-6 種類 
３．7-9 種類 
４．10 種類以上 
 
 
■次に，仙台市の種の多様性に関してお尋ね致します． 
仙台市では，種の多様性の保全のために，仙台市に生息する生き物を在来種，絶滅危惧種・希少種，学術的重要種，環境指標種，ふれあい種に分けて登録
しています． 
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■在来種 
在来種とは，もともと日本に生息する生物種のことです．ブラックバスなど，外国から持ち込まれた生物種は外来種と呼ばれます．絶滅危惧種・希少種，
学術上重要種，環境指標種，ふれあい種のほとんどは在来種です． 
ニホンザルメダカ ケヤキ
 
図―２ 在来種例 
 
■絶滅危惧種・希少種 
絶滅危惧種・希少種とは，環境省あるいは各都道府県が絶滅のおそれがある生物種をまとめた「レッドデータブック」に掲載されている種であり，特に保
全すべき種とされています．仙台市では，ホトケドジョウなど，環境省のレッドデータブックに登録される種のうち 139 種(宮城県作成のレッドデータブック
では 347 種)の生息が確認されています． 
タガメホトケドジョウ オオワシ  
図―３ 絶滅危惧種・希少種例 
 
■学術上重要種 
学術上重要種とは，大学や研究機関などで行われる学術的研究の対象としての重要性が高い生物種を指します．具体的には，生息分布が限られている種
や，仙台市が日本や世界における分布の北限・南限となっている種などであり，仙台市が独自に登録しています．現在，アカモズなど，431 種が登録されてい
ます． 
アサザアカモズ カモシカ
 
図―４ 学術上重要種例 
 
■環境指標種 
環境指標種とは，その生き物がいることが，その生き物の生息する環境が良好であることを示す指標となる生き物を指し，仙台市が独自に登録していま
す．現在，ウグイなど，158 種が登録されています． 
コサギウグイ ブナ  
図―５ 環境指標種例 
 
■ふれあい種 
ふれあい種とは，仙台市民に親しまれている(よく知られている)種で，かつ保全上重要な種を指します．仙台市が独自に登録しており，現在，フクロウな
ど，149 種が登録されています． 
フクジュソウフクロウ ミズバショウ  
図―６ ふれあい種例 
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問 5)ここまで解説した在来種，絶滅危惧種・希少種，学術的重要種，環境指標種，ふれあい種について，何らかの方法で将来に向けて保全すべきと思うものを
すべて選んでください(複数回答) 
１．在来種 
２．絶滅危惧種・希少種 
３．学術的重要種 
４．環境指標種 
５．ふれあい種 
６．どれも特別に保全すべきとは思わない 
 
問 6)ここまでの説明の理解度を１つお選びください． 
１．とてもよく理解した 
２．ある程度理解した 
３．どちらでもない 
４．あまりよく理解できなかった 
５．全く理解できなかった 
 
*************アンケート第 2 部************* 
ここからは，生態系保全と開発に関する仮想的な状況を想像し，アンケートに答えていただきます． 
 
【仮想的な状況】 
現在，仙台市は，複数の地区での開発を計画中であるとします．開発とは，例えば，ダム開発や，宅地や工業団地用の整地，河川や海岸の護岸工事(以下，こ
れらを「通常の開発」と呼びます)などをイメージしてください． 
 
造成工事ダム 護岸工事  
図―８ 通常の開発例 
 
これらの通常の開発が実施された場合，その恩恵として洪水防止や利水機能，工場や住宅の建設，港湾機能や防災効果などが得られるとします．ただし，自
然環境は破壊され，生物多様性や自然環境から得られていたサービスは得られなくなるとします． 
ここで仙台市が，これらの通常の開発計画を環境保全型の開発に変更することを検討しているとします．通常の開発から環境保全型の開発に変更すると，通
常の開発と同等の効果が得られ，また，自然環境と生態系サービスが完全に保全されるとします． 
環境保全型の開発の例として，間伐などの最先端の森林管理による保水機能の強化や地下調節地の設置(大雨で溢れた水を地下の一時的に受け入れ，河川の氾
濫による被害を防ぐ)，持続可能な街づくりなどがあげられます(図―９参照)． 
 
間伐による森林管理
持続可能な街づくり地下調節池  
図―９ 環境保全型の開発の例 
 
ただし，このような環境保全型の開発を実施するには，通常の開発より多くの費用が必要となるため，仙台市は，毎年，世帯ごとに追加費用を税金で徴収す
るとします．追加で徴収した税金はこの環境保全型の開発への計画変更のためだけに使用されます． 
以上は，次の表―３のようにまとめることができます． 
 
表―３ 仮想的な状況(仙台市における開発計画)のまとめ 
開発の方法 開発によって得られるもの 失うもの 
通常の開発(保全無し) 
：ダムや造成，護岸工事など 
・開発による防災効果や宅地，工場による経済発展 
・生態系サービス 
・生物多様性 
環境保全型の開発 
(開発＆自然環境の保全) 
：森林機能の強化など 
・これまでと変わらぬ生物多様性と生態系サービス 
・通常の開発と同等の効果(防災効果や経済発展)  
・年間追加費用分のお金(世帯ごと
に徴収) 
これから皆様には，仮想的な３つの候補地の中から，最も環境保全型の開発に変更すべきと考える地区を１つだけ選んでいただきます． 
次の表は，環境保全型の開発への計画変更が検討されている地区 A,B,C の自然環境に関するデータを示しており，たて方向にひとまとまりになっています．
各地区の自然環境は，｛①生態系の種類，②希少種の種数，③学術的重要種の種数，④環境指標種の種数，⑤ふれあい種の種数，⑥前述の①②③④⑤を除く在
来種の種数，⑦世帯年間追加費用｝から構成されています．これらは，環境保全型の開発に変更すれば保全される自然環境と言えます． 
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表―４ 自然環境に関する情報(例) 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
①  生態系の種類 0 2 2 2 
②  絶滅危惧種・希少種の種数 0 4 1 8 
③  学術的重要種の種数 0 1 8 8 
④  環境指標種の種数 0 1 1 8 
⑤  ふれあい種の種数 0 4 8 1 
⑥  前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 2 4 1 
⑦  世帯年間追加費用 0 円 8,000 円 2,000 円 4,000 円 
 
たとえば，赤枠で囲まれた「地区 B」は， 
 生態系の種類：２ 
 絶滅危惧種・希少種の種数：１ 
 学術的重要種の種数：８ 
 環境指標種の種数：１ 
 ふれあい種の種数：８ 
 絶滅危惧種・希少種，学術的重要種，環境指標種，ふれあい種を除く在来種の種数：４ 
 環境保全型の開発に変更するためにかかる１世帯当たり年間追加費用：２,０００円 
という自然環境を持つ地区であることを示しています．地区 B を選択した場合，これらは完全に保全されます． 
ただし，追加で支払った金額(地区 B の場合は 2,000 円)だけ，他の目的への年間の支出をあきらめなければいけないことに注意してください．「地区 A」「地
区 C」についても同様です． 
地区 A～C は全て同じ面積であり，およそ 1 キロメートル四方(1km2)と想像してください．1 キロメートル四方という面積を代表的な公園と比較すると，青
葉区の西公園 9.2 個分，青葉区の台原森林公園 1.7 個分，宮城野区の榴ヶ岡公園 8.9 個分，泉区の七北田公園 4.5 個分，泉区の水の森公園 2 個分，太白区の八木
山動物公園 6.8 個分，東京都の明治神宮 1.4個分に相当します． 
表―４の緑枠で囲まれた「通常の開発(保全無し)」は，計画通りにすべての地区で通常の開発を実施した場合であり，値は全てゼロです．これは，自然環境
が完全に破壊されてしまうことを示しています．その一方で，「通常の開発(保全無し)」を選んだ場合，世帯の年間追加費用の支払いは 0 円(支払い無し)です． 
これから同じ形式の質問に８回お答えいただきます．１つ１つの質問の見た目は変わりませんが，各質問の表(表―４のような各地区の自然環境のデータと世
帯年間追加費用)が毎回違うものになっていますので，質問ごとにデータと金額を注意して確認し，回答するようお願いいたします． 
 
問 7)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の中
からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 2 4 8 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 4 2 1 
③ 学術的重要種の種数 0 1 2 1 
④ 環境指標種の種数 0 1 1 8 
⑤ ふれあい種の種数 0 4 4 4 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 2 8 8 
⑦ 年間追加費用 0 円 8,000 円 4,000 円 8,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 8)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の中
からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 1 2 8 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 4 1 2 
③ 学術的重要種の種数 0 8 8 8 
④ 環境指標種の種数 0 4 1 4 
⑤ ふれあい種の種数 0 8 8 4 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 1 4 2 
⑦ 年間追加費用 0 円 8,000 円 2,000 円 2,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 9)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の中
からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 1 4 1 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 2 4 2 
③ 学術的重要種の種数 0 8 8 4 
④ 環境指標種の種数 0 1 8 8 
⑤ ふれあい種の種数 0 1 2 8 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 8 8 2 
⑦ 年間追加費用 0 円 1,000 円 2,000 円 4,000 円 
 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
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問 10)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の
中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 4 8 2 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 2 8 8 
③ 学術的重要種の種数 0 1 4 8 
④ 環境指標種の種数 0 8 2 8 
⑤ ふれあい種の種数 0 1 1 1 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 1 8 1 
⑦ 年間追加費用 0 円 2,000 円 2,000 円 4,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 11)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の
中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 8 8 8 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 4 1 4 
③ 学術的重要種の種数 0 2 4 1 
④ 環境指標種の種数 0 4 1 2 
⑤ ふれあい種の種数 0 4 2 1 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 1 1 4 
⑦ 年間追加費用 0 円 1,000 円 4,000 円 4,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 12)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の
中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 2 4 2 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 2 8 2 
③ 学術的重要種の種数 0 1 4 4 
④ 環境指標種の種数 0 2 2 4 
⑤ ふれあい種の種数 0 8 4 1 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 8 4 4 
⑦ 年間追加費用 0 円 1,000 円 1,000 円 8,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 13)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の
中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 8 2 4 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 8 4 1 
③ 学術的重要種の種数 0 2 2 2 
④ 環境指標種の種数 0 1 8 4 
⑤ ふれあい種の種数 0 8 2 1 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 4 4 2 
⑦ 年間追加費用 0 円 8,000 円 2,000 円 1,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
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問 14)次の表は，通常の開発から環境保全型の開発に変更が検討されている地区の自然環境および年間追加費用の情報を示しています．表下の選択肢１～５の
中からもっとも望ましいと思うものを１つだけお選びください． 
 地区名 通常の開発 
(保全無し) 
地区 A 地区 B 地区 C 
構成要素  
① 生態系の種類 0 1 8 1 
② 絶滅危惧種・希少種の種数 0 1 2 8 
③ 学術的重要種の種数 0 2 8 1 
④ 環境指標種の種数 0 2 2 4 
⑤ ふれあい種の種数 0 4 2 2 
⑥ 前述①②③④⑤を除く在来種の種数 0 1 2 4 
⑦ 年間追加費用 0 円 2,000 円 8,000 円 4,000 円 
１．計画を変更せず，通常の開発を実行(保全無し) 
２．「地区 A」を環境保全型の開発に変更し，地区 A の自然環境を保全 
３．「地区 B」を環境保全型の開発に変更し，地区 B の自然環境を保全 
４．「地区 C」を環境保全型の開発に変更し，地区 C の自然環境を保全 
５．選択肢１～４のどれも望ましいと思わない  
 
問 15)あなたの職業について，もっとも近い職種を次の中から１つ選んでください． 
１．医療・福祉，２．金融・保険業，３．情報・通信業，４．運輸業，５．卸売・小売業，６．服飾業，７．建設・製造業，８．不動産業，９．飲食業，１０．
米作農業，１１．畜産農業，１３．その他の農業，１４．林業，１５．漁業・水産業，１６．観光業，１７．その他サービス業，１８．公務員・教職員，１９．
主婦，２０．学生，２１．無職 
 
問 16)次の生物多様性に関する用語の中で，このアンケートに回答する以前から意味を知っていた・聞いたことがあるものを選んでください(複数回答) 
１．種の多様性，２．生態系(群集)の多様性，３．遺伝子の多様性，４．景観の多様性，５．生物多様性条約，６．2010 年目標，７．第 10 回生物多様性条約締
約国会議(COP10，名古屋会議)，８．愛知目標，９．名古屋議定書，１０．生態系サービス，１１．供給サービス，１２．調整サービス，１３．文化的サービス，
１４．基盤サービス，１５．レッドデータブック(リスト)，１６．在来種，１７．絶滅危惧種・希少種，１８．学術的重要種，１９．環境指標種，２０．ふれあ
い種，２１．アンブレラ種 
 
問 17)あなたが関心のある環境問題を次の中から選んでください(複数回答) 
１．地球温暖化，２．生物多様性，３．砂漠化，４．酸性雨，５．大気汚染，６．核廃棄物・放射性物質汚染，７．一般・産業廃棄物処理，８．リサイクル，
９．海洋汚染，１０．森林伐採，１１．水質汚濁，１２．オゾン層の破壊，１３．外来種，１４．自然エネルギー，１５．化学物質汚染，１６．騒音，１７．
ダイオキシン，１８．土壌汚染，１９．外国からの越境汚染，２０．ヒートアイランド現象，２１．日照権，２２．発展途上国の環境問題 
 
以上でアンケートは終了です． 
ご協力いただき，まことにありがとうございました． 
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付録３ 第５章選択型実験アンケート調査票 
 
このアンケートは，自然環境，特に，生き物の住む環境である「生態系」をまもる(保全する)ための政策(以後，「生態系保全政策」)に対する皆様の考え方を
明らかにすることを目的としています．お忙しいなか恐縮ですが，ご協力のほど宜しくお願い申し上げます． 
 これから，アンケートを開始する前に，生態系などに関する基礎的な解説を致します．お手数ですが，よく読んでからアンケートに回答して頂きますよ
う，お願い致します． 
 
 
【日本の生態系】 
日本には，豊かで多様な生態系が存在しています．知床や小笠原諸島，釧路湿原などの世界遺産や国立公園などは，人間の手が加わっていない原生的な生態
系(原生生態系)として特に有名であり，エコツーリズムなどの観光地としても人気です(ただし，このような指定を受けていなくとも，原生生態系は全国各地に
存在しています)．このような原生生態系において，近年，破壊や劣化が進んでおり，原生生態系に生息する生き物の多くが絶滅危惧種などに指定されていま
す． 
 一方，自然と人々の中間に存在する田畑や雑木林，漁港など，いわゆる「里山/里海」と呼ばれるものは，人々の暮らしや伝統文化と深く関わり，人々の管理・
手入れによって成り立つものです．このような人の手が加わった環境は，農作物や木材，水産物などを得るという本来の目的に加えて，古くから様々な生き物
にとって貴重な生息場所となってきました． 
また，近年，住宅地や市街地，都市部など，一般的に自然が少ないと思われる地域においても，公園や街路，ビルの壁面・屋上緑化などの都市緑化によって
多くの緑地が広まっています．これらは，人々の 憩
いこ
いの場としての機能や，ヒートアイランド現象や省エネルギー等に効果的というだけでなく，多くの生き
物の貴重な生息場所となっています． 
 
 
 
【生態系サービス】 
日本の豊かで多様な生態系と生き物から，私たちは様々な恩恵を受けています．この恩恵は生態系サービスと呼ばれ，供給サービス・調整サービス・文化的
サービスの３つに大きく分けることができます(基盤サービスは除いています)．次の表―１にそれぞれの内容と具体例をまとめています． 
 
 
 
 
 
図―１ 日本の多様な生態系 
図―日本の自然
http://www1.gsi.go.jp/geowww/EODAS/sampl
e/landcover.html
 
図―２ 小笠原諸島 
 
図―３ 釧路湿原 
 
図―４ 里山の風景 
 
図―５ 街路樹 
 
図―６ 屋上緑化 
表―１ 生態系サービス 
種類 内容 具体例
供
給
サ
ー
ビ
ス
人間が物質的に消費す
るものを供給してくれる
サービス
食糧，木材，飲み水，衣類の原料，燃料など
調
整
サ
ー
ビ
ス
環境の変化によって人間
が受ける被害をやわらげ
たり，被害を受ける危険
性を低くしたりしてくれる
非物質的なサービス
気候の安定，森林の保水機能(洪水防止)，土壌の固定機能，
疾病による絶滅の危険性の緩和，防波など
文
化
的
サ
ー
ビ
ス
人間社会の文化や精神
活動を豊かにしてくれる，
非物質的なサービス
芸術，釣りなどのレクリエーション・エコツーリズム，神社の御
神木や鎮守の森など
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【生態系と生態系サービスの破壊・劣化】 
図―７は，各年代の世界の生態系の改変率(元の状態からの破壊・劣化率)を示しています．この表から，生態系が大きく破壊・劣化しており，特に１９５０
年以降に急激に破壊・劣化し，今後さらに続くと予想されていることがわかります．  
 
 
このような生態系の破壊・劣化は私たちが生活のなかで受ける生態系サービスの破壊・劣化を意味します．次の表―２は，生態系サービスの人間利用の増減
と質・量の向上・劣化を表しています．これから，約６０％の生態系サービスの破壊・劣化が進んでいることがわかります． 
 
表―２ 生態系サービスの人間利用の増減，質・量の向上・劣化 
供給サービス 調整サービス 文化的サービス 
下位区分 
人間利用 
増・減 
質・量 
向上・劣化 
下位区分 
人間利用 
増・減 
質・量 
向上・劣化 
下位区分 
人間利用 
増・減 
質・量 
向上・劣化 
農作物 増 向上 大気質の調整 増 劣化 精神的・宗教的価値 増 劣化 
家畜 減 向上 地球規模の気候調節 増 向上 審美的価値 増 劣化 
漁獲 減 劣化 地域レベルの気候調節 増 劣化 レクリエーション・エコツーリズム 増 変化なし 
水産養殖 増 向上 水の調節 増 変化なし    
野生物 
植物産品 
評価不可 劣化 土壌浸食の抑制 増 劣化    
木材 増 変化なし 
水浄化と廃棄物・(排出
物)の処理 
増 劣化    
綿，麻，絹 変化なし 変化なし 疾病の予防 増 変化なし    
薪 変化なし 劣化 病害虫の予防 増 劣化    
遺伝子資源 増 劣化 花粉媒介 増 劣化    
生化学物質 
自然薬品 
増 劣化 
自然災害 
からの防護 
増 劣化    
淡水 増 劣化       
 
【アンケート】 
◆これから，生態系保全政策についてのアンケートを実施します．まず，以下の説明文を，これまでの解説をふまえてお読みください． 
◆お読み頂いたように，現在，日本を含めた世界の生態系の破壊・劣化が進んでいます．すでに日本でも様々な保全政策が実施されていますが，生態系の破壊・
劣化は続いています．ここで仮定的に，新たな保全政策がなければ，解説文のような生態系の破壊・劣化が今後も続くという状況を想像してください． 
◆このような状況を改善するために，皆様の住むそれぞれの都道府県で新たな生態系保全政策が計画されていると仮定します． 
◆皆様には，次の表―３のように複数の保全政策の案の中から最も望ましいと思う１つを選んで頂きます． 
 
◆色線で囲っているように，選択肢はそれぞれ縦方向にまとまった１つの束となっており，案 A～保全無しまでの選択肢が，「保全対象の生態系」「景観・生
き物保全レベル」「保全政策継続期間」「年間家計負担金」から成立しています．  
実際に回答して頂く前に，各選択肢の４つの構成要素について解説致します． 
 
■「保全対象生態系」 
 原生生態系…人間の手が加わっていない生態系．エコツーリズムなどの観光地として人気．原生生態系の破壊・劣化が進んでおり，生息する生き物の多
くが絶滅危惧種に指定されている． 
 田畑・雑木林・漁港(里山/里海)…人間の伝統的な生活や文化に密接に関係し，人が手を加えることで維持される生態系．農作物や木材などを与えてく
れることに加え，様々な生き物にとっての貴重な生息場所となっている． 
 住宅地・市街地・都市部の緑地…自然の少ない地域において，ヒートアイランド対策や人々の癒し・憩いの場として日常生活を豊かにしてくれる機能
 
図―７ 生態系の破壊・劣化 
地中海性気候の硬葉樹林，
疎林，低木林
温帯の森林ステップ，疎林
温帯広葉樹林・混交林
熱帯・亜熱帯乾性広葉樹林
氾濫草原，サバンナ
熱帯・亜熱帯の草原サバンナ，
低木林地
熱帯・亜熱帯針葉樹林
砂漠
山岳地の草原，低木林
熱帯・亜熱帯湿性広葉樹林
温帯針葉樹林
寒帯林(北方林)
ツンドラ
元の生態系からの改変(減少)：
改変率
1950年以前
-10    0    10    20   30   40    50   60   70    80   90  100 %
1950-1990年 2050年(予測)
表―３ 選択型実験(例)  
  
案 A 
 
案 B 
 
案 C 
 
保全無し 
属性     
保全対象生態系… 
住宅地・市街地 
都市部の緑地 
 原生生態系  
田畑・雑木林・ 
漁港(里山/里海) 
 保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
利用制限 
(保全率１００%) 
 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… １年  ５年  １０年  ０年 
年間家計負担金… １，０００円  ２，０００円  ５，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う選択肢を１つ選択→ 〇  ●  〇  〇 
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に加えて，様々な生き物の貴重な生息場所となっている． 
 
■「景観・生き物保全レベル」 
 利用制限(保全率１００％)…木材利用や食料などの直接的(物質的)サービス，調整サービスやレクリエーション・エコツーリズムなどの間接的(非物質
的)サービスの両方の利用が，生態系を現在の状態から全く破壊・劣化させないレベルまで制限．これにより，生態系(同じ選択肢内の「保全対象生態系」)
における景観(見た目)・生き物(種類・個体数)は，現在の状態から１００％保全される． 
 直接利用可(保全率７５％)…生態系を保全し，なおかつ，直接的(物質的)サービスが利用できるとする．その一方で，間接的(非物質的)サービスの利用
は制限される．これにより，生態系における景観・生き物は，現在の状態から７５％保全(２５％破壊・劣化)される． 
 間接利用可(保全率７５％)…生態系を保全し，なおかつ，間接的(非物質的)サービスが利用できるとする．その一方で，直接的(物質的)サービスの利用
は制限される．これにより，生態系における景観・生き物は，現在の状態から７５％保全(２５％破壊・劣化)される． 
 直接・間接利用可(保全率５０％)…生態系を保全し，なおかつ，直接的(物質的)サービスと間接的(非物質的)サービスの両方が利用できるとする．これ
により，生態系における景観・生き物は，現在の状態から５０％保全(５０％破壊・劣化)される． 
 
■「保全政策継続期間」 
 １年…保全政策を１年間だけ実施．これにより，生態系(同じ選択肢内の「保全対象の生態系」「景観・生き物保全レベル」)は１年間だけ保全され，負
担金(同じ選択肢内の「年間家計負担金」)も１年分(表示されている金額)だけ支払う． 
 ５年…保全政策を５年間継続．これにより，生態系が５年間保全されるが，負担金も５年間毎年支払い続ける． 
 １０年…保全政策を１０年間継続．これにより，生態系が１０年間保全されるが，負担金も１０年間毎年支払い続ける． 
 ３０年…保全政策を３０年間継続．生態系が３０年間保全されるが，負担金も３０年間毎年支払い続ける． 
 
■「年間家計負担金」は，生態系保全政策と引き換えに皆様の家計単位で支払っていただく負担金１年分の金額です．この金額は，他の３つの内容は連動して
いません．つまり，『利用制限(保全率１００％)』だから高い，『住宅地・市街地・都市部』だから安い，などという関係性は存在しません．あくまでも，「こ
の内容で○○円ならば妥当(不当)だ」というような，目安としての金額と理解してください． 
 
■■「保全無し」の選択肢の場合，「保全対象生態系」は「保全対象無し」，「保全レベル」は現在の利用状況と同じ「直接・間接利用可(保全率０(ゼロ)％)」，
「保全政策継続期間」は「０(ゼロ)年」，「年間家計負担金」は「０(ゼロ)円」で固定されています． 
 
注１)年間家計負担金の額だけ，娯楽費や食費など，他の消費への支出を政策の実施期間の間，毎年あきらめなければいけないことを十分念頭に置いて回答して
ください． 
注２)年間家計負担金は，皆様の所属する家計(世帯)単位で支払って頂くものですので，家族や同居人など，家計全体の所得(家計所得)を考慮して検討してくだ
さい． 
 
 
 
 
▲ここで，上記の内容の理解を確認するため，簡単な質問を致します． 
 
問1) 「景観・生き物保全レベル」の中で，保全率１００％となるものはどれですか？ 
１．直接・間接利用可 
２．直接利用可 
３．間接利用可 
４．利用制限 
５．わからない 
 
問2) 表―３の「年間家計負担金」で示されている金額は，何年分の支払金額ですか？ 
１．わからない 
２．１年分 
３．２年分 
４．３年分 
５．４年分 
 
▼これから皆様には，表―３と同じ形式の質問に８回お答えいただきます．１つ１つの質問における選択肢の見た目は似ていますが，内容は毎回異なるものに
なっていますので，質問ごとに選択肢の内容を注意して確認し，回答するようお願いいたします． 
 
問3) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 原生生態系  
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… ５年  ５年  ３０年  ０年 
年間家計負担金… １，０００円  ８，０００円  ４，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
 
問4) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 原生生態系  保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… ５年  ３０年  ５年  ０年 
年間家計負担金… １，０００円  １，０００円  １，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
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問5) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 原生生態系  
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… １０年  １年  ５年  ０年 
年間家計負担金… ４，０００円  ８，０００円  ４，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
 
問6) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 原生生態系  保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… １年  ５年  ３０年  ０年 
年間家計負担金… １，０００円  ８，０００円  ２，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
 
問7) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 原生生態系  
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… ５年  １年  １０年  ０年 
年間家計負担金… １，０００円  ４，０００円  １，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
問8) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 原生生態系  保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率５０%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… ３０年  １年  ５年  ０年 
年間家計負担金… ８，０００円  １，０００円  ８，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
 
問9) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 原生生態系  保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
直接利用可 
(保全率７５％) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… １０年  １年  １０年  ０年 
年間家計負担金… ４，０００円  １，０００円  ８，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
 
問10) 次の中から，皆様にとって最も適切だと思うものを１つお選びください． 
  
選択肢１)案 A 
 
選択肢２)案 B 
 
選択肢３)案 C 
 
選択肢４)保全無し 
     
保全対象生態系… 
田畑・雑木林・漁港 
(里山/里海) 
 原生生態系  
住宅地・市街地・ 
都市部の緑地 
 保全対象無し 
景観・生き物保全レベル… 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
利用制限 
(保全率１００％) 
 
間接利用可 
(保全率７５%) 
 
直接・間接利用可 
(保全率０%) 
保全政策継続期間… １年  １０年  ３０年  ０年 
年間家計負担金… ８，０００円  ８，０００円  ２，０００円  ０円 
  ↓  ↓  ↓  ↓ 
最も望ましいと思う 
選択肢を１つ選択→ 
〇  〇  〇  〇 
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問11) 日常生活において，供給サービスをどのぐらい受けていると感じますか？ 
１．おおいに恩恵を受けていると 
２．すこし恩恵を受けている 
３．よくわからない 
４．あまり恩恵を受けていない 
５．全く恩恵を受けていない 
 
問12) 日常生活において，調整サービスをどのぐらい受けていると感じますか？ 
１．おおいに恩恵を受けている 
２．すこし恩恵を受けている 
３．よくわからない 
４．あまり恩恵を受けていない 
５．全く恩恵を受けていない 
 
問13) 日常生活において，文化的サービスをどのぐらい受けていると感じますか？ 
１．おおいに恩恵を受けている 
２．すこし恩恵を受けている 
３．よくわからない 
４．あまり恩恵を受けていない 
５．全く恩恵を受けていない 
問14) 生態系保全政策について，供給サービス・調整サービス・文化的サービスの３つの中で，供給サービスの保全を最も重視する政策を，望ましいと思い
ますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問15) 生態系保全政策について，供給サービス・調整サービス・文化的サービスの３つの中で，調整サービスの保全を最も重視する政策を，望ましいと思い
ますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問16) 生態系保全政策について，供給サービス・調節サービス・文化的サービスの３つの中で，文化的サービスの保全を最も重視する政策を，望ましいと思
いますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問17) 生態系保全政策について，各市区町村・各都道府県・国という政策を決める機関の中で，各市区町村が最も先頭に立って保全政策を決定・運営するこ
とは，望ましいと思いますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問18) 生態系保全政策について，各市区町村・各都道府県・国という機関の中で，各都道府県が最も先頭に立って保全政策を決定・運営することは，望まし
いと思いますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問19) 生態系保全政策について，各市区町村・各都道府県・国という機関の中で，国が最も先頭に立って保全政策を決定・運営することは，望ましいと思い
ますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問20) 生態系保全政策として，現代世代(皆様自身)・将来世代(皆様のお子様やお孫様，子孫)の中で，現代世代が将来世代よりも恩恵を受ける政策を望まし
いと思いますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
問21) 生態系保全政策として，現代世代(皆様自身)・将来世代(皆様のお子様やお孫様，子孫)の中で，将来世代が現代世代よりも恩恵を受ける政策を望まし
いと思いますか？ 
１．とても望ましいと思う  
２．ある程度望ましいと思う 
３．よくわからない 
４．あまり望ましいと思わない 
５．全く望ましいと思わない 
 
以上でアンケートは終了です．ご協力いただき，まことにありがとうございました． 
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